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一
　
以上言及したように、無人機が、現在の有人飛行機同様に普及して行
き
）（（（
（
、また、警察等法執行機関が超小型の
無人機の活用を急速に進めているとすれば、ことによると有人機以上に浸透
し
）（（（
（
、その結果、市民の日常生活の一部
四四
となる可能性が高まるであろう。そうなれば、犯罪捜査の面でも警察官が従前よりも安全に監視実務を遂行出来るといった利点が生じる
（
第一章
でも触れたように、無人機は小型のものもあり、高度上空を静かに航行し、位置を巧みに変える
ことも、探知されにくい状態で秘密裏に航行することも可能で、航行期間も長
い
）（（（
（
などの機能を有しており、その用途の幅は多様で
ある。また乗務員が疲労することも危険に遭遇するとい こともないか少なく、警察がヘリコプター等を購入して操縦士を訓練するのに要する予算よりもずっと低 額で利用することが可能であ
り
）（（（
（
、かかる意味で、警察が監視するのに非常に使い勝手が良いと
言
）（（（
） （（（（
（い得る）
。しかし、これには両刃の剣の側面があり、高出力のズーム・レンズ、赤外線暗視カメラ、透視画像化処理
装置、音波を用いる傍受装置等々を搭載してい 無人機においては、その視界の中にある のは、犯罪行為の嫌疑の有無にかかわらず無差別に監視することが可能になり、個人の親密 詳細な情報が集積されることにな
る
）（（（
（
。従って、
無人機が肉眼ではしばしば捕捉出来ない も相俟って 特にプライヴァシ
ー
）（（（
（
や市民の自由が侵害されて、監視社
会化を余儀なくされると 懸念も強まって
る
）（（（
（
。これに対しては、不法行為責任によって救済するという考え方もあ
り得るが、捜査機関等による無人機に基づく監視を不法行為を根拠として救済するこ は 国家主権 よ 免責特権（sovereign-im
m
unity ）
理論のため、効果的なものではないという点も踏まえ
て
）（（（
（
、市民が修正第四条による保護を期待
することが合理的であるか否 という論点がアメリカ合衆国において議論され
て
）（（（
） （（（（
（
いる。一方、無人機が修正第四条に
関わるから 言って、法執行 が無人機という科学技術を用いてはならないと言う にな 訳で く、
はじめ
に
などで述べているように、法執行機関の利益・捜査の必要性と市民のプライヴァシーの利益との衡量の下に妥当な
活用範囲を探 ことが求められる筈である。これは の捜査手段 し の有用性を維持 つつ、濫用の危険性を最小化するような規制の枠組みを模索して行くこ に他ならない。かかる作業の前提として、本章では 無人機の問
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題に関連する限りで、修正第四条を巡るアメリカ合衆国の議論情況・裁判例の動向
（
第一節
）、更に無人機を巡る近時
の立法の動き
（第二節）
について眺めて行きたい
）（（（
（
。
無人機は、有人機のそれと同様に、空中などから被疑者の家屋・囲繞地などの観察を行ったり、また、技術面にお
いては、無線送信機やビーパーなどと共通する面があろうが、対象者に気付かれぬ儘に捜査機関が長期間、容易に追跡し得るという点などに特性があ
り
）（（（
（
、例えば、ⅰ
 （地表から肉眼では感知出来ないため）
一〇〇〇〇フィートの高さから
降下して監視したり、連続二四時間上空に滞空して下部にい 目的物を追跡したり、公空上空 待機していて屋敷内の開放された中庭に出入する個人を追跡・特定するとか、ⅱ
 大きめの有人機では航行出来ない低空のみを航行する
小型無人機によって、住居から多様な距離をとりつつ 静 に対象者を追跡するといった形で用いることが考えられ
）（（（
（
、様々な局面で捜査に活用出来ると思われ
る
）（（（
（
。現在の組織犯罪は、必ずしも組織性が高くなく、小規模で複雑化し
て機動性に富んでいたり、 心メンバーが離合集散 繰 返して短期間で新たな組織を作るなど流動的且つ柔軟な組織形態となっていることが ばしばであるため、無人機と、熱画装置・ＣＣＴＶ・傍受装置・監視衛星等々の選択肢を組み合わせて対応す 必要になろう。それゆえ、
第一節
においては、これらの場面と同種の事案に関する裁
判例や、類似と考える事案に関する裁判例について、合衆国の動向を眺めてみたい。まず、
第一款
では、この分野に
おける修正第四条を巡る一般的な概観を行い、次いで
第二款
では、有人機が議論の対象となった裁判例の動向を眺め
る。そして、
第三款
では、
第一款・
第二款
の内容とも重なるが、修正第四条の下で無人機の発動の適法性の問題を判
断す ためのファクターを提供し得る裁判例・裁判法理 若干の検討を行ってみたい。二
　
州憲法や様々な規制も市民のプライヴァシーを保護しているが、合衆国憲法修正第四条はプライヴァシーについ
四六
ての最低限の基準を設定している。即ち、修正第四条は、 「不合理な捜索及び逮捕または押収に対し、身体・家屋・書類及び所有物 安全 保護されるという人民の権利は、これを侵してはならない。令状は、宣誓または確約によって裏付けられた相当な理由に基づい のみ発せられ、且つ捜索さるべき場所及び逮捕さるべき人または押収さるべき物件を特定し 示したも でなければならない 」旨を定めてい
て
）（（（
（
、ⅰ
 不合理な捜索・差押等を保護する合理条項、
ⅱ
 正当事由
（相当理由）
及び令状のない捜索等を禁じる令状条項の二段構えで市民の保護を図っているとされ
る
）（（（
（
。本
条は、個人の安全・自由、私的財産に関する権利を享受するために不可欠の条項とされ、その重要な目的は、法執行機関員が 司法機関による要件審査が された令状 しに家屋等に自由に立ち入り 引 出し等を壊して対象物を押収すること等を防ぐこと、即ち場所等の特定を欠いた一般令状、一般探索的・渉猟的な捜索・押収の弊害を防止するところにあっ
た
）（（（
（
。合衆国連邦最高裁は、一八八六年の
B
oyd v. U
nited State
）（（（
（
s
において、最初にプライヴァシー侵害
の問題を探って以
降
）（（（
（
、かかる修正第四条に関する解釈を、どこ迄が私的領域なのかといった限界の問題
（警察のどの
ような活動が、どのような情況の下で、またどのような領域・利益を侵害することが、修正第四条の意味における ・押収に該当するのかという問題）
、法執行機関に許容されるプライヴァシーに対する侵襲の条件といった論点を中心に発展させ
て来てい 。そして、法執行機関による無人機の使用の論点においても、将来におけ 、憲法によるプライヴァシー保護の程度などを検討するために、判例法理を考察する必要性はあるものと思われる。
第一節
　
修正第四条を巡る裁判例の動向
第一款
　
プライヴァシーを巡る一般的情況
）（（（
（
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⑴
　
社会の流動性が増すと共にコミュニケーションの流動性も加速する。このもとに、一九世紀半ばに電信、一九
世紀末に電話が高度科学技術として誕生し、それに伴ってプライヴァシーへの懸念が生じ、続く電子監視の分野における技術の発達は、二〇世紀を通じて個人のプライヴァシーと修正第四条の保護する価値を侵害する恐れを高めて来た。特に、二〇世紀後半、一九七〇年代から八〇年代初頭 は、コミュニケー ョン 手段 高度化・多様化すると共に監視手段も高度化・多様化し、法執行機関は電話のみに依拠するだけでなく、無線によ 追跡、空中からの監視など様々の監視技術を発達させるに至った。かかる科学技術の発達の結果、近時では 例えば、ＣＣＴＶはスーパーマーケットやショッピングモール・市街等々における行動を監視し、交通監視システム 自動車の所在を記録し コンピュ タ技術は情報収集をずっと容易にした。更に、一九九〇年代後半に、インターネットが通信市場を独占して来た電話の地位に取って代わったが、このインターネットは蓄積された情報を予想出来ない程迅速に普及させることに貢献した。このようなネットワークによる爆発的な情報の普及等は、多くが個人の特徴を識別させるような様々な事実と結び付いて、セキュリティ侵害や情報の誤用の潜在的な危険を増大 せることで、修正第四条の保護する価値に脅威を与えている そして、かかる事態によって、連邦最高裁も、不合理な捜索・押収へ によ 保護に対する侵害の可能性についての新しい問題に直面するに至ったのである。
⑵
　
修正第四条の捜索とは何かについては、既に触れた一八八六年の
B
oyd
事件判決において、 「政府の側による、
人の家の尊厳や人の生活のプライヴァシーに対す あらゆ 侵害 修正条項は適用される。犯罪を構成するのは、対象者の家のドアを壊したりすることではなく、人間の安全・人間の自由 私 財産という権利を侵害することである」旨述べられた。そして、一九世紀後半以降には、電話・マイクロフォン・盗聴器・写真撮影技術といった新しい通信
四八
技術の発明によって法執行機関は監視が可能となり、都市化の浸透・輸送技術の出現・専門的な警察力の拡大といった事情とも相俟って、コモン・ローにおける不法侵害では修正第四条の捜索の概念を捕捉出来なく って来た。かかる情況から、最高裁判所は、修正第四条が法執行機関による電子監視から個人を守るも かについて検討することを余儀なくされたが、その最初の事例が、一九二八年の
O
lm
stead v. U
nited State
）（（（
（
s
であっ
た
）（（（
（
。被告人の
O
lm
stead
は、
禁制のアルコールの運搬・販売の罪で連邦地方裁判所で有罪とされたが、
O
lm
stead
を有罪とするために使用された
証拠は、彼の家と事務所の電話線 関し 捜査官 無令状の盗聴を行ったことによって得られたものであったため、当該証拠 証拠能力を肯定することは修正第四条による保障に違背することを理由 、被告人は異議 申し立てた。これに対して、連邦最高裁は による会話の傍受は私的財産 対する侵入なく生じるから憲法が保護する領域への捜索に たらず 世界全体に通じる電話線 家や事務所の一部ではなく、修正第四条の保護の範囲内にはない（修正第四条の捜索に該当しない）
旨判示した。この
O
lm
stead
判決が確立した侵入
（
trespass ）
理論は、捜索が生じたと
いうためには、法執行機関員は私的財産に侵入しなければならず、従って、侵入が ければ捜索もない いうものである。ま 、多数意見は 会話 有形物ではない で押収出来ず 有形物を取得しな れば押収では いとも述べた。O
lm
stead
判決には、私的財産への現実の侵入を含む捜索や有形物の押収といった伝統的なカテゴリーに限定されず、
修正条項は個人の一般的なプライヴァシーの権利に適用 るから、法執行機関員
O
lm
stead
のプライヴァシー権
を侵害し得たと論じた
B
randeis
の反対意見が付せられてはいたもの
の
）（（（
（
、
O
lm
stead
判決の侵入理論は、一九二八年か
ら六七年に至る約四〇年間、修正第四条の範囲を狭く画定した。この間 法執行目的での電子監視の大半は修正憲法の保護の外に置かれ、警察による侵入行為のない電子監視は、実質的には裁判所によ 邪魔をされることはなかっ
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たのである。例えば、
G
oldm
an v. U
nited States （
316U
. S. 129 ［
1942 ］ ）
においては、連邦最高裁は
O
lm
stead
の侵入理
論を、電子的盗聴器を壁に接して利用し、壁の向こうから反対側の会話を盗み聴くという形態の監視
（電話線を盗聴
する形態とは異なる）
に拡張して適用した。
O
lm
stead
の事例では被告人は電話で会話をしていたが、本件では被告人
（
T
heodore G
oldm
an ）
は室内で他者と会話をしており、当該会話を外界に展開することは企図していなかったのである
から、本件と
O
lm
stead
の事案は区別出来る旨被告人は主張した。しかし、裁判官達は、
G
oldm
an
における連邦捜査
官の行為と
O
lm
stead
における州の捜査官の行為とが論理的に区分されるという点には納得しなかった。これに対し
て、
Silverm
an v. U
nited States （
365 U
.S. 505 ［
1961 ］ ）
は、連邦捜査官がスパイクマイクによって隣接した部屋におけ
る会話を盗み聴こうとした事案であったが、最高裁は、当該侵襲が憲法によって保護された領域に対する現実の侵襲に該当し、修正第四条の適用対象となる旨判示した。かかる判示により、
Silverm
an
の連邦最高裁は、
O
lm
stead
の
第二原則
（会話は有形物でないから捜索の対象とならない）
を結果として否定したのである。実際、一九六〇年代迄に、
O
lm
stead
の侵襲理論は攻撃に晒されていた。初期の捜査機関による私的会話の傍受は、捜査機関が室内に侵入し、
小型のマイクロフォンを隠して会話を聞くといった類 もので、個人の内面をむき出しにするよ な形態のも ゆえ物理的侵襲と充分言えたし、令状が必要であった も評し得たが、やがて室内に侵入出来ない場合であっても、壁の隙間にスパイクマイクを挿入して会話を傍受するといった技術が一九六〇年代 は発達して行った
（一九六〇年代
には組織犯罪の脅威が喧伝され、そして 犯罪組織には外部から容易に入り込めない点が傍受を正当化した）
。後者による場合
は、真に物理的侵襲と言えるかは評価の分かれる面もあったであろう。そして このような実態に照らして、小型の記録機とか音声認証システムといった技術が修正第四条のプライヴァシーの関心に重大な脅威を及ぼし得る点は
五〇
相当数の裁判官に認識されていた。このもとに、一九六七年には、今日の電子監視法理を産み出した二つの判示を最高裁は行った。第一に、
B
erger v. N
ew
 Y
ork
（
388 U
.S. 41 ［
1967 ］ ）
は、
O
lm
stead
の一つの理論を結果的に否定した
Silverm
an
の判示を確認し、会話を捕捉する電子監視は修正第四条が意味する捜索に該当し、令状または相当理由を
要するとした。本件では、犯罪の証拠が得られるかも知れないと確信する合理的な理由がある場合に裁判官が令状を発することを認める州法を違憲としたが、当該法規に他 憲法上の瑕疵があったことが で ったため、最高裁は当該合理的な理由が第四条を充 すかどうかについては検討を加え かった。
⑶
　
そして、第二に、
B
erger
判決以上の重要性を持つのが同一九六七年の
K
atz v. U
nited States
判決
（
389 U
.S. 
347 ）
であり、過去五〇年─この間、排除法則の進展と共に、修正第四条の適用も、修正第一四条を経由して、各州
に浸透して行った─の修正第四条を巡る事例の中で最重要のものの一つと言うことが出来、連邦最高裁 提示する基準の画期を示した
（修正第四条の適用についての転機となったとか、修正第四条の範囲を再定義する方向へと導いたなどとも評
価されている）
。被告人
K
atz
は、連邦法に違反して賭博をした点で連邦地方裁判所において有罪とされたが、有罪と
するために用いられた証拠は、公衆電話ボックスの外側に
（令状を得ていないＦＢＩ捜査官によって）
取り付けられた電
子盗聴装置によって獲得され ものであった。公判において、被告人は、当該証拠は修正第四条に違背して入手されたものであ ことを理由に証拠能力を争ったものの奏功せず、連邦控訴裁判所も被告人 上訴を退けたが、被告人は連邦最高裁に上告した。被告人側の提示した争点は、公衆電話ボックスが、 がプライヴァシーの権利を有する憲法上保護された領域か、ま 、修正第四条の捜索があったと言い得る めにはこの領域 対する物理的侵入が必要かというところにあった。最高裁は当該枠組みには乗らなか が、前提として、当該捜索に際しては憲法によって保護
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された領域への物理的侵入はなかったと認定した。そして、最高裁は、
O
lm
stead
判決における物理的侵入の概念を
再考し、侵襲理論を採用しなかった。既に触れた通り、
O
lm
stead
においては、捜索・押収の際に、住居等に対する
物理的侵入・明白な物理的効果 どが い限り、対象者へのプライヴァシー侵害とはならないとして、無令状での電話傍受を許容 た。しかし、 約四〇年後の本件 おいては、 法執行機関が無令状で、 公衆電話ボックスの外に傍受
（盗聴）
装置を設置した事案について、
（相対）
多数意見
（
plurality ）
は、 「修正第四条は人を守るもので場所を守るものではなく、
人が承知の上で公衆に露出しているものは、その人 家やオフィスにおいてであっても、修正第四条の保護の対象ではない。しかし、公の場 アクセス可能な領域においてであ ても、人が私的に保持しようとしている事象は憲法上保護され得る」と述べた である
）（（（
（
。
問題は、 対象者が正当に依拠し得るプライヴァシーを捜査機関が侵犯したか否かの基準である。 これについては、 「対
象者が憲法上保護されたプライヴァシーの合理的な期待を有しているか否か」と う点が
K
atz
判決の多数意見によ
る基準ということになるが、
H
arlan
判事による同意意見は二つの点によって多数意見の意味するところを明確化し
ようと試みており、
K
atz
を迅速に適用しようと企図した下級審
（更に、後には連邦最高裁多数意見も）
が
H
arlan
の整理
に依拠したこともあって、これが
K
atz
の基準となったと評されている。即ち、修正第四条による保護が相応しいと
いう為には、①異議を申し立ててい 捜索に関 て、本人がプライヴァシーに対する現実
（主観的な）
期待を示し
ており、②当該期待が、社会が合理的と認識するも である必要があるとされた であ
（②を充たすためには、対象
者個人が私的活動を隠すことを選択したかではなく、修正第四条が保護する個人的・社会的価値を捜査機関による侵襲が毀損したかが判断基準となる）
。
O
lm
stead
判決における
B
randeis
判事同様、
H
arlan
判事も、科学技術が監視手段を発展させる
五二
ことを予見し、物理的侵入同様、電子的侵入によってプライヴァシーの合理的期待が挫かれ得る点に警鐘を鳴らしたのである。ここにおいては、修正第四条の財産権への関心は度を減じたと評されている。
⑷
　
ただ、
K
atz
判決においては、最高裁は、国家の安全や外国政府等の活動について判示を拡張して適用しよう
とはしなかった。連邦裁判所は、外国の情報活動 監視に対して修正第四条の保護を当て嵌め ことには消極的であり、国家の安全に関する事項については議会や大統領の見解に従うことを選好した。多く 連邦裁判所は、修正第四条に対して外国情報活動の例外というアプローチさえ採用した。例えば、
U
nited States v. U
nited States D
istrict 
C
ourt for the E
astern D
istrict of M
ichigan
（
407 U
.S. 297 ［
1972 ］. ）
において、外国の情報活動に対する行政部による監
視には、裁判所による承認が必要であるが、国内の安全 ための監視には、通常の犯罪の監視とは異なる政策や実務的考慮事項が存在する 判示されており、議会は、国家 と犯罪捜査に関する監視について、各々異なる保護基準を考えるべきであると迄多数意見は示唆した。そして 二〇〇一年九・一一テロ後の愛国者法によって、外国の情報活動に対す 監視と犯罪捜査を区分することに、従前よりも多くの注目が寄せられることになった。
⑸
　
ともかくも、
K
atz
の提示した「プライヴァシーの合理的期待」基準は、─堂々巡りで、手ぬるい基準である
との批判は多くの論者から提起されたもの
の
）（（（
（
─一定の解釈基準を提示して修正第四条の適用範囲についての新しい
フォーミュ
ラ
）（（（
（
を急速に形成した。ただ、 「プライヴァシーの合理的期待」という言葉は数学的な厳密さを伴うもので
はなく、不断に発展する情況において民主主義社会 裁判所が守らなければならない価値を言い換えているだけに過ぎず、その時々 アメリカ社会における合理的な人々 現実的 期待と言うものを汲み上げることで判断せざ を得ない面がある。それゆえ、運用によっては無令状捜索・押収を広く許す可能性も伴ってい
た
）（（（
（
ため、連邦最高裁は過去
五三
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
四〇年以上、
K
atz
の分析に依拠して、修正第四条の意味の枠内で、何が捜索に該当するかを検討して来
た
）（（（
（
。概して
言うならば、対象者個人がプライヴァシーの合理的期待を有している場所・物に修正第四条は及ぶと言えるであろう。連邦最高裁は、ホテルの部屋とか、オフィス、自動車、閉鎖された容器、電話における会話、ｅ
─メール、家に関す
る特定の情報等については、修正第四条で保護されていると捉えることに積極的であるが、他方 家の庭、特に見晴らしの利く地点から観察可能な庭の場合とか、放棄 た財産 オープンな場所に対して迄修正第四条を拡張適用することは拒んで来
た
）（（（
（
。この点、裁判官が、プライヴァシーの期待が正当化される場合についてかなり狭い見解を採っ
てい に対しては、時折批判が見られるし、特にプライヴァシーの主観的期待については、相当程度軽視して来たとも評されるところ ある
）（（（
（
。
例えば、
Sm
ith v. M
arylan
）（（（
（
d
においては、多数意見は、捜査機関は、被告人が誰に電話したか、家からいつ電話を
したかという点を、当該地域の電話交換手を通じて突き止めることがあるが 被告人はかかるリスクを引き受けたと判断 。被告人は、電話した番号を電話会社に伝達しており、従って当該情報を世界に発信していると うことを認識し、引き受け、予期するべきであった
（プライヴァシーの現実的な期待を抱いているとは考えられない）
と、最高裁は
判示したのである 当該判示については、人々に現実の選択肢がない情況でリスクを引き受けさせるというのは無意味であり、また 捜査機関が公に宣言すれば主観的 プライヴェートたり得るものはなくなるから、捜査機関が公に捜索等を発表・通知すれば主観的プライヴァシーというも もなくなるため 対象者 についての主観的期待が根絶や にされかねないといった反対意見も存した
）（（（
（
が、ともかくも
Sm
ith
事件の判示によれば、航空技術
が発達して、人々にとって一層利用し易くな てい 以上 第三者が私有の裏庭等を不正な形でではなく観察し と
五四
いう場合には、当該対象者は法執行のための侵襲的な観察のリスクを引き受けたというべきであるから、当該対象者にプライヴァシーの期待は認められないという が論理的帰結ということになるとも評せられている。
次に、
C
alifornia v. C
iraolo （
476 U
.S. 207 ）
においては、対象者の塀で囲われた裏庭を無令状で飛行機から肉眼で観
察する行為は、喩え庭で生息している大麻草の特定を当該観察が目的としていた しても、修正第四条の意味における捜索ではないと判示された。裁判官は、裏庭に対するあらゆる観察に対する被告人
（
C
iraolo ）
のプライヴァシーの
期待は、合理的 期待ではなかったと結論付けた。被告人が自分 行動を見られな ようにするための措置を取っているからと言って、見晴らしのきく地点から観察することが禁じられる訳ではない されたのであ 。また、同様のロジックによって、
F
lorida v. R
iley
（
488 U
.S. 445 ）
は、高度四〇〇フィートのヘリコプターから、居住区の裏庭にあ
る温室の内部を監視することは、修正第四条の下で令状が要求される捜索には該当しないと判示 る。
C
iraolo
においては、一〇フィートの塀であっても市民や警察の目から植物を隠すことが出来ない以上、被告人は裏庭へのあらゆる観察に対してプライヴァシーの合理的期待を保 ていたのか それ も自己の違法 大麻草栽培を誰にも観察されないであろうという期待を保持し いたに過ぎないのかは明 でなく、ここからは監視に対して考え得るあらゆる努力を行わなければ
K
atz
の第一の関門もクリア出来ないようにも見える。そして、
K
atz
の第一要件の下では、
監視技術が結果として首尾良く使用された場合には、プライヴァシーの主観的期待は存在し 言い易くなってしまうということにもなりかねないが、そのように考えることは
K
atz
の曲解であると捉える見解も依然有力である
）（（（
（
。
⑹
　
そして、
O
’C
onnor v. O
rteg
）（（（
（
a 、
C
alifornia v. G
reenw
oo
）（（（
（
d 、
B
ond v. U
nited State
）（（（
（
s
は、プライヴァシーの合理的
な期待とい 基準の下で、裁判官が何を許容し、何 許容 な かを良く示している。即ち、第一に、最高裁 公務
五五
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
員はオフィスでプライヴァシーの合理的な期待を持っているとする。第二に、家の所有者は家の外の舗道上にある回収のために置かれたごみ袋にプライヴァシーの合理的期待は持たない。第三に、全国横断旅行のための長距離バスに積み込まれている荷物にはプライヴァシーの合理的期待を認めている。これらの三事例いずれも、
K
atz
事件におけ
るような電話傍受の事案ではなかったが、それにもかかわらず、これらの事例は、
K
atz
のプライヴァシーの合理的
期待基準を最高裁がど ように解釈・適用しているかを示しているのである。
O
’C
onnor v. O
rtega （
1987 ）
において、
O
rtega
医師は公立病院の内科医・精神科医で、若い実習医を訓練する責務
があった。一九八一年、
O
’C
onnor
医師を含む病院職員が、実習医プログラムに対する
O
rtega
の管理・運営に関する
不正の可能性に関心を持った。
O
’C
onnor
の要請に応じ、
O
rtega
は管理休暇を付与することを約した。当該休暇中に
O
rtega
に気付かれずに病院職員は
O
rtega
のオフィスに入り、彼の書類棚・キャビネットを捜し回り、彼の身の回り
の品を押収した。奪取された品物の幾つかは、後に
O
rtega
に対する行政手続で用いられ、その結果、
O
rtega
は解
雇となった。
O
rtega
は、本件のような押収は、修正第四条の権利に違背していると連邦地裁に主張した。連邦地裁
は、本件 ような押収は、オフィスにある国の財産を保全する必要があったため、合憲と認定した。しかし、連邦第九巡回区控訴裁判所はこれを覆し、
O
rtega
はオフィスにおいてプライヴァシーの合理的期待を有していたと判示し
た。そして 最高 は、公の仕事場でプライヴァシー 合理的期待を判断するお守りはないと認め、仕事場におけるプライヴァシーの合理的期待についての問題はケース・バイ・ケースで取り組まれるものであ とした。 「仕事場には、廊下・キャフェテリア・オフィス ような雇用者のコントロール 範囲内 ある領域が含まれ が、だからと言って、 当該領域を占有 たり通過する人が皆プライヴァシーの期待を失うとは限らない。例えば、 オフィスにス ツケー
五六
スを持ち込んだ公務員は、荷物の外面についてはプライヴァシーの合理的期待を持たないが、荷物の内容についてはプライヴァシーの合理的期待を有している。 」と述べて、公務員は仕事場においてプライヴァシーの期待を全て放棄しているとの病院の主張を退けた。次いで、病院の管理者がオフィスに存在する正当な権利を有していたか否かにかかわらず、
O
rtega
には机や整理用キャビネットにプライヴァシーの合理的期待があった
（当該オフィスは彼単独のオフィ
スであり、病院には、従業員に机や整 用キャビネットに私物を入れてはならないと定める規則がなかった）
と裁判官は結論付
けた。
 O
’C
onnor v. O
rtega
における第二の論点は、相当理由基準が官公庁の雇用者になされた捜索に当て嵌まるかとい
う点であり、最高裁は 修正第四条の特別 必要理論に基づき、消極的な判断を下した。従って、官公庁の雇用者による、調査目的でなく業務に関連した目的で 、公務員の憲法的に保護されたプライヴァシーの利益に対する侵襲は、相当理由基準に服さずに全事情の下における合理性基準によって審理される。本件ではオフィス内の国の財産が保全される必要があり、最初の干渉を正当化する情況と範囲の面で合理的に関連しているとの合理的 確信を管理者 有しているという証拠があったために、当該捜索は正当化された。
次に、
C
alifornia v. G
reenw
ood （
1988 ）
は、舗道上に拾い上げられていたごみの中におけるプライヴァシーの期待に
関連したものであ 。一九八四年早期に、
G
reenw
ood
が違法な薬物活動に関与しているかも知れないとの情報を受
けて警察官が家を張り込み、深夜・早朝の訪問客 観察 たが、数分以上来訪する者はいなかった 数週間監視を続けた後、 は
G
reenw
ood
の家の前の舗道に集積されていた、ごみの監視・捜索を開始した。これらの捜索の過
程で薬物取引の証拠 出て来たので それを根拠に警察官は令状を取得 て
G
reenw
ood
の家を捜索し、大量の違法
五七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
な麻薬を発見した。その結果
G
reenw
ood
は逮捕されたが、州裁判所は、本件の無令状捜索は修正第四条に違背して
いるとして本件起訴を退け、控訴審もこれを肯認した。しかし、これに対して、連邦最高裁は
K
atz
の二段階のプラ
イヴァシーの合理的期待テストを当て嵌めて、以上の判示を覆し
た
）（（（
（
。裁判官達は、
G
reenw
ood
が自分のごみが警察
官らによって集められて調べられているとは見通していなかったかも知れないが、そのような見通しがなかったからと言って、彼のごみに修正第四条の保護 与えるには充分ではないと認定した。
G
reenw
ood
がプライヴァシーの主
観的な期待を証明した場合にのみ無令状の捜索は認められないことになるが、この主観的期待 存在について裁判所は確証を得ることが出来なかった。多数意見は、公道上や脇にあるプラスティックのごみ袋 動物や子供 ど社会のメンバーが近付く た易いという点は、一般に知られた認識であると述べてい 加えて、
G
reenw
ood
は自
分のごみを第三者に拾わせるというは きりとした目的で隅に置いた
（つまり、恐らく捨てるためにごみを歩道上に置い
ていた）
。この点、既に触れた通り、
K
atz
は、人が住居内であれオフィス内であれ、認識して公衆の目に晒している
物は修正第四条の保護の対象ではないが、他方、人が私的に保持しておきたいと望む物 、仮に公衆がアクセス可能な領域に存在したとしても憲法上の保護を受けると述べ いたところ、
G
reenw
ood
判決で示された基準は、つまる
ところ、住居内であれオフィス内であれ、人が認識して公衆の目に晒 ている物は修正第四条の保護の対象になるとは限らず、 人が私的に保持しておきたい 望んだとしても憲法上 保護を受けられない物 あると うこと なってK
atz
の基準と食い違うという見解も見られるところである
）（（（
（
。
そして、
B
ond v U
nited States （
2000 ）
において、連邦最高裁は、バスの乗客が車内に持ち込んだ手荷物を法執行機
関員が物理的に取り扱った行為は、修正第四条の捜索であるとし 令状乃至正当 由を要すると判示し 。即ち、被
五八
告人
（
B
ond ）
がグレーハウンドバスに乗っていたところ、テキサスの国境パトロールの検問所でバスが停車中に、国
境パトロールの法執行機関員が乗客の入国資格を確認するためにバスに乗り込み、バスの前方に歩いて行く過程で乗客が席の上のごみ箱の中に置いた荷物を奪い取った。そして、検査を行っている際に 法執行官は、被告人の荷物には煉瓦状のかたまりのような物が入っていると通知し、荷物を捜索することにつ ての同意を得た後にメタンフェタミンの塊を発見し 。これに対して、法執行官による荷物の取扱いは 修正第四条の下で憲法上保護された効力を有する捜索を構成すると被告人は主張 た。当該捜索は無令状であり、令状要件に対して特別に認められている例外には該当しないため、被告人は当該捜索は修正第四条に違背していると主張 たのである。連邦最高裁はこの主張を認め、 「被告人は、持ち込んだ荷物 中にプライヴァシーの現実的期待を示して 。被告人は不透明な鞄を使用しており、自分の側に置 ていた。更に、この期待 合理的なものであった。 」旨 判示した。乗客 特に自己 持ち込んだ荷物を気遣っており、一般に、手許に置いておきたい私物を運ぶために当該鞄を使うが、国境パトロールの法執行機関員が自分の荷物を取 扱わないという点を合理的に期待して かどうかが論点となった。この点 つい 、検察側は、被告人は 己 鞄を公に晒すこ によって、自己の荷物が手荒 取り扱われないとい ことについての合理的期待を喪失したと主張したが、多数意見は バスの乗客は、法執行機関員を含む他人 、内容 知るために取り調べるような態様で個人の荷物を奪った など るであろうとは して なかったと判示したのである。 裁判官は、本事例と、
C
iraolo
及び
R
iley
の事例とを、後二者は手で触るのではなくて目で見るだけの観察に止まっていて、物
理的に侵襲す 調査という要素 なかったと捉えることによって区別した。
⑺
　
以上の経緯からも分かるように、一八世紀という時代的制約の中で起草された修正第四条を、監視のための科
五九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
学技術で満ちている現代の情況に当て嵌めることは難しくなっている。
O
lm
stead
の狭い解釈が科学技術の進展に対
応出来ないと裁判官が認識するに至って
K
atz
の広い解釈に取って代わられた。この
K
atz
の基準自体は、その柔軟
性ゆえにプライヴァシーという規範 影響を与える技術的・社会的変化に対応しい易いということもあったのか、一般的に受容されて て、批判されることは必ずしも多い訳ではないとも言えようが、プライヴァシーの合理的期待基準自体からは社会がプライヴァシーとして認識しているものが何であるべき のかという規範的要素が導けない
（科
学技術の発達によって、便利さやセキュリティが向上すれば、それと引き換えにプライヴァシーの合理的期待に変化が生じることもあり得る）
ということもあり、その適用についてはしばしば争点となる。既に触れた多くの事例においても裁判官
の見解が分かれているが、それは修正第四条を現在の情況 当 嵌めることが難し いう点を示して ると言えよう。
⑻
　
そして、二一世紀初頭
（二〇〇一年）
の世界貿易センターに対するテロリストの攻撃は、アメリカ合衆国を震
撼させた
）（（（
（
。議会が制定した愛国者法は、テロリストから国家の安全を強化することを企図していたが、反面、本法は、
一九六八年総合的犯罪防止及び街路の安全に関する法律を改正して政府による電子監視権限を拡大 た。即ち、私的な電話・ｅ
─メール・インターネットにおける通信を監視する権能を政府機関に付与しており、その際に相当理由の
立証を課さなかった、 理的理由があれば捜査機関 よる捜索・押収の前の告知が遅れること 許容した、電信による会話の定義から電子的蓄積を除外し、電信による会話の蓄積・保管 傍受に該当しないこととして規制 緩やかものとした点等の事由によ
り
）（（（
（
、修正第四条・第五条など多くの人民の権利保護条項を蝕む危険性があり、修正第四条
で言えば、不合理 捜索 押収に対する保護に負の影響があるのではないかと う点が懸念された。
六〇
かかる二一世紀初頭、
K
yllo v. U
nited State
）（（（
（
s
において、プライヴァシーの合理的な期待を判断するに際して興味深
い論点が提起された。ここでは、家屋に侵入せずに捜査機関が家庭内の親密な出来事を陪審に提示することが出来るような手法 将来開発されるだろうという
O
lm
stead
事件におけるブランダイス判事の予見が実現しつつある点が看
取出来る。即ち、
K
yllo （被告人）
の家屋内で大麻が栽培されているのではないかという容疑の下、アメリカ合衆国内
務省の職員が、被告人の所有する三層式アパートの一部を走査するために赤外線探知カメラ・画像化装置
（熱感知写
像化装置。物質の発する赤外線を感知し、検査対象の温度分布情況 示すために、色調を変化させて画像化する。一九九〇年代初頭から、赤外線画像化装置や赤外線熱放射感知装置などを捜査機関が用いた事案に対して、連邦下級審が修正第四条に抵触するか否かを判断した裁判例が出ており、また、一九九四年のクリントン大統領の政策によって、衛星を手段とする遠隔感知技術の商業利用が促進されたこともあって、遠隔感知技術の使用の適否について連邦最高裁の判断が現れ であろうと予想されていた）
を使
用した。その使用時間は数分に過ぎず、公道に駐車されていた車両内で行われ 。そして 当該走査によっ 、車庫の屋根と家屋の一方の壁が、家屋の残りの部分に比べて相対的 熱く、また隣家等に比してかなり暖かい いうことが判明した。情報提供者 得た情報、電力 異常 高い消費量及びこの赤外線探知結果を根拠と 、連邦治安裁判所判事は、広範囲の室内大麻栽培を対象とする捜索令状を発付した。
本件で法執行機関が用いた赤外線探知は一般的に用いられている訳ではないが、薬物に対する国家の戦争に際して
長期に亘り、合衆国の法執行機関員に広く活用されてい 手段であった。本件以前に、警察及び検察は、赤外線監視は公共空間に解放された熱量に関するデータを集めているだけであるから、修正第四条が意味するところの捜索 は該当しないという見解を採用 ていた。しかし、被告人はこ ような見解に反対し、連邦地方裁判所の公判廷におい
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て証拠を排除せよと申し立てた。地方裁判所はこの申請を却下し、赤外線監視は侵襲的なものでなく、赤外線は家屋を貫通することも家の親密な詳細な部分迄明らかにすることも出来ないから、赤外線監視装置の使用は、修正第四条の捜索には該当しないと 見解を採っ 控訴審である第九巡回区裁判所は最終的には地裁の判断を肯認した。
K
atz
の判断を基礎に、赤外線監視は被告人の生活の親密な細部を明らかにするので なく 家から逃れ出た熱を測定しただけであるという理由で、被告人にはプライヴァシーの客観的期待がなかったと裁判官は考えた。また、被告人は、家から発せられる熱を積極的に隠そうとしていなかったということもあった。多数意見 、赤外線監視を、違法薬物の臭気を探索するために訓練された警察犬 使用、家の中で起こった行動を法執行機関が侵襲せずに外部から観察すること、及び舗道に捨てられたごみを警察が捜索することと比較した。
連邦最高裁は控訴審の見方には賛成せず、五対四の僅差ではあったが、
Scalia
判事の手になる多数意見は、捜査
機関が、物理的侵襲なくして嘗ては知ることが出来 かった家庭内 詳細な事柄を調査するため 、一般には用いられていない機具を用いる場合は、当該監視は捜索に該当し、令状が ければ不合理であると推定される旨述べた。Scalia
は、プライヴァシーの期待は家屋内で最も高くなるという点を肯定するところから分析を始め、家に引き籠
り、不合理な捜索・押収を受けない権利が修正第四条の中核 あり、 への捜索に対しては伝統 に令状が必要とされていて、例外は殆ど とする。次に、
Scalia
は、赤外線監視が提示する侵襲のレヴェルについて言及する。家屋
内で人が何を行っているのかを明らかにす 装置の使用が 該当するであろう点は、多数意見も反対意見も差はないが、反対意見は、壁から離れた観察と壁を通過 た監視との区別をしてお 壁から離れた放射についての合理的な観察は令状 なくとも合憲である
（公の領域において、つまり本件では家の壁の外部から、熱が放射されて来る点につい
六二
て、推論を引き出す手続は捜索と捉えるべきではない）
と捉える。これに対して、
Scalia
多数意見は、壁から離れた観察
と壁を通過した監視との区別というアプローチは採らず、反対意見は修正第四条の機械的解釈であると評し、これはK
atz
で既に否定されていると見る。そして、
K
atz
のアプローチを覆す とは、家の所有者を、家屋内のあらゆる人
間の行動を識別することが可能となる画像化技術などを内容とする、進歩する科学技術のなすが儘にさせるとし、肉眼で観察することと赤外線監視とが根本的に異なる点については、後者が捜査のための科学技術として広く一般に利用されているとは言えないという理由によって承認している。そして 第三に、最高裁は、赤外線監視は、家庭における親密な詳細な部分 明らかにするという訳で な という理由 合憲であ という検察側 主張を退け、家庭における「 」詳細な部分 いう考え方は曖昧で混乱を惹起す と論じた。
赤外線監視は、 既に一般公衆に晒された情報を収集するに過ぎない
（赤外線監視によって収集した情報に匹敵する情報は、
雨水や雪が蒸発す 度合いを確かめたり、捨てられたごみの中身を調べたりすることによって、宅地の外から観察することによっても取得出来る）
という理由で、プライヴァシーにおいて憲法上保護された利益を侵害することはないと反対意見は主
張した。反対意見は、警察官は、公の領域に発散される物の調査のために機具などを用いるなと要求されるべきではないと論じ、捜索を受けた場所にお て、現実 存在したのと同等の機能を科学技術が提供したかどうかという無令状の電子監視についての新しい基準を示唆・適用して、赤外線監視は傍受 は質的に異な ものでな
（傍受は現実
に存在したこと 同等の機能を持つが 赤外線監視装置は家から放射される熱の量だけを明らか するものであ から、
K
atz
の事
案になぞらえれば、電話ボックスから漏れる音量 明らかにする傍受機と同じという になる）
と主張した。また、反対意見
は、家から放出される高熱の中で、人がプライヴァシーの主 的期待 有す 考えにくく、仮 主観的期待があ
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るにせよ、当該期待が合理的であると認めるところ迄まだ社会は行っていないと主張した。これに対して、多数意見は、赤外線監視装置は家屋内の熱の度合いの変化を探知するものであり、熱の度合いの変化は、大麻の存在を示す以上に寧ろ、夜の何時に家屋内の女性がサウナに入ったなどという、多くの人間が親密な詳細な部分と考える事象 簡単に現してしまうと論じた。
そして、反対意見の提示する見解の中で、多数意見の示すルールは同種の科学技術が一般に公に用いられるに至る
場合には廃れるであ うという点は、かなり説得力を持つも とも言え
た
）（（（
（
が、最高裁が家屋に関する修正第四条によ
る保護を高めることを再度確認した
点
）（（（
（
、及び科学技術の力がプライヴァシーによって保護された領域を狭めることを
認めた点など 依然意義が るなど 評されてい
る
）（（（
（
。嘗ての「薬物に対する戦争」のための捜査の必要性ということ
への譲歩という観点を被疑者・被告人の弁護という観点から再考すべきであるという流れも合衆国において見られたと思われるが、一方で、二〇〇一年のアル・カーイダによる攻撃以降の監視強化に関する一連の立法によって、修正第四条の保護する価値が損なわれて行く ではな か 懸念も高まっていた。ここにおいて、自由の価値と秩序の維持のバランスを適切に衡量して行くことが求められていたと言えよう。
⑼
　
かかる衡量の帰結として、連邦最高裁は、監視の場所という観点に重点を置き、私的な場所における監視はプ
ライヴァシーの合理的期待 有する 、公共の場所ではこのような期待は存在しないと 判断を行って来たと言 得る。上で触れた
K
yllo v. U
nited Staes
は、監視が行われたのは個人の家屋の外部であったものの情報を捕捉する対象
は個人家屋内部の営みであった事案において、プライヴァシーの合理的期待を肯定して令状が必要 判示しが、
F
lorida v. R
iley
では、公共の見晴らしの良い場所から見える可能性があるものにはプライヴァシーの合理的期
六四
待がないと述べたのである
）（（（
（
。
このような私的空間と公共空間を区別するアプローチは、 位置追跡装置に関連する連邦最高裁判決にも現れていた。
即ち、
U
nited States v. K
ar
）（（（
（
o
においては、家屋内部の個人の動きを監視するのに用いられる追跡装置は正当なプライ
ヴァシーの利益を有する者の権利を侵害していると判示し、一方、
U
nited States v. K
nott
）（（（
（
s
においては、警察が追跡
装置を使って被告人の車の場所を監視した事案で、連邦最高裁は、原則的に、監視は公共の道路や高速道路上の自動車追跡迄許される
（公共の往来上の自動車で移動する個人には、当該移動についてはプライヴァシーの合理的期待は存在しない）
から、修正第四条は適用されない
（修正第四条の捜索・押収には該当しない）
と述べた。ここにおいても、連邦最高裁は、
修正第四条を個人の家屋など私的 場所における監視には適用す 一方で、公共の場所 おける監視には適用出来ないとしたのである。こ 点を捉えて、監視が余りにも熱心過ぎる場合には公共空間における監視にも危害は認められるものの、そう ない場合には、合衆国連邦最高裁はプライヴァシーを完全な秘密と同視しており プライヴァシー侵害は秘匿され データが他者 明らかに た 合 生じ、情報が従前は隠されていなかった 合には、当該情報の収集や拡散にはプライヴァシーの利益 含意 と理解す 見解もあ
）（（（
（
。
⑽
　
二一世紀に入って技術が一層高度になり、人々の行動を従前よりも詳細且つ広範囲に追跡出来るようになっ
た
）（（（
（
。ＧＰＳがその代表的な例になり、ビーパーのように法執行機関員が継続的に監視する必要はなく、遠方から正確
に監視・位置情報を記録できる度合いが大き という で違いはあ
る
）（（（
（
が、⑼と同様のアプローチは、ＧＰＳにおけ
る位置情報取得の場合にも見られ 。例えば、公道における移動を監視するためにＧＰＳ追跡装置 用 場合には、人は、他者に見られる状態にしている場合には、プライ 正当な期待は有しないという考え方が適用さ
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れると捉えるのは自然な考え方であろ
う
）（（（
（
。尤も、近時の連邦最高裁判決
（
U
nited States v. Jone
）（（（
（
s ）
は、
K
atz
における
H
arlan
判事の基準をその儘の形で用いることはなく、再考し、物理的侵襲というファクターを重視する判断を示し
た。
Jones
判決については、当該事案に限定された射程に限らず、期間が延長された捜査機関による監視という事案
を含む修正第四条の一般的事例にも潜在的な影響を及ぼし得るものか、また、同意意見を含めて、科学技術に関連する事案に及ぼし得るインパクトがどの程度あるかなどについて、注目が寄せられてい
る
）（（（
（
。本件では、被告人
（
Jones ）
が薬物取引組織の一員であるとの容疑を抱いた警察等は、被告人の車の底にＧＰＳによる追跡装置 取り付け、被告人の行動を二八日間に亘って監視した
（警察等は、コロンビア地区において、ＧＰＳ追跡装置で一〇日間監視するという
令状は取得していたが、本件追跡は、地区外で一一日目 ＧＰＳ追跡装置を設置し から二八日間当該期間を徒過したものであった）
。検察は被告人の隠れ家迄の動きを証拠として薬物
（コカイン）
取引・保有の共謀罪で立件し、被告人は無令状捜
索によって得られた情報は排除すべきであると主張したが、第一審で被告人は有罪
（公道で自動車を運転している人が
ある場所から別の場所に移動す に際して、プライヴァシー 合理的期待は いとされた）
・生命刑を宣告された。これに対し
て巡回控訴審は当該証拠は修正第四条の下で違法に収集され 証拠であるとして第一審を覆し 連邦最高裁はこれを支持した。
Scalia
判事の手になる多数意見は、情報収集の意図と結び付いた、憲法で保護された領域への物理的侵襲
は修正第四条違反を構成し得る
（警察が、追跡目的でＧＰＳを取り付けたことによる物理的侵襲は、捜索に該当する）
と述べ
た。一九六七年の
K
atz
判決は、修正第四条の焦点を財産からプライヴァシーに変更した画期的判決であると考えら
れているが、多数意見は、修正第四条が保護してい とされる伝統的領域には手を付けてい いと論じ
た
）（（（
（
。多数意見
は、
K
atz
の判示はコモンローの侵襲アプローチに取って代わったものではなく、侵襲アプローチを補完したもので
六六
あると捉えた上で、一方、侵襲アプローチも排他的基準ではなく、これのみで憲法違反を認定出来る訳ではないと考えて、侵襲なしに、電子的追跡を行ったような場合については、
K
atz
の分析に依拠すると判断している
（即ち、被告
人は、
K
atz
判決の下における合理的期待の侵害、及び
Jones
判決の下での不法侵入の形態での捜査機関による侵害の二つの理論的
根拠に基づい 捜査活動に異議を唱えることが出来ると言え
）（（（
） （（（（
（
よう）
。警察が被告人の財産である自動車という動産・所有物
に侵襲を行ったために、最高裁は憲法が定めるところの捜索が発生したと判示しなければならなかったとも考えられているが、一方、多数意見の基準は 捜査機関が監視を遂行するために物理的に機具を装着する必要がない場合には、殆ど指針となっていないとも評されている。
この点、修正第四条に関する、より包括的な解釈を行っているのが、同意意見である。まず、
A
lito
判事の手にな
る同意意見
（結論は多数意見と同じだが、理由付けが異な ）
は、
K
atz
判決のプライヴァシーについての定式を適用し、
長期に亘る監視は、被告人のプライヴァシーの合理的期待に違背してプライヴァシーの侵襲を構成するが、短期間の監視は構成しないと述べ、両者 区別は将来の判例に委ね 。また、
Sotom
ayor
判事による同意意見
（判決結果及び
多数意見の理由付けに賛成する）
は、侵襲アプローチとプライヴァシーを基本としたアプローチの双方が用いられるべ
きであるとして最も手厚 保護を与えた。そして、三つの意見共 本件 おける捜査機関の 為は捜索であるとの結論を下したが、一方、いずれも将来のＧＰＳによる追跡事例で警察が令状を得る必要があると明示的に 要求しなかったし、ＧＰＳ装置を取り付けて対象 動きを監視するために要求 る嫌疑の程度
（相当理由か、合理的嫌疑か、
或いはそれより低い基準か）
についても明確な指摘を行ってはいな
い
）（（（
（
。従って、この点は将来の裁判例の展開に委ねら
れることになる
）（（（
（
。
六七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
多くの論者は、
Jones
事件において連邦最高裁は、
K
atz
事件におけるプライヴァシーの合理的期待という公式を適
用するであろうと予測していたが、上記の通り、連邦最高裁は異なるアプローチを採用した。そのため、多数意見の財産を基底としたアプローチについては、 条文解釈・沿革的な裏付け等があるか、 自動車が動産であるとして、 例えば、P
C
とかｅ
─メールといったその他の財産は多数意見のアプローチによって捕捉することが可能かといった疑問や、既
に触れた点と重な が、本判決は他の捜査分野に対して如何なる影響があるか、
A
lito
判事や
Sotom
ayor
判事の手に
なる同意意見をどの程度重視すべきかといった論点が提起されてい 。
この点、多数意見は電子的追跡の場合などに
K
atz
のアプローチに拠るべきであると考えているから、既に触れた
ように、プライヴァシーを基底とするアプローチを否定している訳ではな であろ
う
）（（（
（
。そうなると、多数意見に加え
て、同意意見の内容をどの程度迄組み込んで
Jones
の判示を理解すべきかという点がポイントとなって来ると言えよ
う
）（（（
（
。そして、もともと 修正第四条の保障する権利の内容は、プライヴァシー権のみなのか、財産権とプライヴァ
シー権両方なのかについて、
K
atz
判決以降も法廷意見・反対意見の間で見解が分かれてい
た
）（（（
（
。即ち、 「プライヴァ
シーの合理的期待」の中に財産権 組み込んで、プライヴァシ 権の範囲を限定する概念として財産権を用いて修正第四条の権利性を狭める 、財産権とプライヴァシー権を並列的に、いずれも権利として修正第四条において保障されるものとして位置付け、修正第四条の保障範囲を広げるかの対立である。
Jones
の法廷意見の解釈については、我
が国においても、本判決は、プライヴァシーや進化する情報収集手段に対す 修正第四条の適用について従来の立場を変更していないようにも思われるとする見解がある
が
）（（（
（
、他方、法廷意見は、修正第四条を、制定時の憲法起草者達
の意思や歴史的経緯を尊重して解釈しようとするも であり、
O
lm
stead
判決に回帰しようとしているようにも見え
六八
る
）（（（
（
などとも論じられていて、上記のような従前の議論との関係については検討が必要であ
る
）（（（
（
。しかし、ともかくも、
K
atz
事件で定立された考え方・基準というものが二一世紀の現時点において変容を見せているのか否
か
）（（（
（
、仮にいる
とすればどのような形でかという点について考察に迫られていると言えよ
う
）（（（
（
。この点、ビッグデータの時代におい
て、ⅰ
 半世紀前に確立した第一世代の「一人にしておいて貰う権利」 「私生活の保障への権利」としてのプライヴァ
シー権論については、常時オンラインに接続された個人はグローバルな聴衆に向けて情報を発信することが可能にもなり、一人にしておいて貰うことは出来なくなっていて通用力を失いつつあり、また、ⅱ
 四半世紀前に拡がりを見
せた第二世代の「自己情報コントロール権」 してのプライヴァシー権論に ても、大量のデータが世界の至る所で収集・分析・利用され いる情報化社会において、自らのデータを満足にコントロールすること等到底出来ない（例えば、データベース化された情報について、個人が真正な同意が行えていない以上、そもそも自己情報をコントロールなど出来ない）
ため、勢いを失いつつあるとも評されてい
る
）（（（
（
。そして、ここから、近年、プライヴァシー権の財産的構成論の
再生が注目されていると指摘されてい
る
）（（（
（
。これは、情報プライヴァシーが、個人情報の排他的支配可能性の論拠付け
に成功して ないと評されることもあって、個人 に財産権的性格ありと捉えることによって上記の弱点を克服しつつ
（情報主体が自己情報の販売権を持つことになり、主体は自己情報の値打ちを予測しながら、プライヴァシー選好に応じてそ
の価格を自分で事前に決定出来、事後も市場の動きを見ながら価格を自由に変動させることが出来るようになる）
、経験的分析を
も可能にする点を狙いとするものであ
る
）（（（
（
。財産権的構成論には、人間の尊厳を反映している筈の個人情報を商品化す
ることに対する直観的な異論がまずは提起されてお
り
）（（（
（
、この点が個人の尊厳
（自由）
という価値を重視している筈の
修正第四条を巡る議論と充分に噛み合うかは慎重な考慮が必要と言えようが
）（（（
（
、既に述べているように、主として九・
六九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
一一アメリカ合衆国テロ事件を契機にプライヴァシーに拮抗する概念としてセキュリティがクローズアップされており、プライヴァシー侵害を客観的に算定しようとする財産権論は、セキュリティとの衡量を相対的には容易にするようにも映るから、かかる観点からも検討を深めて行く意味はあり得るように思われる。
第二款
　
有人機に関わる裁判例の概観
一
　
⑴
　
第一款
で簡単に触れた裁判例の流れの中で、無人機に関して修正第四条はいかなる形で適用されるのか。本
款では、この点を検討するために 有人機・無人機の発動に関連する裁判例について、
第一款
でよりもやや掘り下げ
て検討してみたい。
⑵
　
既に触れたように、
K
atz
において連邦最高裁は、
O
lm
stead
の物理的侵襲理論を再検討し、修正第四条は場所
を保護するのではなく人を保護するのだと説き、①被告人がプライヴァシーの主観的期待を示し いたこと、②社会が当該期待を合理的と認識していたことを、修正第四条によ 保護が妥当かどうかの判断基準とした。この基準は、侵襲の方法にウェイトを置くのではなくて個人のプライヴァシーの観点から捜索の結果 注目するものであり、物理的でない侵襲に対して防禦することを可能とするも で後続の裁判例も科学技術 進展 対 、 本的
K
atz
の
基準を受け容れ
た
）（（（
（
。尤も、連邦最高裁は、プライヴァシーの主観的期待という第一の基準については、実質的には軽
視して来たとも評される。既に触れた
Sm
ith v. M
aryland
のロジックによれば、第三者が個人の裏庭や宅地を適法に
観察した場合は、対象者は 執行機関によ 侵襲的観察のリスクを引き受けることになる以上、当該裏庭・宅地における当該個人のプライヴァシー する期待は相当ではな い ことになる かという点について言えば、航空技
七〇
術が発達し、人々によるアクセスが容易になることに照らせば、相当でないということにもなる。ともあれ、かかる点を含めて、
K
atz
の基準などを、航空機に関連する裁判例がどのように当て嵌めて来たかについて深掘りする意義
は認められよう。
⑶
　
現時点
（二〇一四年初頭）
では、連邦最高裁は、国内における監視に際しての無人機使用の事例については、正
面から取り組んではいないため、無人機についての連邦最高裁判例は出ていない。そこ 、以下では、まず、無人機による監視と類似するところが極 て多いと思われる、有人機 よ 監視 関する裁判例を検討し、次にそれらに現れている修正第四条を巡 判例法理が無人機においても適用されるのかについて検討してみたい
（
第三款
）。有人機に
よる空からの監視については、
C
iraolo
事件・
D
ow
 C
hem
ical C
o. 事件・
R
iley
事件についての最高裁判決が、リーディ
ング・ケースと言え、これらについて、以下、検討を行う。二
　
C
iraolo
判決と
R
iley
判決
⑴
　
K
atz
判決及び
Sm
ith
判決以降、連邦最高裁は、
O
liver v. U
nited State
）（（（
（
s
において、法執行機関の捜索に関する
広範な権能を拡張した。 ここにおいて、 連邦最高裁は、
open fields
法理を再び主張し、 「入るべからず」 と注意書きのあっ
た他人の土地に侵入した警察官を修正第四条の捜索令状要件に違背してはいないと判断し、家を直接囲んでいる場所を除いて、戸外の土地においてなされた行動に対して正当にプライヴァシーを求め ことは出来ない旨判示し
た
）（（（
（
。そ
して、
U
nited States v. D
un
）（（（
（
n
において、 議論の対象となった宅地に修正第四条の保護を付与するか否かを判断するファ
クターとして、①宅地とされている地域の近さ、②当該地域が家の構内であるかどうか、③当該地域 使用の性質、④通行者から見られることに対し 、当該地域を守るため 居住者が採っている手段の四つを提示した。
七一
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
かかる点から、連邦最高裁は、
K
atz
のプライヴァシーの主観的期待というファクターから、新しい科学技術が、
社会通念上の合理性の観点から個人のプライヴァシーの期待を侵害しているかどうかという問題に焦点を移したとも指摘される。そ 場合、上空の無人機による捜索に関して、修正第四条のプライヴァシーに関する社会的期待はどのように解 のであろうか。こ 点、
C
alifornia v. C
iraol
）（（（
（
o
と
F
lorida v. R
ile
）（（（
（
y
は、有人機が上空から正確な測定・
分析を開始した主要な事例で、共に警察が令状なしに故意 狙いを付けたにもかかわらず、有人機 よって宅地を観察することを認め 事例である。警察が無人機によって上空から観察した事例ではないが、 有人機と無人機の共通点・相違点を勘案しつつ、参照することに問題はないものと思われる。
⑵
　
C
iraolo
事
件
）（（（
（
においては、警察がある住居に狙いを付けた時に、当該住居を空から調査・捜索することは可能
であるとされた。本件では、匿名情報に基づいて、一〇〇〇フィートの高さから固定翼の飛行機が、無令状で被疑者の裏庭の大麻を観 した
（法執行機関員は上空から大麻草を観察し、当該観察に基づいて、事後の構内に対する物理的な捜索の
ため 令状を入手することが出来た）
が、裁判所は、民間航空便が公共の航空路を飛ぶことが通常になっている時代にお
いては、 被告人が自己の大麻草が観察されない点が憲法上保護されて ると期待す ことは合理的でない旨判示 た。キャリフォーニア州最高裁は、警察が狙いを付けた観察は、家屋の神聖さに対する直接的で許可されていない侵襲であり、プライヴァシーに対する被告人の期待を侵犯すると認定したが、連邦最高裁は、逆 、被告人 は何等 プライヴァシーに対する合理的な期待はない 認定し 。被告人の期待は、
K
atz
の第二の基準である社会が合理的と考
えるプライヴァシーという客観的基準に適合していなかったということも って 最高裁は
K
atz
の第一の主観的基
準について特段、重点は置かなかった。最高裁は、警察官が適法で航行可能 空域にいる限り 、そこ い 権利が
七二
あり、対象植物が宅地・囲繞地内にある場合であっても、警察官は、通常の操縦士のように航空路を通過する際に目を隠す必要はない旨を述べ、本件において、航行可能な空から が監視した行為は─一般の誰でも被告人の家屋の上空 航空機で飛び、警察官は目に入ったものを見ることが出来たのであるから─合理的であり、社会が尊重すべきものである
（裏庭の大麻草は明確に見ることが出来、上空の航行に晒されている）
と論じた。
これに対しては
P
ow
ell 判事の手になる反対意見があった。それは
K
atz
において進展した基準から外れ、
K
atz
の
H
arlan
同意意見が批判した警告を無視するものであったとも評されるけれども、当該警察による監視目的での飛行
と、それ以外の、大部分の者が用いる通常の航空活動とを質的に異なるものであるとして区別した上で、大要、 「一般人は旅行・業務等で空を使用 るが、邸内の庭で発生した行動を観察す 目的では使用しない。本件 は、警察は、無令状で地表に侵入することを憲法上禁じられている私有地 おいて、 犯罪証拠を発見する目的 低空で飛行したが本件のような宅地への、警察による無令状の侵入のリスクを負わせることを個人に強制する準備が我が社会にあると確信することは容易でない」旨述べた。更に、反対意見は 宅地・囲繞地理
論
）（（（
（
が本件では充分に分析されておらず、
本件監視は宅地内で発見され得る私事の詳細に相当程度影響を与え得る旨、批判を加えた。
⑶
　
C
iraolo
判決の三年後、連邦最高裁は、同様の上空からの観察─今回はヘリコプターによるものであったが─
に関する事案を判断する機会に遭遇した。即ち、
F
lorida v. R
ile
）（（（
（
y
において、連邦最高裁相対多数意見
（
plurality ）
は、
C
iraolo
判決が先例として適用されるとした上で、航行可能な航路において四〇〇フィートの高さからヘリコプター
で家屋の周りを二回旋回していた捜査官の行為は、修正第四条の保護の下 の捜索に該当しない 述べ
C
iraolo
判
決同様に州最高裁の判断を覆 た。
七三
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
C
iraolo
同様、警察は、被告人が宅地で大麻草を栽培している点について密告を受けたが、本件では、警察が被告
人の邸宅の上空を飛んでいた時に屋根の窓ガラスが欠けていたために、温室の中の大麻を見ることが出来た。被告人は「入るべからず」との掲示をして、周囲に鉄条網で囲いをしてい 。この点、相対多数意見は、被告人は主観的な期待 有していたにせよ、当該期待は
K
atz
判決の第二の基準をクリアしないと認定し、当該期待は合理的なもので
なく、社会が尊重する準備のあるもので ないと判示し
た
）（（（
（
。警察は市民と同様に公の航路を移動していたが、相対多
数意見は 被告人のカウンティにおけるヘリコプターによる航空が現実に規則自体に則ったも であったか否か迄は斟酌していなかった。 かし、相対多数意見は、ヘリコプター・飛行機 、連邦航空局が違法と考える高度で飛んだ場合は、結果が異なるものになっ であろうとコメントし 当該ヘリコプターは適法な航路 いたのであり、ヘリコプター・飛行機から隣接地・囲繞地を調査するこ が常に修正第四条の基準に合格するという訳ではないと述べた。相対多数意見 ヘリコプターが適法に飛ん いた事実に重きを置 ており、無令状での飛行機による捜索 適法性を判断するファクターとして、①不当な騒音がない、侵害の恐れ等がないこと、②ヘリコプターが被告人 よる温室や宅地の他の部分の通常の使用を侵害しておらず、家屋や隣接地・囲繞地について 私事の細部に亘る部分が観察されていないことを掲げている。
一方、
Sandra D
ay O
’C
onnor
の同意意見
（州最高裁の判断を破棄する結論に同調）
は、航行の適法性について相対多
数意見が強調して た点 弱め、
C
iraolo
判決の真の意図に焦点を当てたとも評されてい
る
）（（（
（
。
O
’C
onnor
判事は、修正
第四条に関して航空の適法性 判断するための航空安全規制の設計 連邦航空局は行って かったと指摘し、警察による無制約な航行と、修正第四条によって保護された、物理的にも心理的にも家と密接 連関 た領域
（そこにお
七四
いては、プライヴァシーの期待が最も高まる）
における個人のプライヴァシーとの間の中間地点を見出そうとし
た
）（（（
（
。更に
 
O
’C
onnor
判事は、航行の規制の適法性を相対多数意見が強調していたことに反対し、ヘリコプターは如何なる高度
でも安全に飛行出来るのであるから、社会は、警察による空からの捜索の一定のものを合理的と積極的に認めることは出来ない
（即ち、ヘリコプターが、実質的に如何なる高度・角度においても、連邦航空局の規制を侵犯することなく隣接地・
囲繞地を観察することが出来たからと言って、個人はかかる観察に対してプライヴァシーの合理的期待を有さないということにはならない）
 旨コメントした。また、地表レベルで 観察・監視を防ぐための効果的な予防措置を取ったからと言って、
そこで楽しむことを完全に諦めることなしに、戸外の中庭などに対する空中からの検証を全て遮ることは出来な とも付言したのである。
また、四名の判事による反対意見
（
B
rennan
判事の手になる［二名の判事が同調］反対意見と
B
lackm
un
判事の手になる反
対意見とがある）
は、
O
’C
onnor
の同意意見の内容を繰り返し、連邦航空局の安全規則をヘリコプターが厳守していた
ことを相対多数意見が重視 ていた点に同意せずに更に見解を進めた。反対意見は、ヘリコプター 騒音・風などの基準
（プライヴァシーの侵襲を分析する際の基準として相対多数意見で用いられた）
に異議を唱え、科学技術が発達する将来
には、低空であっても騒音等々は生じな であろうと考えた。また、相対多数意見が言及す ところの細 な私事は、庭では認められない
（被告人が裏庭の温室で妻を抱いているのを警察が観察したとしても、被告人のプライヴァシーの合理的期
待が侵害されたということになるかは疑わしい）
とも述べた。更に、反対意見は、憲法が被告人の大麻草園を捜査機関に
よる監視から保護しない すれば、立入禁止の屋外の中庭において法を遵守している市民の行動を捜査機関が空から見張ることを憲法がどのよ に禁じるかを確かめることも困難 なるという理由で、プライヴァシーに対す 市民の
七五
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
合理的期待に焦点を当てた。かかる点からは、反対意見と
O
’C
onnor
の同意意見との実際の違いは、ヘリコプターの
規則を遵守した運行につい 実証にウェイトを置くかどうか いう点と被告人の当該論点に関する挙証責任であるとも解され得るところであろう
）（（（
（
。
⑷
　
以上のように、
C
iraolo
判決及び
R
iley
判決は、個人の家屋自体が航行の目的なのか、目的地の途上で当該家
屋が目に入ったのかは もかく、当該個人の家屋の上空を有人機が飛行することを認めている。公道におけると同様に、上空を飛行する法執行機関員は 彼が存在する権利のある場所
（連邦航空局の安全規格範疇内─国家領空内に存在する）
の周りにある物から目を逸らすことは出来ない 、この点、無人機は国家領空内を通過するところ、
C
iraolo
判決及
び
R
iley
判決は有人機による航空を対象としていたのみであったため、無人機が国家領空内で目を逸らさなければな
らないかどうかが、別途問題となる。例えば、無人機に関する科学技術が発達していれば、無人機の操縦に際しては地上からの視覚的な指示 なくとも機体を安全に運航することが可能となり、従って目標を偵察するに当たっ も視覚に訴えるセンサーの必要性が低 なる
（その分、センサーによる目標に対する侵襲性が高くなるとも言い得る）
。この点の
評価も問題になるであろ
）（（（
（
。
かかる、無人機の航行がプライヴァシーの問題にどのように関わるかという点について、
R
iley
判決における
 
O
’C
onnor
同意意見が一定の判断材料を提供しているという見解も存す
る
）（（（
（
。即ち、同意意見は、有人機は高度・角度
にかかわらず、連邦航空局の規制を侵犯せずに安全に 出来るから 言って、個人 そ 宅地においてプライヴァシーの合理的期待がないということにはならないと述べていて、そ 点で
R
iley
における反対意見と一致しており、
ＧＰＳのような科学技術によって地表からの視覚による監視 行わずに国家領空内を飛 することが出来る無人機に
七六
よる監視に対して
（視覚による合図が無人機の航行に要求されるのであれば、家屋や庭地を観察することは現在の修正第四条の
裁判例の範囲内で許容されるであろうとする）
、修正第四条に基づく保護を付与するもののように思えると捉えるのであ
る。一方、
R
iley
の相対多数意見は、ヘリコプラーが騒音や風、埃を発しなかったという新しい衡量要素を提示して
いるが、これがプライヴァシーとどのよ に関連するのかは怪しく、いずれにせよ無人機においては、五フィート上空でも探知出来る騒音や風など生じないから、これらは重視すべきではな とも評されている。三
　
D
ow
 C
hem
ical 判決と
K
yllo
判決
⑴
　
はじめに
や本章冒頭で触れたように無人機の主要な特性は、高性能のヴィデオ監視や写真撮影能力であり、ま
た、視覚による帯域を超えたセンサー機能である。こ 点は
二
でも若干言及したが、以下の裁判例が、写真による監
視、ヴィデオ 監視、開発・向上が進展してい 視覚に らないセンサー技術が無人機にどのように適用され得るかの手掛かりになる。まず
D
ow
 C
hem
ical C
o. v. U
nited States
は、有人機による上空からの写真撮影による、商
業地の観察と個人私有の宅地の観察との重要な差異を識別した
）（（（
（
。 プライヴァシーは後者の宅地の観察において高まり、
一般には用いられることが い写真撮影技術に対して、司法によ 精密な調査が行われることになる。また、
U
nited 
v. T
orres （第七巡回区控訴審判決であるが、他の殆どの巡回区がこれに従っている）
は、無令状のヴィデオ監視を認めなかっ
たので、これも紹介する。次に、
第一款でも触れたが、
K
yllo v. U
nited States
は、家屋における親密な詳細情報を突
き止めるために法執行機関が赤外線画像化装置を使用す ことを禁じた。これら裁判例を踏まえると、裁判所 、無人機に関して、侵襲的な観察技術を用いて個人の住宅に狙いを付けて観察する とや、航行 安全性にもかかわらず科学技術を一般的 はない形で公然と用いることは許さないことになるようにも思わ る
）（（（
（
。
七七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
⑵
　
D
ow
 C
hem
ical C
o. v. U
nited State
）（（（
（
s
において、連邦最高裁は、各意見接戦となったものの、捜査機関による、
飛行機からの写真撮影の論点に取り組んだ。問題となった対象は、二〇〇〇エーカーの広さを持つ化学工場施設
（覆
い屋根のついた多くの建造物から成っていたが、建物の間の地点は上空から観察可能であった）
であり、個人の家屋ではなかっ
た。環境保護局
（
E
nvironm
ental P
rotection A
gency : E
P
A
）
は、二基の発電装置の現地調査を
D
ow
 C
hem
ical の同意を
得て行ったが、二回目の調査は断られたため、商業用の航空写真家を雇用し、一 フィート・三〇〇〇フィート・一二〇〇フィートの高さから、 航空写真用の標準型精密カメラで工場の写真を撮らせたところ、
D
ow
 C
hem
ical は、
かかる行為を修正第四条違反である等と主張した。ここにおいて、最高裁は
open fields
法理をまず適用
し
）（（（
（
、カメラ
の到達範囲に近接した公空を適法に航空している飛行機の搭乗者が当該施設を調査・観察することが出来ることを理由に、一般的に捜索 許可した。また、最高裁 、当該施設を修正第四条によって保護された施設とは考えなかった。最高裁は 当該施設 地域は、プライヴァシーの期待が最も高まる個人の家屋に直接隣接している地域ではない いう点が重要であるということ 強調
）（（（
（
。更に、憲法上の関心を惹起する親密な情報はなかったとされた。
分離
（一部賛成・一部反対）
意見において、
P
ow
ell 判事は、修正第四条は、捜査機関による恣意的な監視から民間人
を保護するものであると述べ、
K
atz
の基準は、科学技術が年々発展するのに伴って、プライヴァシーの権利を保護
すると強調した。
P
ow
ell 判事の見解によれば、最高裁は、
K
atz
が反駁しているように思えた理論である、物理的侵
入分析を基底に置いているため
K
atz
の基準の核心を無視しているということになった。そして、
D
ow
 C
hem
ical は、
部外者によ 監視から工場施設を保護するための措置を講じており、上空から 撮影の危険にも留意し いたのであるから、そのプライヴァシーの保護についての期待は合理的なものと言えたと論じた。
七八
D
ow
判決における写真撮影の問題に関しては、連邦最高裁は、法執行機関がカメラを用いる点については、静止
したカメラによる一般的に知られている使用形態であったところから認めた。但し、高度の科学技術に基づく監視カメラについては、衛星装置のような、一般の人々では普通使えないような高度の監視装置を用いて個人の資産を監視することは、無令状であれば憲法が禁じるであろうとした。
D
ow
判決における多数意見は、人間の視力・視野が強化されただけでは憲法上の問題を惹起しないが、これでは
より小さな物は判別出来ないし、より重大なプライヴァシーについての関心を示唆するような方法で人間の顔の身元を確認することは出来ない旨述べており、最高裁は、プライヴァシーの期待が最高度に達する個人の宅地内 監視する際の無人機の強化された写真撮影能力については、必要に応じて精査することは確かであろうとも評されている。
⑶
　
そして、科学技術の発達によって、侵襲的な捜索が非常に広域に亘って告知なしに、且つ継続的に われるた
め、人間の尊厳に尋常ならざる脅威を与え得る結果になっている。これについては立法者も留意しており、連邦法では一九六八年総合的犯罪防止及び街路の安全に関する法律 どが典型例となるが、当該捜索を統制するために 様々な立法が制定されて来た。過度に侵襲的な捜索は修正第四条とは不整合である可能性が高いため、当該捜索 当たっては高度のチェックが求められ、また、法執行機関員は令状取得のための厳格な基準を遵守する必要が る旨、法におい 明定されている。
また、 一九六八年総合的犯罪防止及び街路の安全に関する法律は口頭及び電信による意思疎通を対象としているが、
裁判例の多くは、ヴィデオによる監視技術も一九六八年総合的犯罪防止及び街路の安全に関す 法律の規制の対象となる高度の捜索と捉えるようになっている。その重要な例として、
U
nited States v. T
orre
）（（（
（
s
が掲げられることもある。
七九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
非音声のヴィデオが問題となった事例で、第七巡回区控訴審の
P
osner
判事
（多数意見）
及び
C
udahy
判事
（多数意見
に結論同意）
は、テレビによる監視は、ワイヤータッピング
（対象者の家屋等の電話に接続する地下の電話線等に傍受装置を
設置する） ・バッギング（小型マイクロフォン等による会話傍受）
といった音声を対象とする監視と、無差別に侵襲する性
質において同等であると述べ、一九六八年総合的犯罪防止及び街路の安全に関する法律の下にヴィデォ監視を組み込んで修正第四条の法理を適用し
（ヴィデオ監視令状は修正第四条の要件を満たす必要がある）
、修正第四条は修正第一四条
を通じて州 適用されて来た で、犯罪捜査においてテレビ監視を用いることを望む州や地方の法執行機関員は、今日連邦法執行機関員に課されるのと同様の制約に服することになろうと判示した。
T
orres
判決以降、少なくとも六つの異なる裁判所が修正第四条に関するかかる解釈を受け容れた
（例えば、薬物
取引の前に、警察が令状を入手せずに被告人のホテルの部屋にカメラを設置し、その後公判におけ 証拠とするために当該カメラによってヴィデオ撮影しようと考えたという事案において、第九巡回区控訴審［
U
nited States v. N
erber, 222F
. 3d597 （
9th C
ir. 
2000 ）. ］は、ホテルの部屋に一人でいる時に秘かにヴィデオ監視されないと被告人が期待することは客観的に見て合理的であると
して、当該ヴィデオ監視を違憲と判断しており、
T
orres
判決と同様の見解と言い得る）
こともあって、一九六八年総合的犯罪
防止及び街路の安全に関する法律の要件に照らして、少なくとも ィデオ監視については憲法上の保護を受けるようになったとも評されるところである。この点、無人機 ついては、そこに搭載されたヴィデオカメラが憲法上の監視についての検討対象とな か、カメラに頼っている航行の安全 要求が勝るかが問題となり、その判断に際しては、将来の無人機 航行技術も重要な考慮要因となると評されている。
⑷
　
そして、既に触れた
K
yllo v. U
nited States
が、肉眼によらない監視機能の限界について示唆を与える重要な
八〇
裁判例であると言えよう。連邦最高裁は、赤外線画像化機・センサー増幅装置を警察が無令状で使用した点を、それによって個人の家屋からの熱の放射によって親密な情報が明らかになってしまうことを理由に違憲とした。
R
iley
及
び
C
iraolo
同様、当該監視は裸眼で家屋を監視する以上のものであり、個人の家屋に隣接する地域においてプライヴァ
シーの期待は非常に高ま いう
D
ow
の判示を連邦最高裁は再度強調した。そして、連邦最高裁は、科学技術の発
達は市民 プライヴァシー 期待の程度に正に影響するという点をも認め、従前は物理的に侵入しなければ知ることが出来なかった家庭の詳細を調査するために一般的に人々が使用する形態でない機器を捜査機関が用いる場合は、当該監視は捜索に該当して令状がなければ合理的でないと推定されるという で、現実の家屋の構造体に関 て監視が許される明確な境界を明らかにしようとしたとも言え 但し、 「一般的に人々に使用されているか否か」 いう点は解釈の幅 大きいと共に、当該科学技術を一般 人々が利用し易いのであれば、当該科学技術の利用に際しては憲法上の保護を受けることが出来ないという可能性があるため、課題を残したのであ
る
）（（（
（
。尤も、この科学技術を一般
的に人々が使用するという論点について、
K
yllo
の判示は、修正第四条が採択された時点における政府官憲に対して
守られるべきプライヴァシーの程度を保持することは請 合う
Scalia
判事が仄めかしていた点からは、修正第四条
採択時と同様に家屋 内側 守ろ とする侵襲理論 抵触する限りは、一般的に いられようが用いられまいが、最低限現実の家屋 ついて、法執行機関がセンサー増幅装置を用い こと 許されないと推測されることになるように思われる
）（（（
（
。
他方、
Stevens
判事の反対意見は、壁を通過する科学技術と、壁から離れた監視から得られた情報とを区分するこ
とによって、警察に無令状の捜索技術を認め 方向に傾くものと言えた。反対意見は、家屋内 親密な事実を観察す
八一
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
るものではないため、赤外線による監視技術を家屋外部を単純に監視する手段と考えており、その明白な線引きを憲法の原意 解釈の観点から行った。家屋の外部からの観察に基づく推論は家屋内の実際の活動を侵害しない限り許容されるとして、
Stevens
判事は、多数意見の形成した新たなルールについて、少なくとも問題となっている科学技術
が一般の人々の用に供されていないような場合に、知覚機能を増幅する科学技術によって、憲法により保護された領域に対して物理的侵襲を伴わ ければ取得出来ないような家屋の内部に関する情報を取得するこ を射程に入れたものとして捉えた。一般的に人々が使用して るか否かとい 点がルールになるならば、 既に触れたように、 一般の人々が当該技術を利用出来 ならば、警察も同様に無令状で当該技術を使用出来るという方向に傾くことになる。反対意見 指摘する通り、多数意見 捉え方によれば、当該科学技術が一般の人々にとって使用可能であるならば、修正第四条の保護は直ち 失われてしまうというようにも映
る
）（（（
（
。この点を反対意見は懸念して、憲法と未来の科学技術と
の対立を緩和しようとし、憲法による制約が熟してい にもかかわらずそれによって問題の統制 試みるよりも、立法によって直截的に取り組む方が賢明である 考えたと 言える。ただ、一方、多数意見の方も、修正第四条の原意を強調したことによって、一般の人々が用いる科学技術 ついても、将来の裁判所の判断に指針を与えている。多数意見からは、個人の家屋において法執行機関が監視す 私的な事実を守 ことが重視さ 、従 、個人の家屋における私的事実である限り、令状がない以上、 執行機関の科学技術
（無人機を含む）
から確かに保護されるという結
論を導くことが可能とも言えたのである
）（（（
（
。
四
　
小
　　　
括
⑴
　
以上、無人機による観察について指針となり得る連邦最高裁判例を眺めて来た。
八二
C
iraolo
判決・
R
iley
判決・
D
ow
 C
hem
ical 判決いずれによっても、監視されている場所が、一般の人々が眺めるこ
との出来る場所である以上、争点となっている上空飛行は、修正第四条で禁じられている捜索に該当しないという点は認められていると言
え
）（（（
） （（（（
（
よう。但し、
D
ow
 C
hem
ical 判決において述べられたように、人々が一般に使用していない
精密な技術が用いられた場合は、憲法違反の可能性が生じるというファクターが介在するため、
fly-over
法理が論理
的に徹底出来る訳ではな
い
）（（（
（
。この点、一九八〇年代という
C
iraolo
判決の時代には、今日のような、個人の私的活動
を観察出来るような無人機における科学技術の発達が予見し得なかった点をどう見るかということにも関わろうが、ことによると
C
iraolo
判決が上記を予見し得なかったとしても、裁判所が無人機による監視も修正第四条の捜索に該
当しないと認定する可能性も考えられ
る
）（（（
（
。しかし、無人機の場合、
第一章第一節
などでも触れたように、機内は無人
であるもの
の
）（（（
（
、集積されたデータはオペレータに直ちに転送され、オペレータはリアルタイムで情報を確認すること
が出来る点でプライヴァシーの侵襲は存在し得るとも言え また、多くの場合に赤外線画像化装置やＧＰＳ監視装置などを内蔵しており、高度にセンシティヴな個人情報を大量に収集する能力も著 く進歩して ると評す こ が可能であるから、
C
iraolo ・
R
iley ・
D
ow
 C
hem
ical らの判決が出された時と技術面で情況が異なっていて、上記三判決
とは修正第四条の適用の可否について大きな差異が生じると捉え 考 方にも強い説得力があろ
う
）（（（
（
。そこで、以上の
異なる見方について慎重に配慮する必要がある点が前提 なるが、まず、
D
ow
判決は、商業施設の上空を航行する
際に、一般の人々が使用可能なセンサー増幅技術を無令状で用い ことを認めた。一方
K
yllo
判決は、個人の家屋
に対して無令状で一般の人々が使 していない監視増強技術を法執行機関が用いることを禁じた。ただ、 両事例とも、個人の家屋の庭・宅地を監視するため 、一般の人々 用いているセンサー増幅装置を法執行機関が用いる事例では
八三
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なかった。この点、
C
iraolo
判決においては、法執行機関員は大麻草を自己の肉眼で見ることが出来たため、連邦最
高裁はカメラによる撮影の問題を回避した。
D
ow
判決においては、連邦最高裁は、
open fields
理論及び
plain view
理論を商業施設に適用することによって、視覚的に増強されたカメラ技術に取り組んだが、
D
ow
判決からは、連邦
最高裁が個人の家屋と庭・宅地を、飛行機によって無令状で観察する際に高度な写真装置の使用を認めるか否かを判断することは困難である。一方、
K
yllo
判決は、既に述べたように、一般に用いられていないセンサー増幅の手段に
よって、人の家屋に対して捜索を行うことを、家屋を裸眼で監視することを超えており、親密な事実に対して侵襲し得ることを理由に不可とした。
K
yllo
判決は、
D
ow
判決が商業地域に対する監視の度合いが相対的に減じられている
としたのと比較して、個人の家屋については監視の程度が高いと論じたのである。
⑵
　
そして、
K
yllo
を含めた以上の四つの判決を無人機に当て嵌めるならば、無人機が一般には用いられていない
科学技術である限り
は
）（（（
（
、連邦最高裁は、無令状で、無人機上に設置したセンサー増幅機器を用いて個人の家屋を捜索
することは認めないであろうと推論出来よう 、裁判所 高度に発達した写真撮影技術を用いて囲繞地を侵襲することも承認しない可能性が高いと言えよ
う
）（（（
（
。また、もし連邦最高裁が
T
orres
や他の連邦巡回控訴審に従うならば、連
邦最高裁は、厳格な令状要件なくしてヴィデオ監視や空からの監視は認めないであろう も言える ろ
う
）（（（
（
。特に、
地表の映像が航行の安全のために必要 されないのであれば 殆どの無人機は 令状の対象とされる物体等に到達する迄は高度に侵襲的なカメラを作動させずにおか ければならないであろう。仮 航行に必要とされ ば、航行の安全を確保すると同時に人々 プ イヴァシーをも尊重 るため、カメラは視覚の増強を一定程度に限定 、視界も一定の方向に限定されることになると考えるのが合理的と言えよう。但し、遠い未来において無人機が普及 、裁判
八四
所が一般に使用されている科学技術と考えるようになれば話は別となって来得る。この点、手掛かりとしての
K
atz
判決は、プライヴァシーの利益とプライヴァシーに対する個人の期待を守る旨判示したが、年数が経過するにつれて、最高裁は
K
atz
を指針として用いつつも、使用された監視手段といった個別事案に焦点を当てることによって、プラ
イヴァシーの期待を結果的に弱めたとも論じられて来たところ、
K
yllo
判決は、プライヴァシーの利益と個人のプラ
イヴァシーの期待を守るという
K
atz
の定式に回帰したとも評される。
O
lm
stead
判決の基底にある考え方は、侵襲理
論は最早有力でないとする後の裁判例によって蝕まれて来たと
K
atz
最高裁は論じたが、
K
atz
判決の考え方を徹底す
るならば、無人機が個人 家屋や庭・宅地を無令状で捜索するこ を妨げるために、最高裁は市民のプライヴァシーの期待を合理的と解するであろうと予測することも可能かも知れない。しかしながら、 他方で、 将来の裁 例は、 個々の監視手段に焦点を当てたアプローチに戻り、
K
yllo
の事案と同様の情況において、一般の人々が利用することが出
来るセンサー増幅装置 法執行機関が用い こ が出来るという判断を 可能性もあ 。 この点は、 プライヴァシーの合理的期待というアプローチが内包する線引きの難しさという問題が露呈さ いる も言えよう。そ 線引きのため 有力な判断ファクター 該監視手段が用いられる頻度
（既に頻繁に用いられているのであれば、当該手段発動に
際して、 人々のプライヴァシーに対する合理的期待はその分減じ と解す ことも可能であろう）
ということにもなろうが、
その境界もクリアなも ではなく、循環論 の様相を呈しかねないとも評され
る
）（（（
（
。その意味では、家屋や庭において
プライヴァシーの期待を保護するのは 立法機関 仕事であると考えるこ も一つの合理的な選択肢とは言えよう
）（（（
（
。
⑶
　
以上のように衡量すべき視点は多々あるが、いずれにせよ、以上の連邦最高裁判例を踏まえて、法執行機関が
無人機を用いて監視する場合に連邦最高裁が如何なる規律を行うかについては、⑵で述べた点とも重 り、結論が一
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義的に定まる訳ではないが、 それなりに推測して整理することは可能であろう。 まず、 有人機から監視する事例からは、無人機から家屋や庭を監視する場合、裁判所は当該家屋・庭におけるプライヴァシーを保護することを示唆していると考えるのが合理的であるように思われる。
R
iley
（上空から肉眼で家屋隣接地を観察した事案）
を
D
ow
（上空から商業施
設を写真撮影した事案）
における監視技術の事例、及び
K
yllo （一般的には用いられていない赤外線画像化装置を現実に家屋に
用いることが禁じられた）
と組み合わせると、 連邦最高裁は、 増強され、 一般には使用されていない無人機技術によって、
無令状で囲繞地や個 家屋を監視す ことは恐らく許さ いであろ
う
）（（（
（
。但し、無人機とそこに搭載されているセン
サー増幅技術が、将来、一般の使用に供されるようになった場合は、市民は家の中でしか法的保護を受けられないということになり得 と言えよ
う
）（（（
（
。次に、連邦控訴審判決ではあるものの
T
orres
がヴィデオによる監視を高度に侵襲
的と捉えたことを踏まえて、国家領空網を通過する無人機 搭載されたヴィデオカメラは、国家領空網が公路であったとしても、航行の安全のために要求さ ていないのであれば、連邦最高裁によって制約される可能性がある。かかる監視の侵襲的な性質は、個人の家屋 宅地・庭におけるプライヴァシーの主観的期待及び客観的期待と衝突し、最終的にはプライヴァシーの期待が優越するようにも思われる。尤も、今日は安全を重視する風潮が高まっており、特に裁判例 おいて修正第四条を巡って裁判官の間で意見が分かれているよう 事案 場合 は、意見 明確に固まっていない裁判官においては、ことによると安全へ 配慮がプライヴァシーの期待の保護を上回る可能性もある。かかる点を踏まえると事案毎に結論が異なって来 、市民 プライヴァシーが充分に守られるとは必ずしも言えない場合もあ かも知れない。このような事態を懸念す ならば、連邦または州の議会が法規 策定し、それを指針とすることが必要であるとする方向 傾くであろう
）（（（
（
。
八六
第三款
　
プライヴァシー侵害の判断に関連する裁判法理
一
　
第二款
では、有人機とプライヴァシー侵害に関する裁判例を概観した。本款では、それら裁判例で判示された内
容と重複する面もあり、また、
第一款
で触れた裁判例とも重なるが、修正第四条の下で無人機の発動の適法性の問題
を判断するためのファクターを提供し得る裁判法理について、今少し掘り下げてみたい。二
　
⑴
　
まず、家屋は修正第四条の法文通り、同条による保護が最も与えられる領域である。捜査機関は、無令状で
個人の家屋の中に踏み入 ことは原則として出来ない。また、家屋への物理的侵入・捜索が認められていない点に加えて、捜査機関はプライヴァシーの領域に侵襲する一定の科学技術を使用することも禁じられることになる。既に紹介した
K
yllo v. U
nited States
においては、捜査機関は、被疑者の家屋内部の熱分布を判断するために、赤外線画像
化装置を使用したところ、連邦最高裁は、家屋を無令状で捜索することは原則とし 不合理であると前提し 上で、家屋に入らなければ入手出来なかった家屋内部に関する情報を、 般 人々が使用するに至っていない科学技術の活用を通じて 手することは、修正第四条が規律する捜索に該当すると判示した。
⑵
　
一方、家屋であればあらゆる捜査機関の監視を遮断出来るという訳ではなく、
K
atz
事件において
H
arlan
判事
が指摘したように、家は、殆どの場合において、人がプライヴァシーを期待する場所であるが、人が第三者から明白に見える状態
（
plain view
）
に置いた対象物・行動・言葉は、それらを自分だけのものに秘めておこうという意図が示
されなかったのであるから 保護されないということになる。警察は、一定の場合に 家屋内部に対して無令状捜索を行うことが可能とされており
（
plain view
理論）
、警察は監視を行う際には、見晴らしの良い適法な地点にいる必要
があり、また、証拠の自己負罪的な性質が明らかである とが求められてい とされ
）（（（
（
。
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三
　
⑴
　
次に、人は家屋の境界から動くと、修正第四条についての異なる保護を受けることになる。家屋の外部は、
curtilage （庭・住居隣接地・囲繞地）
及び
open fields （露地・開放された屋外）
と捉えることが出来る。囲繞地は家屋を
直接囲む地域であり、家屋内部と同様の保護を与えることを、連邦最高裁が既に触れた
O
liver v. U
nited Staes
にお
いて、認めた る。ある領域が囲繞地・隣接地か否かを決するためには、
第二款二
で触れたように、当該領域
が住居にどの程度近接しているか、当該領域が住居を囲んでいる囲いの内部にあるか、当該領域がどのように
（何の
ために）
使用されているか、当該領域を通行人の観察から守るための措置が講じられているかを、裁判所は検討する
必要がある
）（（（
（
。他方、当該領域が囲繞地と考えられたからと言って、無条件の憲法的保護で覆われる訳ではない
）（（（
（
。
⑵
　
一方、囲繞地の外側の領域は、既に触れた通り、
open fields
と考えられることがある
）（（（
（
。
D
ow
 C
hem
ical C
o. v. U
nited States
の判示に見られるように、そこでは、修正条項が政府の干渉・監視を防ごうと
している私事の詳細に対して、何か道具立てを行ってはおらず、囲繞地と同程度の修正第四条による保護も付与さてはいな 。囲繞地と
open fields
との区別は容易ではなく、被告人の私道は、通行人から見られることを防ぐため
の積極的な手段を採っていなかったのだから囲繞地ではないと判示された例もあ
る
）（（（
（
し、既に触れたように、有人機に
よって上空から観察する 例においては、囲繞地と
open fields
との間に憲法的保護の観点から必ずしも明確な線引
きをせずに、連邦最高裁は、同様の監視・捜
 索を認めている。
四
　
⑴
　
無人機の技術的特性として、対象者に気付かれぬ儘に捜査機関が長期間、容易に追跡し得るという点がある。
これについて、既 触れた、公共の場所を移動する被疑者 対して捜査機関が追跡す という捜査手法においても、空から有人機によって監視を受けた事例と 、被疑者 受ける修正第四条の保護は減じら ていると言い得る。即
八八
ち、公道を移動している限り、移動する自動車を捜査機関が無令状で追跡することは認められているのである。但し、対象者が個人の住居に入れば、当該追跡を終了しなければならず、科学機器によって、住居に入ったにもかかわらず追跡を続ければ、修正第四条のチェックを充たさない可能性がある。
⑵
　
この点の裁判例が、既に触れた
U
nited States v. K
notts
と
U
nited States v. K
aro
で、両事例共に、捜査機関は、
被疑者に与えられた物品の中に位置監視装置を隠した。
K
notts
においては、警察は公道上を移動している被告人を
追跡しており、連邦最高裁は 公道を移動す 際には、人々はプライヴァシーの合理的期待を有していないと判示し、修正第四条の定める捜索が発生しておらず、従って令状も要求されないとされた。一方、
K
aro
においては、警察は
公道においてはビーパー装置で追跡 また、ビーパーが自由に観察出来るようにはなっていない個人の住居内にある間もこれを観察 、ビーパーが住居内にあるという事実を確認した。こ に対して、連邦最高裁は、大要、外部からは見えない土地を有罪とするために監視することは 修正第四条に基づく監視を回避する めに家の中にいるというプライヴァシーの利益に対して重大な脅威を与えるものである旨述べて、違法な捜索であると判示した。エーテルの缶の所在を確認するために警察が捜索・差押令状な に住居に入 ことは出来ないし、住居内にあるビ パーによる監視も出来ない
（
K
aro ）
が、 公道を移動しているクロロフィルム容器を警察が肉眼で観察することは出来る
（
K
notts ）
という事情の差異が、両判決の結論が分かれた理由であるが、いずれにせよ、ⅰ
 K
notts
の判示に鑑みれば、警察に
よる監視が科学技術の活用によって従前より遥かに効果的なものにな か と言っ 、当該監視が許容 れない いうことにはなってはいないことは明らかである。例えば、従前であれば 長期間 一日中に亘って追跡するためには警察において人的・物的に現実的とは言えない程の大量 資源を要したところ 今やＧＰＳ機器やコンピュータによっ
八九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
て継続的な追跡が容易に遂行出来るに至っているが、嘗て不可能で現在可能であるからと言って、長期間に亘る追跡が直ちに憲法違反になる訳ではないと言えよう。次に、
K
notts
及び
K
aro
の判示からは、ⅱ
 憲法上保護されていな
い地点から観察された場合であっても、家屋の内部は依然保護されているという点が分かる
（逆に、家屋内部の情報が
家屋の外から認識出来ないのであれば、当該情報は憲法上は守られていると言え
）（（（
（る）
。
これらから明らかなように、公共の場における監視は一般的には監視とは考えられていないが、遍く追跡すること
は場合によって限界ラインを超えることになり得る。既に触れた
Jones
事件では、修正第四条の捜索に該当するか否
かの判断を財産を根拠とする考え方に求めつつ、対象者の自動車 ＧＰＳ装置を取り付けて一か月間追跡する行為は、侵襲に該当して修正第四条の捜索に該当すると連邦最高裁 判示し 尤も 追跡装置の設置が、修正第四条の保護を受ける契機となる侵襲に該当するか否かという点を基底に置
く
）（（（
（
アプローチは、無人機の監視にも当て嵌まると
は必ずしも言えないよう も思わ
れ
）（（（
） （（（（
（
るが、この点、
Jones
判決の二つの同意意見は、無人機の捜査目的での活用につ
いて有用とも言い得 枠組みを提供してくれているとも評し得る。即ち、
A
lito
判事の手になる同意意見は、犯罪捜
査における長期間に亘るＧＰＳ装置による監視は、プライヴァシーの期待
（捜査官が、長期間に亘って、個人の自動車の
動向を秘密裏に監視しないという期待）
を侵害すると述べた。また
Sotom
ayor
判事の手になる同意意見は、短期間、対
象者を追跡することでは僅かの情報しか動かないが、長期間対象者を追跡す ことは その者の家庭・政治・宗教・性的関係等の詳細な事実を映 出すことになると述べており、これらから、当該監視が修正第四条 捜索に該当すかを審査する裁判所は、個人が監視されている期間の長さと 当該監視を通して集積される情報 幅を考慮することになるとされ
る
）（（（
（
。このように考えるならば、少なくともＧＰＳ装置を用いて被疑者の移動を追跡するという点で、無
九〇
人機の活用はＧＰＳ機器の活用と、問題関心において共通の土俵に乗り得ると言えよう
）（（（
（
。
五
　
⑴
　
既に述べた公共の場における監視以外に、法執行機関が、アメリカ合衆国の国境地点乃至その近辺において
監視を行うことが認められている
（これは、無人機の非軍事的活用の中で再重要とも評せられている程である
）（（（
（
）。連邦政府は、
違法な薬物取引、合衆国市民や基幹施設に損害を及ぼす目的での武器の運搬・人の移動を企図してアメリカ合衆国の国境を通過することを防ぐ点につい 重大な関心を持っている。
⑵
　
上記の目的から、議会は、連邦法執行機関員に対して、国境における強力な捜索権限を付与してい
る
）（（（
（
。連邦最
高裁も、 におけるかかる国益を ており、望まない人や物が流入して来ることを防ぐ連邦政府の利益は国境問題の核心的事項である旨述べてい
て
）（（（
（
、当該捜索が合理的かどうかが基準であるとされている。問題は合理的という点
の内実であるが この点、連邦最高裁においては、プライヴァシーの合理的期待を検討する視点に拠りつつ
（
U
nited 
States v. R
am
sey, 431 U
.S. 606 （
1977 ）など）
、国境での検査・捜索の場合と国内の場合とでは捜索に関する基準を異にし、
国境でのコントロールに際しては 主権保護という目的に照らして、国内における捜索・押収よりも相当 要件が緩和されると 判断を示しているとされてい
）（（（
（
。例えば、連邦最高裁は、
U
nited States v. M
ontoya D
e H
ernande
）（（（
（
z
に
おいて、大要、国境保全 重要性を考慮す と、国境における税関の活動についての修正第四条上の基本権についての利益衡量は、国内における捜索・押収活動の場合とは基準を異にすべきであり 境 入国者及びその所持品についての通常の検査
（捜
索
）（（（
（
）
に関しては、不審事由
（合理的嫌疑）
、相当理由又は令状は必要ないと判示し、他方、
通常の検査
（捜索）
の程度を超えて身柄を拘束する場合には、不審事由
（合理的嫌疑）
が要件とされる旨判示した
）（（（
（
。
⑶
　
他方、国境の近くではあるが、国境そのものにおいてではない地点で捜索を行う場合には、国境において捜
九一
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
索を行うのと異なり、連邦最高裁は、法執行機関に自由な裁量権を認めることについては消極的である。
A
lm
eida-
Sanchez v. U
nited State
）（（（
（
s
の事案では、被告人の自動車は、合衆国・メキシコ間の国境北部二二─二五マイルの地点
で合衆国国境巡回官によって停止され、捜索を受けた。巡回官は、捜索に際して令状も相当理由、不審事由も有していなかったところ、移民及び国籍法の下では当該捜索は許容されると訴追側が主張したものの、連邦最高裁は、本捜索が国境 国境 機能的に相当する地点で行われたもので なかったこ を理由 、これを認めなかった。国境での捜索と国境を越え 場合とで区分しているの ある。六
　
⑴
　
修正第四条の事案の基本にあるルールは、個人乃至その財産を捜索するためには、少数の例外となる局面以
外では、警察は令状 取得していなければならないというものであ
る
）（（（
（
（現場の警察官よりも、独立した司法官が、捜索・
押収を行うための相当理由があるかを判断することを担保することにな ）
。ただ、時の経過と共に、相当理由を個別化した
嫌疑を厳密に証明する 、健康と安全に関わ 事象に捜査機関が取り組むことが阻害されるよう 場合には、連邦最高裁はかかる令状要件を緩和して来た。
⑵
　
具体的に令状要件の緩和が認められるのは、行政捜索の事案と特別の必要がある事案であり、連邦最高裁は、
令状乃至個別化された相当理由の嫌疑が必要か否かを判断するために、個人のプライヴァシーと政府の利益とを衡する。
一方、嫌疑のない一般的捜索とは、一般化された政府・捜査機関の利益を示すだけで、あらゆる人・場所乃至特定
の場所における事物に対して捜査機関が捜索すること等を言い、国境や警察のバリケードなどにおいて行われる。バリケードで行われ 案 おい は、連邦最高裁は、警察 、令状又は犯罪行為 嫌疑 しに運転手を停止させ、質
九二
問することが出来るかを判断するために、政府・捜査機関の利益と個人のプライヴァシーの利益とを衡量して来た。七
　
⑴
　
以上のような関連裁判例のファクターを、国内における無人機による監視の事例に当て嵌めてみると、当該
無人機による監視の合憲性は、まず、当該監視が行われる文脈に依拠する 言うことが可能であろう。監視対象である個人が住居内にいるか、裏庭にいるか 公共の広場にいるか、国境近くにいるかは、当該対象者にプライヴァシーの権利があるか否かを判断するに当たって重要な役割を果たす。同様に、法執行機関によって使用される科学技術の程度や監視の期間も重要であ 。かかるファクターを踏まえて、裁判所は捜査機関 よ 監視が修正第四条 反した不合理な捜索に該当するか否かを審査することになる。
⑵
　
裁判例に鑑みると、 対象者が、 修正第四条による保護が最も与えられることになる住居にいる間に、 一般の人々
が使用していない科学技術によって監視された場合は、監視令状がなければ 違法な捜索に当たると考えられることになる。この点、既に述べたように、
K
yllo
事件における連邦最高裁は、個人の家屋の内部を覗き込むために強力な
機器を用いた点につ て、強い関心を有した。現在、無人機 非常に大量の画素数のカメラと赤外線画像化装置を装備しており、程なく壁や天井を通過して対象を観察することが出来る機能 有するに至る。そして、こういった科学技術は、人々 一般に使用可能 段階には至っておらず、また、現在の判例理論からは、法執行機関による当該科学技術の使用は、修正第四条の捜索に該当することがあり得
る
）（（（
（
。ただ、低機能のカメラや、その他技術水準が高くない
科学 によって 家屋に る間 、 視界が開かれていて容易に見える状態において
（
plain view
）、 人々や目的物を調査・
観察しても、違法行為が容易に見える状態であるにも かわらず、対象者が特に行動を隠そうと積極的な努力をいない以上、法執行機関員 当該行為から目を背け こと 要求されないと の 理的 考えられ ため、修正
九三
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
第四条による保護は発動されない可能性があ
る
）（（（
（
。次に、家屋・住居を直接囲む裏庭・テラス・玄関等においても、家
屋の上空から無人機等に監視 た場合に、家屋内部と比してどの程度近い保護を受けることになるかは明らかではない。家屋内部 対するような絶対的 保護は受けないであろうが、
open fields
における保護と比べると手厚く、囲
繞地の保護と家屋内部の保護との間には緊密な関係があるとは言い得るであろう。既に触れたように、 連邦最高裁は、家屋の囲繞地にいる者に家屋内部 同様のプライヴァシーの保護が付与されると述べて るが、 飛行機 よる監視は、かかる一般原則の例外をなすとも言い得るであろう。
R
iley
事件や
C
iraolo
事件においては、監視された場所は家屋
と密接した場所であったものの、捜査機関による監視は、高度四〇〇フィート、一〇〇〇フィートから行われたものであり、これは捜索とは認定され ったのであ 。
このように飛行機からの監視についての裁判例を踏まえると、殆どの公共の場所に対して、比較的短期間、無人機
による監視を行う とについて、令状は必要とされな し、ことによると不審事由も必要とされないと考えられると言えよう。
C
iraolo
事件で、連邦最高裁は、修正第四条は、裸眼で見える物を観察するために、公の航空路で飛んで
いる警察 対して令状取得を要求はしてい 旨述べている。また、
C
iraolo ・
D
ow
 C
hem
ical ・
R
iley
の三判決から
は、認可された空域において観察する限り、無人機が、 や囲繞地を四〇〇フィートといった高さからではなく例えば四フィートといった低空から近接して監視しても適法と解 ることになろうとの分析も存す
る
）（（（
（
。尤も、これ
に対して 無人機に る航行の稀少性のため、連邦最高裁の判断した三つの判例 おいて発動された有人機による監視と無人機の発動とは区分され得ると見る向きもあ
る
）（（（
（
。三つの判例とも、飛行機は航行可能な航路を飛行してお
り、また、稀少過ぎて監視 領 プライヴァシーの合理的期待を付与出来ない程のものでは という
九四
事実を前提としてい
た
）（（（
（
。この点、アメリカ合衆国領空における無人機の活用は、有人機の活用と比較すればまだ相当
に少ないことに照らせば、一般の人々は、無人機が自分達の住居上空を飛行して監視のために写真を撮ることは極めて異常と感じてもおか くはない。この稀少性について、無人機におけるプライヴァシー 期待 関して審査する裁判所は、公共の場所に ける無人機による様 な形態の監視に対して、人が正当なプライヴァシーの期待があるか否かを考慮する可能性がある。ただ、他方、無人機の稀少性と う点が絶対的なファクターであるとも言えず、民間セクターにおける
G
oogle M
ap
とか
G
oogle E
arth
のような航空地図が急増しているという事実も、社会のプライヴァ
シーに対する期待を判断するに当たっては考慮されるであろうから、現実を多面的 見て行く必要が も と思われる
）（（（
（
。
連邦政府の積極的な義務の一つは、国外の害悪から市民を保護するところにあり、国境の安全確保も当然ここに含
まれる
（税関・国境警備局の無人機は、違法な密入国や大規模な薬物取引についての情報を明らかにする役割を果たしている）
か
ら、無人機使用について、連邦政府が許可 度合いは国境において一番高いであろう。そして、最高裁もかかる義務の遂行に介入することには躊躇するであろうから、無人機使用 際し も同様の礼譲を示すのではないかと 予想される。また、国境の事例についての最高裁の事案は、自動車に対する物理的捜索とか、自動車の乗客を停止させて質問するというような積極的な形態の捜索を伴っていたものの、無人機による監視は、対象者やその財産等に対して直接、物理的な操作が必要とな 訳ではなく、相対的に消極的な形態であって、修正第四条 要件と抵触 る可能性は低いとも考えられる。尤も、連邦最高裁 、国境で法執行機関 自由裁量の捜索権能を付与す とは特に語っておらず、既に触れた
A
lm
eida-Sanchez v. U
nited States
や
U
nited States v. B
rignoni-P
onc
）（（（
（
e
におけるパトロールや無差
九五
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別捜索は、修正第四条に違反するとされている。連邦最高裁のかかるアプローチが、国境沿いの無人機による捜索が拡大された場合にも、同様 適用されるのかは明確でないものの、留意は必要と言えよう。
⑶
　
場所というファクターと同様に、既に言及している通り、無人機によって用いられる科学技術は非常に重要な
ファクターと言える。監視技術が発達し、高度の監視が人々の生活に常に伴っているということになると、人々のプライヴ シーに対する感覚は動揺する。この点については、
K
yllo v. U
nited States
判決で
Scalia
判事は、大要、 「修
正第四条によって市民に確保されているプライヴァシー 程度 、科学技術の発達 影響を受けないと主張す のは馬鹿げている。人間の飛行を可能にした科学技術は、嘗ては秘密とされていた家屋や囲繞地の一部を一般人から見られるようにし、法執行機関が監視可能なよう しており、今日直面し いる問題は、こ 科学技術力において、保障さ たプライヴァシーの領域を縮減 せる限界は何かということであ 」と述べており、また、
U
nited States v. 
Jones
判決において、
A
lito
判事は、 「
K
atz
判決の基準は、仮定的合理人が、充分に発達し、安定したプライヴァシー
の期待を有しているという仮定 依拠しているが、科学技術の劇的な変化は、人々のプライヴァシーに対する期待を変化させる。新技術は、プライヴァシーの犠牲の上に便利さや安全さを増加させ 多く 人々はこれを価値ある調整と認識するであろう」旨述べて る。
このように、科学技術の発達によって、人々のプライヴァシーの合理的期待の程度というものが変遷するというこ
とになる 、無人機は、高度なデジタルプラットフォーム 搭載している点などに て、従前の有人機や、低性能のカメラのような、これ迄は支持されて来た科学技術、伝統的な 技術よりも際立って侵襲的かどうかと う点が重要な検討事項ということになろう。例えば 自動車のナンバ プレ ト つ て 、プライヴァシーの合理的期待
九六
が認められないという立場に立ったとしても、当該ナンバープレート認識装置を無人機に装着して使用した場合に、その使用は修正第四条に反しないかという点が問題となろう。この点、静止されたナンバープレート認識装置やヴィデオカメラと異なり、無人機の場合は、対象の全 の動きを何日も、ことによると何週間・何ヶ月も追跡することが可能であって、かかる個人の動向を正確且つ密接に監視する能力が他の監視技術 りも憲法に抵触する可能性が高いと考えることも出来るであろう。
更に、無人機における科学技術の高度さは、既に触れた三つの連邦最高裁の事例において用いられた科学技術とは
相当に隔たっている 考えることも可能であろう。第一に、
C
iraolo ・
R
iley ・
D
ow
 C
hem
ical における判示は、基本的
に裸眼による捜索・監視を前提にしていると思われるが、 無人機の持つ顔認識機能や壁を通して見 ことが出来るレーダーレーザーといった科学技
術
）（（（
（
は、修正第四条に関する裁判例が扱っている、相対的に低度の技術とは関連性が希薄
となるのではないかという疑問点も生じ得る ころであり、その点を重視するならば、一般人が使用するには至っていない高度 技術として、 三つの連邦最高裁判例が適法 認めた射程を超えるも と解 ことも出来よう。第二に、無人機の場合は、ＧＰＳにおけると類似する面 あるが、ⅰ
 多数の警察官等を投入する必要がないため、相対的に
安価で監視出来る
（また、搭載するヴィデオカメラなどは、民間セクターから安価で購入可能である）
、ⅱ
 秘密裏に活用出来
る、 ⅲ
 長期間に亘って活用出来るといった特徴があるため、 人員その他予算面での制約が少なくなり、 プライヴァシー
侵害を防ぐための事実上の安全弁が損なわれ 結果となって、捜査機関による広汎な監視がチェックを受けるこく行われ易くなってしまうという問題点を伴っているとも言えよ
う
）（（（
（
。そして、第三に、上記とも重なるが、無人機は
空中に長期間滞在可能 あり、また空中の特定地点に停止して滞在する能力もあ ため、法執行機関 これによっ
九七
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長期の監視活動を遂行出来ることになる。この無人機の機能が、一定類型の無人機による無令状での監視が修正第四条に抵触しないかという裁判所の判断 影響を及ぼす可能性もあり得よう。
⑷
　
以上から、 修正第四条を無人機発動の事例に適用するならば、 まず、 無人機発動が捜索に該当するかというバー
の問題を検討する必要がある。この点については、上記で触れたように、捜索の場所・用いられる技術・捜索場所における対象者のプライヴァシーを社会が尊重するかというファクター等を衡量することになろうが、裁判所が検討の結果、当該無人機による監視を捜索に該当しないと した場合は、令状も、また個別化された嫌疑も要求されないことになろう。一方、捜索に該当すると判断した時は、次に裁判所は、当該捜索 認めるには令状が必要か どの程度の嫌疑が必要かについて ことにな 無人機 よ 監視と捜査機関による伝統的な追跡 で有意な区分が出来ないならば、裁判例に鑑みて厳格な法執行以外の目的でなされた場合に 裁判所は個別化された嫌疑のな 無人機による監視を許容する可能性が高いと言えよう。アメリカ合衆国市民の健康と安全を守 という行政部の役割については、─行政部が警察官の員数など有限の公共資源に関して最も理解しており、且つ責任を負ってい ということもあっ ─連邦最高裁は介入を慎む傾向 ある いう点はしば ば指摘され ところであ
る
）（（（
（
が、そうであるとすれ
ば、無人機の活用の局面においても、連邦最高裁は法執行機関 対して一定の敬譲を示す可能性はある。尤も、市民の健康と安全の保護、危険の除去の内 は、消火活動・緊急対応・交通安全・環境保護等も伴っており、通常の捜査の内容を超えているため 無人機 よる監視が通常 捜査 を主目的とするのであ ば、例外要件に該当しない限り、令状が必要とされる可能性が ま ということに ろう
）（（（
（
。
九八
第二節
　
立法に関する動向
一
　
⑴
　
無人機を発動させる法執行機関に対して、立法は如何なる、そして、どの程度の規制を行うべきなのかが本
節の検討課題となる。この点は、既に言及した通り、人権憲章・修正第四条の沿革を見ても、政府の専制を打破し、市民を不合理な捜索 どから守り、 市民が家等で安全に過ごすという期待の保護という点が重視されている。しかR
iley
判決の相対的多数意見に則って、対象者の温室を、ガラスが欠けている窓を通じてヘリコプターが覗き見るこ
とが出来るのだとすれば、航行する無人機が浴室の透明な天窓を覗き込むことを止めることも出来なくなるし、高度六万フィートからでも、増幅された画像化能力によって無人機が家屋を覗き込むことも可能となるかも知れないが、かかる調査は人心を非常に不安に せることになるであろう。無人機の操縦士は退屈しのぎのために、親密 事実を監視しようとするかも知れず、嫌疑を掛けられてい い市民の私的領域に深く侵入し得る危険性は常に存在する。
ただ、
第一章
などで既に述べたように、無人機は国境監視とか環境・社会・商業面等々、多様な領域で非常に多く
のプラスの影響を及ぼし得るので、議会及び連邦 空局が当該効能を許容している現在 無人機の領空へ 組み入れは不可避となりつつあ 。一方、科学技術の発達は法執行機関側だけ 開かれている訳ではないから、類似の航行経験がある犯罪者の場合、国内領空網における制限地域 調べ が出来るし、無人機が現れそうな場所 判断はつくであろう。従って、無人機の活用を徒らに制約すること 、商業・科学等々の重要分野の発展を意味 く制約することにもなりかねず、空を に開放することが諸問題の軽減・緩和に繋 り得 とも評されている。
⑵
　
このように無人機は社会にとって多大な有用性
（当然ながら、効果的な法執行に対する寄与も含まれる）
を持つと
九九
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（鈴木）
共に、市民のプライヴァシーなどを侵犯するリスクをも併せ持つ。従って、無人機を国内における監視活動に活用すること 賛成する論者は、人々の安全の保護、国境の巡回・偵察に加えて刑事法違反の捜査・法執行などを含む無人機のメリット・潜在力を強調し、他方、反対論者は、無人機の活用は、プライヴァシーの基本的利益、他者と自由に交流し得 能力等を侵害しかねないと主張する。安全とプライヴァシーの利益等との緊張関係は、既に触れたように従前から存在していたものであるが、上空から個人 行動を監視・追跡出来る程に監視技術の飛躍的拡大が進展している現状においては、その程度は際立って高くなっていると言い得
る
）（（（
（
。このような中で、例えば、無人機の活用のメ
リットを特定分野・情況下で支持するものの 日常の捜査・法執行活動の過程で無人機を用いることは否定するという考え方もあり得ようが、後者の局面においても、無人機のメリットを、デメ ットとの衡量の中で全く否定することは容易ではなく、政府 人々の安全 守 必要性と人々 プライヴァシーの必要性 を適正に衡量することこそが重要 言え、その意味でメリット・デメリットを衡量したバランスの取れた規制が求められてい と言えよう。
第
一節
でも触れたように、その判断を裁判所に任せると事案毎の振れ幅が大きくなり、時として市民の権利侵害の方向
に傾くという を懸念する らば、立法による規制が望ましいということになろ
う
）（（（
（
。また、裁判所の判断による形
であっても無人機による監視に一定の制約を課すことは無論可能であるが、個々 事案毎 判断 積み重ねとなるため、どうし の規律に時間を要し 憲法による保護が不充分とな 可能性も否定出来ないであろう。こ 点を懸念するならば、やはり立法による規律が望ましいということにもなろ
う
）（（（
（
。連邦航空局や科学技術関連の企業家は
安全面の問題について熟慮して行くであろうが、立法家はこれらの専門家とも協働しつつ 無 機に関するプライヴァシーについての規律を策定 べきということになる
（無人機による捜索について令状を求める条項の策定、視覚
一〇〇
によらない航行・航行技術の安全について焦点を当てること、令状の記載対象に向かう際にセンサー増幅技術を用いないようにすること、全無人機にセンサー増幅技術使用の記録を要求すること、犯罪者追跡・火災等に際して緊急無令状監視の例外を設けること、規則実施のための中立の取締機関を設置すること、更に、安全な運航・効果的な法執行・プライヴァシーに関して無人機を国家航空網に適切 組み入れるための包括的な計画の策定等が具体的な内容 して提示され
る
）（（（
（
）。かかる規律化は、市民のプライ
ヴァシーを尊重する将来の無人機使用にとって重要な要件と言え、立法に際しては無人機における科学技術とプライヴァシーの関心とを充分に統合す ことが求められる。個々の裁判の事案において、新たな科学技術の出現がプライヴァシーの主観的期待や社会 関する価値を制約することを許容し、そ 結果、市民の権利を侵害することを認容することはあり、そ 点はやむを得ない面があるものの、一方で修正第四条は堅固に維持される必要があ
る
）（（（
（
。これらの
バランシングについて、国民による徹底的 議論が求められ ろう
）（（（
（
。
二
　
⑴
　
かかる問題意識はアメリカ合衆国において既に持たれており、近時、幾つかの立法が論議・提案されてい
る
）（（（
（
。連邦最高裁は、憲法解釈を最終的に裁定する者であるが、議会及び大統領は、無人機に関して、修正第四条が要
求す 以上に包括的・詳細 規定することが出来る。アメリカ合衆国においては、国内における無人機発動が すプライヴァシーの問題に取り組むための基準となるプライヴァシー法とか個別の連邦規則が、前述の二〇一二年連邦航空局現代化及び改革法などを例外として必ずしも整ってい 訳ではなく、無人機に対する規制は最小限に止まっており、おざなりになっているとも評せられてい
る
）（（（
（
ような情況があるため、夥しい政治家・行政府・民間の利益団体など
が、法律として制定されれば国内領空におい 無人機が提起した論点の少なくとも一部分を含むことになる法案を提出している
）（（（
（
。
一〇一
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
⑵
　
例えば、第一一二議会には、多様な法案が提出され、無人機の国内使用の抑制や、修正第四条が要求する以上
の、無人機の使用への制約が検討され、連邦や州の法執行機関員等による潜在的なプライヴァシー侵害への一般的な懸念についても審議された。ここにおいては、個別の監視事例を匡すことを企図する法案も存した
）（（（
（
。本節では、以下、
近時の立法の具体例を瞥見してみたい。
⑶
　
まず、
A
ustin Scott
下院議員と
R
and P
aul 上院議員は、下院・上院に類似した法律を提出した
（ 「二〇一二年
　
不当な監視から自由を保護する法律［
P
reserving F
reedom
 from
 U
nw
arranted Surveillance A
ct of 2012
）（（（
（］ 」 ）
。これらの法案は、
連邦政府の影響下で行動する法人や者等に対して、刑事法規違反捜査のために関連証拠 を収集する目的で無人機による監視を行う前に、相当理由に基づく令状の取得を要求する点に重点が置かれている。但し、令状取得の原則には、以下の例外がある。即ち ⅰ
 違法な者や物のアメリカ合衆国への侵入を防止する場合
［国境における巡視］
、ⅱ
 当該情
況下では、生命に対する差し迫った危険を防止するために迅速な行動が必要であると合理的に感じる場合
［緊急事態］
、
ⅲ
 信頼出来る情報筋によって、特定の個人または組織によるテロ攻撃の危険性が高いと国土安全保障省長官が判断
した場合
［高いリスク］
である
）（（（
（
。
⑷
　
次に、
T
ed P
oe
下院議員による「二〇一二年
　
アメリカ人のプライヴァシーを保護する法律
（
P
reserving 
A
m
erican P
rivacy A
ct of 2012
）（（（
（
）」
も、国内における無人機の使用に制限を掛けようとするもので、令状を取得した上
で、重罪
（
felony ）
の捜査の場合に限定して、法執行機関に無人機の使用を認める。無人機の使用に際しては、当該
法域の捜索についての制約と同じ規定が適用され、また、本法に違反し 取得された情報は、連邦の刑事訴追においては証拠能力がないとも明確に定められてい 。更に 無人機によって取得された証拠は、行政審理
（
adm
inistrative 
一〇二
hearings ）
には提出出来ないし、対象者等の同意がない限り、無人機を私人が私人の監視に関して使用することも連
邦機関は許可することが出来ない旨も定められている。但し、合衆国国境二五マイル以内の国境の安全確保・防衛のために無人機使用を認める法律の定めを本法案が変更す ものではないとも規定されている
）（（（
（
。
⑸
　
更に、 「二〇一二年
　
農場経営者のプライヴァシーを保護する法律
（
F
arm
er ’s P
rivacy A
ct of 2012
）（（（
（
）」が、
Shelley 
M
oore C
apito
下院議員によって提出された。本法案は、 アメリカ合衆国環境保護局
（ＥＰＡ）
が、 農地を航空機によっ
て監視することを、ⅰ
 保護局が農場経営者から同意を得た場合、ⅱ
 公に通知する場合、ⅲ
 合衆国コロンビア地区裁
判所からの合理的嫌疑がある旨の認証を得ている場合を除いて禁じると う あった。
⑹
　
二〇一二年一二月には、
E
dw
ard J. M
arkey
下院議員が、 「二〇一二年
　
無人航空機のプライヴァシー及び透
明性に関する法律
（
D
rone A
ircraft P
rivacy and T
ransparency A
ct of 2012
）（（（
（
）」
を提出した。本法案は、国家領空システム
において無人機システムを運用する許可を受けることを求め 法人等に、無人機システムが、個人乃至集団に関する情報・データを収集するか、収集するならばどのように用いられ かについて述べたデータ収集報告書等を提出することを求めるものであった。また、緊急情況のような例外を別として、本法案は 法執行機関員に対して、一般捜索令状を取得することを要求している
）（（（
（
。
⑺
　
これらの法案は、
R
and P
aul 上院議員の提案に見られるように、無人機の使用に令状要件などを課したり、使
用範囲を制限することで、一定のコントロール 行おうとするも であった。捜査の必要性 配慮しつつ、その必要を特定の立証された情況に限定するというバランス達成のためには、捜査官 裁判所による事前の承認を取得させることが適合的であるといった理由
で
）（（（
（
、このように令状要件を必要とすべきとする論者は多
い
）（（（
（
。また、修正第四条が令
一〇三
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
状を要求していない場合でも、ⅰ
 監視すべき一般的地域を記載した令状
（正確な位置を特定する必要はない）
を立法に
おいて求めることは可能であるし ⅱ
 公共の場所を航空機で監視する場合などのように、修正第四条の下で令状が
要求されないような場合であっても、
（令状迄は要求しないものの）
捜索場所において犯罪が発生したとか、犯罪の証拠
が発見されるであろ という相当理由を立証するための証拠を取得するように議会が法執行機関に要求することも可能であ
る
）（（（
（
。また、ⅲ
 更に、無人機による監視によって引き起こされるプライヴァシー侵害に対する理由を議会が要
求することも可能であろう。加えて、ⅳ
 当該証拠の取得が無人機による調査・捜索の目的である場合に、訴追にお
ける証拠 力を立法によっ 制限することも可能であ
る
）（（（
（
。いずれにせよ、無人機の科学技術に伴う問題について先ん
じて対応するためには、無人機が広く活用される前に、相応の安全弁を設けておくことは必要と言えよう。
⑻
　
但し、例えば、令状取得を要求すれば、捜査活動は妨げられるし、裁判所に対して負荷を掛けることにもなる。
既に述べたように、二〇一三年四月一五日のボストン・マラソン爆破テロ事件では、公共のカメラや民間のカメラによって集積されたデータから、法執行機関は迅速に被疑者の映像を発見出来たし、二〇一二年六月にニューヨークで三名を殺害した被疑者の逮捕は、監視カメラ 捉えられていた画像に負う点が大きかったと言われているように、カメラが捕捉した画像が被疑者特定に重要な役割を担っている
（カメラが政府機関の所有か民間機関の所有かは問題でない）
とも論じられてお
り
）（（（
（
、無人機搭載のカメラによる撮影と地表の監視カメラによる撮影とで、規律に根本的な差異が
生じるとも考えにくいようにも思われる。その意味では、既に繰り返しているように、立法に際 ては、徒にプライヴァシー侵害に対する規律を求めるだけでなく、無人機の有用性とを衡量す 姿勢が求められていると言え 無人機の技術が周知される前に、プライヴァシーに対する問題に先取りして取り組むことは重要 るが、検討の余り 周
一〇四
知される前に新技術の発展の芽を摘み取るのも合理的ではない。かかる意味で、プライヴァシーを侵害しないような使用態様を阻害することなく、無人機の合理的な発展を促しながら、プライヴァシーの濫用に対する保護を高めて行くような規律が望ましいと考える
）（（（
（
。
そのための一つの視点として、捜査機関による無人機使用に際しては特定目的に限定すべきであり、発見されてい
ない犯罪のために一つの都市全体を捜し回ることは許されないという主張も されてい
）（（（
（
。
（
101）
第一節
で触れる、
F
lorida v. R
iley
のような最高裁判例の事案においては、航空機による監視と言っても、せいぜいヘリ
コプターなどからの監視に止まっていたが、一九九〇年代以降の科学技術の発達によって、航空機からの監視技術も劇的に向上していると夙に指摘されている。
See e.g., P
aul M
cB
ride, 
“B
eyond O
rw
ell : T
he A
pplication O
f U
nm
anned A
ircraft 
System
s In D
om
estic Surveillance O
perations
”
 74J. A
ir L
. &
 C
om
. 627
─
628 （
2009 ）.
（
102）
はじめに・
第一章
などで触れたように、二〇〇〇年に至ってから、無人機の軍事・民間における活用は世界的に劇的に増
大し（
See e.g., John V
illasenor, “P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations F
rom
 A
bove : 
U
nm
anned A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”
 36 H
arv. J. L
. &
 P
ub. P
ol ’y 457
─
464 ［
2013 ］.  そもそも、二〇〇〇年代半ば頃か
ら、合衆国軍が海外の対テロ作戦で使用していたハイテク機器を 各地の警察が購入して使用を開始していた。ディナ・プリースト＆ウィリアム・アーキン［玉置悟
　
訳］ 『トップシークレット・アメリカ』 ［平成二五年（原著二〇一一年）草思
社］一六七頁など） 、近時、特に二〇〇八年頃から無人機の市場が拡大しつつあるが（二〇一一年一二月のイラク完全撤退、及び同年八月の歳出削減法案が可決され 国防費削減案が決定したために無人機バブルが終焉した点が影響して、一一年以降、アメ カ合衆国軍における航空無人機の年間飛行時間は減少しているものの、二〇一二年に［海洋における
A
ir-Sea 
B
attle
と上陸作戦との］統合作戦近接機能［
Joint O
perational A
ccess C
oncept ］という新しい構想が生まれ、その中で無人
機は重要な役割を担い、着実 歩みを遂げるであろうと評されている。岩永正男・松永易・中村雄一「防衛用無人機システムの動向（Ⅰ） 」 『防衛技術ジャーナル』二〇一四年二月号四七頁以下） 、それより前から、法執行機関は無人機の技術を法
一〇五
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
執行活動に組み入れることに積極的であったと評されている。
See e.g., P
aul M
cB
ride,
 “B
eyond O
rw
ell : T
he A
pplication O
f 
U
nm
anned A
ircraft System
s In D
om
estic Surveillance O
perations
”, supra at 637.  無論、無人機による監視を法執行活動
に援用することには批判も大きい。
See e.g., T
im
othy T
. T
akahashi, “D
R
O
N
E
S A
N
D
 P
R
IV
A
C
Y
” 14 C
olum
. Sci. &
 T
ech. L
. 
R
ev. 72, 75 （
2012 ）.
（
103）特に、アメリカ合衆国国防高等研究計画局が開発中で二〇一四年に飛行実験が開始される予定の、翼幅一二二メートルの超大型成層圏無人監視機ヴァルチャーは、機体の至るところに装着した太陽光発電パネルで発電し、それによって電気モーターと監視・通信機材を動かし、 滞空時間は連続五年であると言われる。但し、 アメリカ合衆国で開発中の全長一五センチメートル・重量二〇グラム程度の掌サイズの超小型無人機ハミングバード・ナノは最大飛行時間一一分程度 あり（ 『最強！世界の未来兵器』 ［平成二五年
　
学研パブリッシング］二八頁など。第一章第一節をも参照。小型無人偵察機に属する全長一・三
七メートル・翼幅三・一一メートルのスキャン・イーグルでは、二〇時間以上滞空可能であ とされている。 『戦慄のロボット兵器』 ［平成二五年
　
ダイアプレス］一五頁など） 、このレヴェルの小型無人機が長期間、諸都市を監視して航行するのは
かなり先のことであるとされる（上記超小型無人機よりも少し大きめ 小型無人機が数時間以上上空で航行・監視する点は漸次実現しつつある） 。
See e.g., John V
illasenor, “P
rivacy, Security,A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations 
F
rom
 A
bove : U
nm
anned A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at495,497.
（
104）二─三百ドルしかかからない物件もある。
See e.g., D
avid G
ray and D
anielle C
itron, “T
he R
ight to Q
uantitative P
rivacy
”
 
98M
inn. L
. R
ev. 62
─
, 65 （
2013 ）.
（
105）警察官は、人質がいる案件や犯人捜索の事案などでは無人機を有用と認識しているであろうし、特に小型無人機は当該法執行に有効と考えられ、将来的にも危険で駆け引きを要する事例等では有力な役割を果たすであろうと指摘されている。尤も、無人機の用途はそれらに限定されず、犯罪者を上空から追跡し、その反社会的行動 記録 るとい 役割も期待されている。
See e.g., P
aul M
cB
ride, “B
eyond O
rw
ell : T
he A
pplication O
f U
nm
anned A
ircraft System
s In D
om
estic Surveillance 
O
perations
”, supra at 637
─
9.
（
106）因みに、公共空間における監視技術の発達によって、捜査機関が犯罪やテロと戦う方法が変化しつつある点はしばしば指摘されている。この点、既に二〇〇五年のロンドン地下鉄爆破テロ事件でも、ヴィデオ監視装置によって被疑者が迅速に特
一〇六
定されていたが、特に、二〇一三年四月一五日のボストン・マラソン爆破テロ事件においては、公共のカメラや民間のカメラによって集積されたデータから、法執行機関は迅速に被疑者の映像を発見した。そして、これにより、犯罪・テロ対応方法における変化が明らかになったと言え、現在、ワシントンＤ． Ｃ． 、シカゴ、ニュー・ヨークなどではカメラのネットワークによって路上を歩 ている者の追跡が可能になっていると評せられている。
See e.g., M
arc Jonathan B
litz, 
“T
he F
ourth 
A
m
endm
ent F
uture of P
ublic Surveillance : R
em
ote R
ecording and O
ther Searches in P
ublic Space
”
 63 A
m
. U
. L
. R
ev. 21
─
24 （
2013 ）.
（
107）
See e.g., D
avid G
ray and D
anielle C
itron, 
“T
he R
ight to Q
uantitative P
rivacy
”, supra at106 ; C
hris Schlag, 
“T
he N
ew
 
P
rivacy B
attle : H
ow
 the E
xpanding U
se of D
rones C
ontinues to E
rode O
ur C
oncept of P
rivacy and P
rivacy R
ights
” 
13P
G
H
. J. T
ech. L
. &
 P
ol ’y 1, 16
─
7 （
2013 ）.
（
108）無人機によって収集された証拠が裁判で使用されることが許容されたり、期間の限定なく蓄積されることが許されるのであれば、警察による無人機の通常の使用はプライヴァシー 対する重大な脅威となり、急速に発達する無人機技術は、法執行機関が発動する場合に、ⅰ
 個人のプライヴァシー権を侵害するであろう点と、ⅱ
 上空に長期間滞空する夥しい無人機の
存在が社会全体としてのプライヴァシー 脅威を与えるであろう点の 点（ⅰ・ⅱ
 は相互に関連する）においてプライヴァ
シーに対する主要な関心を惹起すると評されている。
J.T
yler B
lack, 
“O
ver Y
our H
ead,U
nder the R
adar ：
A
n E
xam
ination 
of C
hanging L
egislation, A
ging C
ase L
aw
, and P
ossible Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”
 19 W
ash &
 L
ee L
. 
R
ev. 1829
─
, 1835
─
6 （
2013 ）.
（
109）
See e.g., P
hilip J. H
iltner, “C
om
m
ent : T
he D
rones A
re C
om
ing : U
se O
f U
nm
anned A
erial V
ehicles F
or P
olice Surveillance 
A
nd Its F
ourth A
m
endm
ent Im
plications
”
 3W
ake F
orest J. L
. &
 P
olicy 397, 399
─
400 （
2013 ）
; Jonathan O
livito, 
“B
eyond 
the F
ourth A
m
endm
ent : L
im
iting D
rone Surveillance T
hrough the C
onstitutional R
ight to Inform
ational P
rivacy
”
 74 O
hio 
St. L
J. 669
─
677 （
2013 ）
; C
hris Schlag, “T
he N
ew
 P
rivacy B
attle ：
H
ow
 the E
xpanding U
se of D
rones C
ontinues to E
rode 
O
ur C
oncept of P
rivacy and P
rivacy R
ights
”, supra at12, 16
─
7. 現時点の画像化技術によれば、適法な空域にいる無人機・
有人機を用いて、親密な事実を含む画像を取得するのは容易であ （例えば、高度数百フィートの無人機から、囲いをした裏庭で坐って る人が読んでいる電子乃至紙のニュースの題目を認識することが可能である）とも評されている。
See 
一〇七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
e.g., John V
illasenor, “P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations F
rom
 A
bove : U
nm
anned 
A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 494.
一方、後に連邦航空局の規制の箇所（第二節）で触れるように、政府機関に対する航空の安全という問題点も存する。
（
110）
See e.g., Jonathan O
livito, 
“B
eyond the F
ourth A
m
endm
ent : L
im
iting D
rone Surveillance T
hrough the C
onstitutional 
R
ight to Inform
ational P
rivacy ”
,supra at680.  また、コモン・ローに基づく救済においては、被害者による損害の立証が
必ずしも容易ではない点も指摘されるところである。
See e.g., G
eoffrey C
hristopher R
app, 
“C
O
M
P
L
Y
IN
G
 A
N
D
 F
L
Y
IN
G
: 
L
E
G
A
L
 A
N
D
 T
E
C
H
N
IC
A
L
 IS
S
U
E
S
 R
E
L
A
T
IN
G
 T
O
 T
H
E
 O
P
E
R
A
T
IO
N
 O
F
 U
N
M
A
N
N
E
D
 A
E
R
IA
L
 S
Y
S
T
E
M
S
: 
A
R
T
IC
L
E
: U
N
M
A
N
N
E
D
 A
E
R
IA
L
 E
X
P
O
SU
R
E
: C
IV
IL
 L
IA
B
IL
IT
Y
 C
O
N
C
E
R
N
S A
R
ISIN
G
 F
R
O
M
 D
O
M
E
ST
IC
 L
A
W
 
E
N
F
O
R
C
E
M
E
N
T
 E
M
P
L
O
Y
M
E
N
T
 O
F
 U
N
M
A
N
N
E
D
 A
E
R
IA
L
 SY
ST
E
M
S
” 85 N
. D
ak. L
. R
ev. 623, 643
─
4 （
2009 ）.
（
111）
See e.g., T
roy R
oberts, “O
n T
he R
adar : G
overnm
ent U
nm
anned A
erial V
ehicles and their E
ffect on P
ublic P
rivacy 
Interests from
 F
ourth A
m
endm
ent Jurisprudence and L
egislative P
olicy P
erspectives
”, supra, at 494.
第一章第二節
や上記でも触れたように、アメリカ合衆国市民は、自宅の庭でくつろいでいても無人機の目に入った姿が逐
一デジタル化され、当該情報全てが巨大なサーバへと蓄積 可能性が生じていて、プライヴァシー侵害について大きく懸念されていると指摘されているから、かかるアプローチは自然であろう。猶、無人機がイス ム過激派等を標的とする際に民間人が巻き添え なっている点に関連して、無人機の巡回音が聞こえると住民は怯え、かかる不安がパキスタンなどの開発の遅れた過疎地域の経済活動を更に悪化させる結果を招いているとも指摘される（谷口長世「無人機攻撃の国際的規制は可能か」 『世界』二〇一三年一二月号一三二─三頁 ど） 。かかる場合には、プライヴァシー侵害以上の法益が侵害され得るものと思われるが、本稿の検討の射程 超える。
また、無人機により個人情報が継続的に監視・記録され、個人の生活の全体像が暴かれることが予期される結果、人々
の関係性を深める自由や表現の自由が萎縮することにな （個人と政府との関係 変化する） も指摘されている。
See 
e.g., Jonathan O
livito, “B
eyond the F
ourth A
m
endm
ent : L
im
iting D
rone Surveillance T
hrough the C
onstitutional R
ight to 
Inform
ational P
rivacy
”, supra at 679. メディア等が無人機を用いて情報を収集しようとする結果、個人のプライヴァシーが
侵害されることがあるが、この場合、民事責任上 コモン・ロー おけるプライヴァシ 侵害として ⅰ
 一人でじっとし
一〇八
ていることへの侵襲、ⅱ
 私事を公に晒すことの二類型が認められることが多く、情報を収集する自由の面で修正第一条が議
論されることもある。
See e.g., John V
illasenor, “P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations 
F
rom
 A
bove : U
nm
anned A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 498
─
.
（
112）
第一章第二節
で触れたように、無人機によるテロリスト攻撃については、テロリストの活動に破壊的なダメージを与え
ることが出来、アメリカ合衆国を守るための人道的で的確な手段であるといった肯定的評価も存するものの、誤爆により一般市民が巻き添えになる点については、批判が大きい（議論情況として、
See e.g., B
rian G
lyn W
illiam
s, P
redators, 2013, 
P
otom
ac B
ooks,U
nited States of A
m
erica,pp.169
─
, 205
─
. ） 。この点で、無人機による攻撃を正当化するために、アメリカ合
衆国のデュー・プロセス原理の適用を主張する者は、アメリカ合衆国憲法第五修正の、政府は法の正当な手続なくして人々の生命を奪ってはならないという規定を根拠とす こともある。これについて、
H
am
di v. R
um
sfeld
事件（
542 U
.S. 507 （
2004 ）. 
文献として、中村良隆「海外法律事情
 アメリカ刑事法の調査研究（
105 ）
H
am
di v. R
um
sfeld, 542 U
.S. 507 （
2004 ） 」 『比較法
雑誌』第三九巻第三号二〇一頁─一九頁（平成一七年） 、駒村圭吾「テロとの戦 と人身保護請求──
R
asul v. B
ush, 124 S. 
C
t. 2686 （
2004 ）
; H
am
di v. R
um
sfeld, 124 S. C
t. 2633 （
2004 ） ; R
um
sfeld v. P
adilla, 124 S. C
t. 2711 （
2004 ） 」 『アメリカ法』二
〇〇六年一号（平成一八年）四〇頁以下、四五頁以下、松本哲治「 『テロとの戦争』と合衆国最高裁判所二〇〇一─二〇〇七」『国民主権と法の支配〔上巻〕 』 （平成二〇年
　
成文堂）一九八頁以下、富井幸雄「
T
argeted K
illing
の合憲性（下） 」 『法学会
雑誌』第五四巻第二号［平成二六 ］八六 ）におけ
C
larence T
hom
as
判事の反対意見は示唆に富むと評されてい
る。即ち、
H
am
di v. R
um
sfeld
事件の相対多数意見は、 政府に拘禁（拘留）された市民は、 当該拘禁の根拠について告知され、
また、中立的な決定者の前で当該拘禁に異議を述べる機会を付与されるべき権利がある旨を述べたが、
T
hom
as
判事の反対
意見は、二〇〇二年のＣＩＡによる、イエメンのアル・カーイダに対する無人機攻撃について論じ、相対多数意見の立場を徹底するならば、アメリカ合衆国の執行機関員はターゲットに対して攻撃の告知をし、殺される前に反応する機会を与えべきであるということに ると示唆した。かかる主張は、政府のテロリストへ 不合理な攻撃に対して、デュー・プロセスによる統制を課す めの背理法として述べられていた であろうが、ターゲッ を殺害するという極端な事例に適用される場合でも、デュー・プロセス原 は活き いると解釈する見解も存したとされ のデュー・プロセス原理が合衆国の無人機によ 殺傷に適用され べ であ いう考え方 無人機の発動の適法性 巡る議論に重要な貢献をして
一〇九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
いると評された。デュー・プロセス原理を無人機による襲撃についての道標とするという立場に対しては、テロリストへの攻撃が起こってから当該殺人について裁判所による統制を及ぼすことになり、事前統制にならないという評価も存したけれども、デュー・プロセスによるコントロールはターゲットの決定に際する指針となり得るという反論も存したところである（See e.g., C
arla C
randall, 
“R
E
A
D
Y
…
F
IR
E
…
A
IM
 ! A
 C
A
SE
 F
O
R
 A
P
P
L
Y
IN
G
 A
M
E
R
IC
A
N
 D
U
E
 P
R
O
C
E
SS P
R
IN
C
IP
L
E
S 
B
E
F
O
R
E
 E
N
G
A
G
IN
G
 IN
 D
R
O
N
E
 ST
R
IK
E
S
”
 supra at 74
─
5. ） 。
また、ヨーロッパ人権裁判所
M
cC
ann and O
thers v U
nited K
ingdom
は、無人機による攻撃に関して、人権規約第二条の
目的を達成するために比例性の要件が必要であると述べ、更にイスラエル高等法院（最高裁判所）は、
H
C
J769/02
において、
①ターゲットに指定する前に法執行機関は充分な根拠がある情報を有している必要があり、②当該テロリストが提示する脅威を除去するための他に有害でない方法があるのであれば、当該テロリストをターゲット してはなら い、③攻撃の後に、ターゲットの特定と彼への攻撃 ついて 情況の正確性について独立の調査がなされるべきである、④当該攻撃は、近辺無実の市民に過度な害を与えてはならな 旨判示しており、
A ターゲットの選定、
B 攻撃の絶対的必要性という二段階に
分かれた混合モデルによっているとされる（
L
ydia de B
eer, U
nm
anned A
ircraft System
s （
D
rones ）
and L
aw
, supra, at 28
─
9. 
Id., at 34. は、学者の基準は区々に分かれており、無人機による暗殺に対する基準についてコンセンサスは形成されていない
と述べる） 。
しかし、このような論点の検討も本稿の射程を超える。
（
113）修正第四条の重要な目的の一つにプライヴァシーの保護がある（例えば、新保史生『プライバシーの権利の生成と展開』［平成一二年
　
成文堂］一八七頁は、捜査機関による捜索・押収に伴うプライヴァシーの侵害や政府による個人情報［記録］
の収集等の公権力によ 情報の収集に対して、個人が当該情報をコントロールする権利を保障す ため 、自己情報コントロール権としてのプライヴァシー 権利が主張されて来たと捉え 。猶、憲 上 プライヴァシー権が承認されるのは、後に触れる通り一九六〇年代であるが、通信の秘密 侵 につ 、以下で触れるウォーレン・ブランダイス論文以前より争われていた。石井夏生利『個人情報保護法の理念と現代的展開』 ［平成二〇年
　
勁草書房］一二二─三頁など） 。この点、
アメリカ合衆国におけるプライヴァシーの概念は多義的である（ダニエル・Ｊ・ソロ ヴ［大谷卓史
　
訳］ 『プライバシー
の新理論』 ［平成二五年（原著二〇〇八年 みすず書房］一頁以下、六二頁以下、二四七頁、名和小太郎『個人データ保護』
一一〇
［平成二〇年
　
みすず書房］三頁
 、ＮＴＴデータ技術開発本部システム科学研究所編『サイバーセキュリティの法と政策』
［平成一六年
　
ＮＴＴ出版］一〇〇頁以下［小向太郎］など。 「日本国憲法研究
　
第一〇回・プライバシー［座談会］ 」 『ジュ
リスト』第一四一二号［平成二二年］一〇五頁［阪本昌成］は、私人間の不法行為の議論と写真撮影が正当な手続を踏んでいるのかといった公権力の統制問題の議論とでは、プライヴァシーの切り込み方・突っ込み方が全く違うため、別問題として考えた方が良 と述べる） 。逆に言えば、プライヴァシーを説明しようとして提唱される諸概念は、単独ではプライヴァシーを一般的に説明することには成功していないものの、プライヴァシーについて深い考察を試みているものが多いため（See e.g., D
aniel J. Solve, “C
onceptualizing P
rivacy
”
 90C
al. L
. R
ev. 1087
─
, 1099 ［
2002 ］. ） 、総体としてプライヴァシーの内実
を深化させ いると言えよう。　
⑴
　
プライヴァシーの起源は、ユダヤ教の口伝律法（ 「隣人の窓の向かい側に壁を作るならば約二メートル以内に立てて
はならない」 ）や一八世紀のサミュエル・ジョンソンの『英語辞典』等に求められている。そ 、
“to be let alone
”
 という
表現が最初に判例において用いられたのは 八 八年（ウィートン事件：
W
heaton v. R
ichard ）においてであって、
R
ight
とは されておらず、私的領域へ 侵入という不法行為論的概念として用いられた。その後、一八八一年のドゥ・メイ事件（
D
eM
ay v. R
oberts ）においては、一歩進んで、プライヴァシーという表現（ 「プライヴァシーという私的領域への侵入」 ）
が明示的に使われた（依然不法行為として扱われており、 「プライヴァシー権」という権利の侵害行為とし 扱われたものではないとされる） 。　
⑵
　
一九世紀後半には、新聞報道が非常にセンセーショナルなものとなっており、加えて、後でも触れるように科学技術
の発達によってプライヴァシーに対する関心が高まってい 。このもとで 概念が形成されるに至った画期は、一八九〇年に刊行された、ウォーレンとブランダイ の手になる
 
“T
he R
ight of P
rivacy
”（ 『ハーヴァード・ロー・レ
ヴュー』第 九三号。邦訳「プライヴァシ の権利」 ［外間寛
　
訳］戒能通孝・伊藤正己『プライヴァシー研究』 ［昭和三七
年
　
日本評論社］二頁以下）であり、マス・メディア時代の到来によって社会的コミュニケーションのシステムが質的変化
を遂げた点に着目し、プライヴァシーを法的保護 値する利益・権利として浮上させた。そこにお ては、プライヴァシー権に関する一般的な原則として、①プライヴァシーの権利を理由として、公共・一般の利益となる事柄を公開することを妨げられてはならない、②名誉毀損の法の下でコミュニケーショ に対して免責が与えられている場合に、ある事柄が暴露さ
一一一
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
れた場合には、当該内容が私的性質のものであっても、プライヴァシー権の名の下にそれが妨げられることはない、③口頭の公開によるプライヴァシー侵害に対しては、実害がないならば法は救済を認めない、④本人による、または本人の同意に基づいて事実の公開が行われた時には、プライヴァシーの権利は消滅する、⑤暴露された事柄についての真実の抗弁は成立しない、⑥公開す 者に悪意がなかったことは抗弁とならないという点が掲げられた。
この論文以降、一九〇二年のロバーソン（
R
oberson v. R
ochester F
olding B
ox C
o. ）事件においてニュー・ヨーク州最高
裁判所は「プライヴァシーといった権利は存在していない」と述べ、ウォーレン・ブランダイス論文 基づく救済を認めず、当該対応は立法が妥当な領域であると結論付けたと ろ、批判を世論・新聞業界等から受けたため、ニュー・ヨーク州は氏名・肖像等を無断で営利目的 使用す ことは軽犯罪を構成するという特別法を一九〇三年に制定した。そして、一九〇五年のペイプジック事件（
P
avesich v. N
ew
 E
ngland L
ife Insurance C
o. ）において、ジョージア州最高裁判所は、原告のプラ
イヴァシー権が侵害されたとの理由で損害賠償を認めた。　
⑶
　
法的権利としてのプライヴァシーの権利が明確でないといった批判はウォーレン・ブランダイス論文後も提起されて
おり、また、第二次世界大戦後に 権 関する判例が多様 発展したため、整理の要が生じ、一九六〇年のプロッサーの論文（ 『プライヴァシー』 ）で、ⅰ
 私的な生活状態への侵入、ⅱ
 私的事実の公開、ⅲ
 一般人に誤った印象を与え
るような事実 公表、ⅳ
 冒用の四類型が提唱され、大きな影響力を有した。また、一九六〇年代にアメリカ合衆国におい
て情報化の進展 コンピュータの普及・性能向上 背景事情としての政府職能の拡大等に伴い 新た タイプのプライヴァシー侵害が問題となり、従前 「一人で放っておかれる権利」という消極的な捉え方では不充分であって「自己に関する情報の流れをコントロールする権利」という積極的な定義をすべきであ との見解が主張され 多く 賛同を得た。加えて、アメリカ合衆国ではこの一九六〇年代の時期に、プライヴァシー権を人間の尊厳 結び付ける主張が学説上提起された（ロッサーの関心が不法行為におけ プライヴァシー概念の整理にあり、公法上 プライヴァシー概念や個人情報との関連性はその視覚から脱落していたため、プロッサー 異なる意味でプライヴァシー権を保障する理由が問われるようにな たことや、国家─個人及び個人同士 相互依存性が高い社会 至 たことも 「一 放っておか る権利」や「秘密 保持する権利」に止まらず、 「自己の情報をコントロールする権利」 ・ 「憲 保障してい 様々な権利・自由 享受 めの前提となる ・ 「個人の尊厳・自由を維持する に欠かせな 基本的権利」 いった包括的な内容・多元的な側面を持つ権利
一一二
してプライヴァシーの権利を理解することを促した） 。　
⑷
　
そして、一九六五年のグリスウォルド事件連邦最高裁判決は、プライヴァシー権を最初に「憲法上の権利」として承
認し、夫婦間でいつ子どもを作るか、或いは作らないかについて決定することは、夫婦間のプライヴァシーに属する他人の介入を許さない私的領域の権利であると判示した（
G
risw
old v. C
onnecticut, 381 U
S 479 （
1965 ）. ） 。本件は、意思決定への介
入に対する保護についての事案であるから プライヴァシーという語で説明 適切ではないという意見も存したが、情報プライヴァシー 深く関係しているとも主張され、また、他者の立ち入りから自由であるべきと信じて る領域の侵襲にも関係しているとも説かれて る（猶、緑大輔「無令状捜索押収と適法性判断
 ⑴」 『修道法学』第二八巻第一号［平成一
七年］一七〇─一頁参照） 。とまれ、本件 プライヴァシーの権利は、初めて憲法上の権利として承認され、更に、
R
oe v. 
W
ade, 410U
. S. 113. で、自律権としてのプライヴァシーの権利が承認された。
　
⑸
　
紆余曲折は認められるものの、かかる形でアメリカ合衆国においてプライヴァシー権は学説上も判例上も進展を見て
いるが、その根拠については、例えば、①合衆国憲法修正第四条説（公権力が私的領域に侵入して来る いう、プライヴァシー権侵害から個人を保護するという公法的側面を特に強調す 見解であるが、民間対民間のプライヴァシー権侵害は直接の対象とならないなど、一般性にお て欠けるところがあるため、近代的意味におけるプライヴァシー権を包括的に捕捉しているとは言い難い等と批判されている） 、②修正第五条及び第一四条説（修正第五条は 「何人も適正な手続によらずして生命・自由または財産を奪われることはない」 修正第一四 は、 「州は、何人からも適正な手続によらず 、その生命・自由または財産を奪ってはな ない」と定め おり［ 五条は連邦の立法に適用 修正第一四条は州 法に適用される］ 、前出の
R
oe v. W
ade
事件［一九七三年］において、修正第五条及び第一四条のデュー・プロセス条項によってプライ
ヴァシーの権利が保障されると判示された）などが主張されており、現在、 上のプライヴァシー に関する審査は、主たる根拠条文とされている修正第五条及び第一四条に基づく実体的デュー・プロセス理論 基づいて行われているのが大勢であるとされる（青柳武彦『情報化時代のプライバシー研究』 ［平成二〇年
　
ＮＴＴ出版］二二頁以下、樋口範雄『アメリカ
憲法』 ［平成二三年
　
弘文堂］二八六─七頁など。新保史生・前掲書『プライバシーの権利の生成と展開』七一頁以下、岡村
久道・新保史生『電子ネットワークと個人情報保護』 ［平成一四年
　
経済産業調査会］四四─五頁は、①憲法上の単一条項に
根拠を見出す説 修正第一条説・第三条説・第四条説・第五条説・第九条説など］ ②憲法上の複数条項 根拠を見出す説
一一三
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
［修正第四条及び第五条説、修正第五条及び第一四条デュー・プロセスの自由説、半影論説など］ 、③憲法典以外に根拠を見出す説［自然法説・慣習法説・個人の尊厳説など］に分類する。いずれにせよ、以下で触れる通り、通信の秘密の侵害等については、修正第四条と関わり、憲法上の根拠付けに困難はなかった） 。　
⑹
　
このように、アメリカ合衆国におけるプライヴァシーは、人格的価値も経済的価値も含み、公法的側面・私法的側面
いずれにも関わるなど、多義的な拡がりを持つ概念であると認識されている。そして、二〇世紀後半以降は、コンピュータによる大量の情報処理が本格化し、更に電子ネットワークの活用により個人情報収集が飛躍的に容易となったため 個人情報保護に対して、従前のマスメディアプライヴァシー（一人で居させて貰う権利）やコンピュータプライヴァシー（自己情報コントロール権）とも質的に異なるリスクを伴う、ネットワークプライヴァシー・オンラインプライヴァシーという観念も認識され始めている。ここにおいては、電子的な痕跡として 個人情報が常 記録されており、個別断片的な個人情報が、電子ネットワーク よっ 個人情報の集合へと化体させられ得るに至っていて、ⅰ
 コンピュータのネットワーク化により
データベース化・記録のデジタル化が進んで記録シ テム全体の検索・複製・移転 可能と り、記録が消去されずに別の時間・場所で集積 た記録と結合される ⅱ
 データベースにおいて、如何なる情報が収集され、誰がアクセスしているの
かについて、情報主体は知らない等の点で、プライヴァシーに対する影響が大きいと指摘されているのである。かかる事態を踏まえて、合衆国では、児童オンライン・プライヴァシー規制の改正やモバイル・デバイス おける個人情報の取扱いについての規制等に関して、近時進展が見ら る（第三章をも参照） 。
伊藤正己『プライバシーの権利』 （昭和三八年
　
岩波書店）二四頁以下、奥平康弘「情報化社会」 『未来社会と法』 （昭和
五一年
　
筑摩書房）三二八頁以下、四〇四頁以下、椎橋隆幸「捜査の科学化」 『ジュリスト』第八五二号（昭和六一年）八五
頁以下、平川宗信「プライバシーの保護」同書五八頁以下、阪本昌成『プライヴァシー権論』 昭和六一年
　
日本評論社）序
章、堀部政男・永田眞三郎編著『情報 時代の法学入門』第一章 節［堀部政男］ 、新保史生・前掲書『プライバシーの権利の生成と展開』第一部、岡村久道・新 史生・前掲書『電子ネットワーク 個人情報保護』第二章 第一三章、五十嵐清『人格権法概説』 （平成 五年
　
有斐閣）一九四頁以下、青柳武彦・前掲書『情報化時代のプライバシー研究』一八
頁以下、佐藤幸治『現代国家と人権』 （平成二〇年
　
有斐閣）第四章Ⅶ、松前恵環「位置情報技術とプライバシーを巡る法的
課題─ＧＰＳ技術 利用に関する米国の議論を中心に」堀部政男編・前掲書『プライバシー・個人情報保護の新課題』二四
一一四
二頁以下、宮下紘『個人情報保護の施策』 （平成二二年
　
朝陽会）一九頁以下、山本龍彦「プライバシーの権利」 『ジュリス
ト』第一四一二号（平成二二年）八〇頁以下、前掲・ 「日本国憲法研究
　
第一〇回・プライバシー［座談会］ 」九一頁以下、
鈴木康彦『アメリカ憲法概説』 （平成二四年
　
冬至書房）
　
一四〇頁以下、名和小太郎・前掲書『個人データ保護』三頁以
下、高橋義人「パブリック・フォーラムとしての公共空間における位置情報と匿名性」 『琉大法学』第八八号（平成二四年）一六七頁以下、宮下紘「アメリカ・プライバシー 最前線」 『時の法令』第一九三二号（平成二五年）三七頁以下
 ; D
aniel 
J. Solove, M
arc R
otenberg, P
aul M
. Schw
artz, P
rivacy, Inform
ation, and T
echnology, 2006, A
spen P
ublishers,Inc., U
nited 
States of A
m
erica, 8
─など。
（
114）区々に追跡せずに、被疑者を無期限で監視することも可能であろう。
（
115）
J. T
yler B
lack, “O
ver Y
our H
ead, U
nder the R
adar : A
n E
xam
ination of C
hanging L
egislation, A
ging C
ase L
aw
, and P
ossible 
Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, supra at 1831
─
2.  他に、ⅲ
 小型で、機能が増幅されたカメラ・音声収集装
置などを搭載した無人機で、 都市の外れの山火事等の場面に向かう（一般市民の監視には用いない）という事例も掲げられる。
（
116）アレグザンダー・スティルウェル［角敦子
　
訳］ 『図解追跡捕獲実戦マニュアル』 （平成二五年
　
原書房［原著二〇一二］ ）
一〇頁、二〇三頁以下などをも参照［集中的な捜索、偵察、被疑者 対する尾行・追跡、 等を活用事例として掲げる］ 。
（
117）訳は、 基本的に、 初宿正典・辻村みよ子編『新
　
解説世界憲法集
　
第二版』 （平成二二年
　
三省堂［野坂泰司
　
訳］ ）に拠った。
（
118）
See e.g., A
joke O
yegunle, “D
rones in the H
om
eland : A
 P
otential P
rivacy O
bstruction U
nder the F
ourth A
m
endm
ent　
A
nd the C
om
m
on L
aw
 T
respass D
octrine
”
 21C
om
m
 L
aw
 C
onspectus 365
─
, 377 （
2013 ）.
（
119）井上正仁『強制捜査と任意捜査』 （平成一八年
　
有斐閣）二三頁以下、同「令状主義の意義」井上正仁・酒巻匡編『刑事訴
訟法の争点』 （平成二五年
　
有斐閣）七四頁、渥美東洋『全訂刑事訴訟法［第二版］ 』 （平成二一年
　
有斐閣）八八頁［不合理
な捜索・押収の禁止と、一般令状の禁止という歴史的な二つの狙いが込められているとする］など。緑大輔・前掲「無令状捜索押収と適法性判断
 ⑴」一六一頁は、修正第四条の立案者達は、単に手続的に一般令状を禁止することのみならず、実体
的な権利の保護を担うことを企図していたのではなかろうかとする。
（
120）
116U
.S.616 （
1886 ）.  被告人（
B
oyd ）を有罪とするための証拠として、輸入した板ガラスの数量が記載された送り状の提出
を裁判官が被告人に対して要求したが、 連邦最高裁は、 当該提出命令が修正第四条及び第五条に違反 とし、 両修正条項は、
一一五
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
政府による全ての侵害から、個人の住居の神聖と生活における種々のプライヴァシーを保護するものであると述べた。本判決では、修正第四条 合理性条項の内容を決定するために修正第五条が一つの基準の役割 果た ものであるとされ、修正第五条は修正第四条を補強してプライヴァシーの権利を保障しようとするもので、修正第四条説のヴァリエーションであるとも解されている。新保史生・前掲書『プライバシーの権利の生成と展開』一八八─九頁など。
（
121）本判決は明文の規定を欠くにもかかわらず、違法収集証拠を排除する論理として、修正第四条の不合理な捜索・押収を受けない権利を修正第五条の自己負罪拒否特権とパラレルに措定することを示したが、そ 際 連邦最高裁は、大要、 「自然法上の財産権はコモン・ローの実質であり、修正第四条の合理性条項によって憲法上も保障されたものであって、この権利により私文書その他一定の私的財物は犯罪の証拠の収集を行う国家から絶対的に保障され 」 （
B
radley
判事）と述べており、
修正第四条を、刑事手続の文脈における「実体的権利として 財産権」を保障する条項 して認識していたことが読み取れるとされる。緑大輔・前掲「無令状捜索押収と適法性判断
 ⑴」四三二─三頁など参照。
（
122）
See e.g., W
A
Y
N
E
 R
. L
aF
A
V
E
, SE
A
R
C
H
 A
N
D
 SE
IZ
U
R
E
 A
 T
reatise on the F
ourth A
m
endm
ent, 4th ed., V
olum
e1, 2004, 
W
est, a T
hom
son business, pp. 422
─ ; O
tis H
. Stephens, R
ichard A
.G
lenn, U
N
R
E
A
SO
N
A
B
L
E
 SE
A
R
C
H
E
S A
N
D
 SE
IZ
U
R
E
S, 
2006, A
B
C
-C
L
IO
, Inc., U
nited States of A
m
erica, pp. 144
─ ; Susan M
oore, 
“D
oes H
eat E
m
anate B
eyond the T
hreshold?: 
H
om
e Infrared E
m
issions, R
em
ote Sensing, and the fourth A
m
endm
ent T
hreshold
”
 70C
hi-K
ent L
. R
ev. 803 （
1994 ）
; Sue 
C
arter C
ollins 
“K
atz v. U
nited States
”
 C
rim
inal P
rocedure and the Suprem
e C
ourt, edited by R
olando V
. D
el C
arm
en &
 
C
raig H
em
m
ens, 2010, R
ow
m
an &
 L
ittlefield P
ublishers, Inc., U
nited States of A
m
erica, pp. 9
─ ; T
arik N
. Jallad, “R
E
C
E
N
T
 
D
E
V
E
L
O
P
M
E
N
T
 : O
ld A
nsw
ers to N
ew
 Q
uestions : G
P
S Surveillance and the U
nw
arranted N
eed for W
arrants
” 11 N
.C
. 
J.L
. &
 T
ech. 351, 353
─（
2010 ）
; J. K
. P
etersen, H
andbook of Surveillance T
echnologies, 3rd.ed., 2012, B
oca R
aton, F
L
 : C
R
C
 
P
ress,N
ew
 Y
ork, pp. 118
─
, 561
─ ; Stephen J. Schulhofer, M
ore E
ssential T
han E
ver, 2012, O
xford U
niversity P
ress, pp. 93
─ ; 
田宮裕編著『刑事訴訟法Ⅰ』 （昭和五〇年
　
有斐閣）一四五頁以下［田宮裕］ 、田中英夫＝藤倉皓一郎『英米判例百選
1　
公
法』 （昭和五三年
　
有斐閣）一七六─七頁［山中俊夫］ 、田宮裕『演習
　
刑事訴訟法』 （昭和五八年
　
有斐閣）六四頁以下、山
名京子「科学捜査とプライバシーに関する一考察（一） 」 『関西大学法学論集』第三三巻第六号（昭和五九年）一七頁以下、井上正仁『捜査手段としての通信・会話の傍受』 （平成九年
　
有斐閣）六頁以下、安富潔『ハイテク犯罪と刑事手続』 （平成
一一六
一二年
　
慶應義塾大学出版会）二二頁以下、緑大輔・前掲「無令状捜索押収と適法性判断
 ⑴」一五二頁─、堀田周吾「任意
捜査の相当性判断に関する一考察」 『法学会雑誌』第四七巻第一号（平成一八年）二一頁以下、石井夏生利・前掲書『個人情報保護法の理念と現代的展開』一二一頁以下、名和小太郎・前掲書『個人データ保護』 二一頁以下、大野正博「プライヴァシーの合理的期待」 『朝日法学論集』第三六号（平成二一年）五五頁以下、中野目善則「プライバシーの合理的期待の観点からする 活動の規律 中央ロー・ジャーナル』第八巻 二号（平成二三年）八四頁以下、眞島知子「アメリカ合衆国におけるＧＰＳを使用した犯罪捜査」 『中央大学大学院研究年報』第四一号（二〇一二年二月）二一七頁以下、ダニエル・Ｊ・ソロー ［大谷卓史
　
訳］ ・前掲書『プライバシーの新理論』八一頁以下、一四八頁以下など。
（
123）
277U
. S. 438 （
1928 ）.
（
124）一九二〇年代においては、修正第四条によって与えられた人・家等に関する特別の保護は
open fields
には及ばず、国税庁
取締官が被疑者の土地に不法に侵入し、被疑者を処罰するための行為を観察していた場合も捜索には該当しない（
H
ester v. 
U
nited States, 265U
. S. 57 （
1924 ）. ） 、沿岸警備隊の船がモーターボートの甲板をサーチライトで照らした場合に公海における
捜索に該当しない（
U
nited States v. L
ee, 274U
. S. 559 （
1927 ）. ）といった判示がなされていた。
（
125）宮下紘「ルイス・ブランダイスのプライバシー権」 『駿河台法学』第二六巻第一号（平成二四年）九一頁以下など参照。
（
126）そして、
K
atz
判決を受けて、連邦議会は、一九六八年総合的犯罪防止及び街路の安全に関する法律を制定し、そこでは、
有線及び口頭の会話におけるプライヴァシー保護と、統一 基準による有線・口頭の会話の傍受が正当化される情況・条件の確定が目指された。
（
127）
See e.g., P
aul M
cB
ride, 
“B
eyond O
rw
ell : T
he A
pplication O
f U
nm
anned A
ircraft System
s In D
om
estic Surveillance 
O
perations
”, supra at 640
─
1.
O
rin S. K
err, “F
our M
odels of F
ourth A
m
endm
ent P
rotection
”
 60Stanford L
. R
ev. 503
─（
2007 ）は、連邦最高裁はプライ
ヴァシーの期待における合理性判断を単一の基準で判断していないが、それは、連邦最高裁が「プライヴァシーの合理的期待」という名の下に、ⅰ
 蓋然性モデル（良識ある人間がプライヴァシーを保持すると予想し得る公算の程度がメルクマール
となり、社会の実態に着目する） 、ⅱ
 私事モデル（捜査機関等が憲法による保護に値するような私事に亘る情報を収集して
いるかがメルクマ ルとなり、プライヴァシーの侵襲それ自体に着目する。後 触れる
D
ow
 C
hem
ical C
o
判決や
K
aro
判決
一一七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
などはこのモデルと同じであるとする） 、ⅲ
 実定法モデル（捜査機関の行為を禁止・制約している実定法があるか否か、収
集された情報に一般人が適法にアクセス出来るか否かがメルクマールとなり、かかる財産侵害をファクターとするモデルは修正第四条の沿革とも馴染み、
R
iley
判決、
D
ow
 C
hem
ical C
o
判決の反対意見などが本モデルを主張しているとする） 、ⅳ
 
政策モデル（修正第四条が当該政策を規制しているか否かをメルクマールとし、捜査機関の行為等を規制しないことによって市民の自由に障碍となるのであれば、当該行為はプライヴァシーの合理的期待を侵害してい ことになると捉える。
K
yllo
判決や
Sm
ith v. M
aryland
判決などがこのモデルの例で、プライヴァシーの合理的期待基準は、捜査機関等の活動を制約す
るか否かについての規範的な政策選択を反映してい 捉え ）という四つの異なったアプローチを情況に応じて適宜選んでい （単一の基準で一貫させる は出来ないとする）ためであ とする。
一方、堂々巡りの面はあるものの、
K
atz
判決の長所は、警察の科学技術による侵襲にもかかわらず、家主の放っておい
て貰う権利を裁 所が直接保護することを認めた点にあるとも主張され 。
See e.g., J.T
yler B
lack, “O
ver Y
our H
ead,U
nder 
the R
adar : A
n E
xam
ination of C
hanging L
egislation, A
ging C
ase L
aw
,and P
ossible Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone 
P
uzzle
”, supra at 1879 ［但し、多くの論者は、
K
atz
を実用的でない基準と批判していると評価する。
Id., at 1880. ］.
（
128）
O
lm
stead
判決においては、修正第四条について実体的権利の保障の内容を確認することによって、捜索・押収から保護さ
れる範囲を確定するという判断手法を用 いたが、
K
atz
判決以降、連邦最高裁が修正第四条の事案を審査するに際しては、
まず、①プライヴァシーの合理的期待の有無を判断す で、修正第四条で保障される資格の有無 審査し、保障される資格があると判断された場合には、②当該捜索・押収について相当な理由や同意の有効性、緊急事態の有無などの正当化事由の有無 審査されるという形式 なったと指摘される。緑大輔・前掲「無令状捜索押収と適法性判断
 ⑴」一六五─六頁、
一七五頁。
（
129）従って、裁判所による適用には不確実性が見られ、
K
atz
判決前の基準は、公正でないかも知れない 裁判所による推論に
とって役立つ道具であったが、それに比べると、
K
atz
のプライヴァシーの合理的期待という基準は適用が難しいとも評され
たのである。
（
130）既に触れたように 翌一九六八年に、議会によって総合的犯罪防止及び街路の安全に関する法律第Ⅲ編において、特定の手続を除く傍受・電子監視を禁じる定めが制定されたので
K
atz
の判示は、警察による個々の電子監視捜査にとって重要で
一一八
はなくなったが、捜索・押収に関する修正第四条の権利についての将来の適用を潜在的に変えるという観点などから、その重要性は依然衰えなかったと評される。
（
131）連邦最高裁は、一九八四年
O
liver v. U
nited States, 466 U
.S. 170 （
1984 ） において、憲法修正第四条の保障は、公衆の目に
晒された
open fields
には及ばないという
H
ester v. U
nited States （
1924 ） の判示を再確認し、
open fields
における無令状捜
索は修正第四条に違反しないとした。そして、後に触れる
D
ow
 C
hem
ical C
o. v. U
nited States, 476 U
.S. 227 （
1986 ） は、当
該事案内における工場内の敷地は
curtilage （庭・宅地・住居隣接地）ではなくて
open fields
に近く、上空からの写真撮影等
は修正第四条の捜索に 該当しないとした。一方、
C
alifornia v. C
iraolo, 476 U
.S. 207 （
1986 ） では、住居の裏庭が
curtilage
に該当するとしても、人々が接近 得る場所からの観察 ついては令状は不要であるとされた。第二款参照。
（
132）また、プライヴァシーの主観的期待自体、情況によっては修正第四条に基づく保護にとって不適切なファクターを加えることになるとも評されているし、裁判所は
K
atz
の二つの基準を区分しないことがしばしばであるため、主観的期待を独立
のファクターとしては重視して来なかったとも論じられている。
（
133）
442 U
.S. 735 （
1979 ）.  捜査機関が脅迫・猥褻電話の被疑者を突き止め、電話会社に対して、被疑者宅の電話からダイヤルさ
れる電話番号を記録するペン・レジスターを設置させ、被害者宅への通話があ ことを確認した上 、被疑者宅を捜索し、被害者の氏名・電話番号が記載 頁が折られている電話帳を押収 たという事案である。大野正博・前掲 「プライヴァシーの合理的期待」八五頁以下、渥美東洋編『米国刑事判例の動向Ⅳ』 （平成二四年
　
中央大学出版部）二九〇頁以下［柳川
重規］など。
（
134）
Sm
ith
判決の基底にあるリスクの引き受けという理論は、プライヴァシーに対する社会の現実の期待には適合しないと
いう指摘も見られるところである。
See e.g., M
arc M
cA
llister, 
“T
he F
ourth A
m
endm
ent A
nd N
ew
 T
echnologies : T
he 
M
isapplication O
f A
nalogical R
easoning
”, 36 S. Ill. U
.L
. J. 475, 521 （
2012 ）.
（
135）
W
A
Y
N
E
 R
. L
aF
A
V
E
, SE
A
R
C
H
 A
N
D
 SE
IZ
U
R
E
  A
 T
reatise on the F
ourth A
m
endm
ent, 4th ed., V
olum
e1, supra at 439.
（
136）
480 U
.S. 709 （
1987 ）.
（
137）
486 U
.S. 35 （
1988 ）.
（
138）
529 U
.S. 334 （
2000 ）.
一一九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
（
139）川出敏裕「物の占有とプライバシー」 『研修』第七五三号（平成二三年）五─六頁、 小木曽綾「無令状の捜索・押収」 『中央ロー・ジャーナル』第三巻第二号（平成一八年）九─一一頁などをも参照。
（
140）
G
reenw
ood
連邦最高裁判決は、遺留物について財産権的アプローチでなく、プライヴァシー権的アプローチを採ったが、
その中で法廷意見は、置かれた物の状態は精査せずに公道に置かれたという点に着目して形式的に一般人のアクセス可能性を検討しているのに対して、反対意見は置かれた物が封緘されている点にも着目して、一般人が実質的にアクセスし得るかを判断しているように理解出来るとも主張されている。 そして、 法廷意見については、 財産権的アプローチでも説明可能であって、もし真に
K
atz
判決を前提とするならば、判決の認定方法は、ⅰ
 被告人が本件ごみ袋についてプライヴァシー保護を期
待し いたか否か、ⅱ
 当該本人の期待が社会的に見て「合理的か」という形になる筈であり、これらを認定する際に、被告
人が自らのプライヴァシー保護 ためにどのような行為を行っていたかを個別具体的に認定することが重要なファクタ になる筈であるけれども、法廷意見は、ごみ袋の置かれた場所にのみ拘泥し、ⅰ
 被告人がごみ袋についてなした行為（封緘・
不透明な袋）につ て評価せず、ⅱ
 当該被告人の封緘等の行為が社会的に見てプライヴァシー保護のために合理的かという
点を実質的には判断していない点は
K
atz
判決以後のプライヴァシー保護のアプローチから乖離しているように見えるので
はないかと論じられている。緑大輔 「刑事手続 おける遺留物の領置」 『修道法学』 第二七巻第二号 （平成一七年） 八七頁以下。
（
141）二〇〇一年テロ後の一〇年で合衆国においてハイテク監視システムは長足の進歩を遂げ、安全と引き換えに、合衆国市民はカメラによる監視等 慣れて まって る点は夙に指摘され ところである。ディナ・プリースト＆ウィリアム・アーキン［玉置悟
　
訳］ ・前掲書『トップシークレット・アメリカ』七頁、ティム・ワイナー［山田侑平
　
訳］ 『ＦＢＩ秘録
　
下』
（平成二六年
　
原著二〇一四年）三四一頁など。
See e.g., O
m
er T
ene and Jules P
olonetsky , 
“A
 T
H
E
O
R
Y
 O
F
 C
R
E
E
P
Y
: 
T
E
C
H
N
O
L
O
G
Y
, P
R
IV
A
C
Y
 A
N
D
 SH
IF
T
IN
G
 SO
C
IA
L
 N
O
R
M
S
”
 16 Y
ale J. L
. &
 T
ech. 59,76 （
2013 ） ［科学技術・経済・個人
の選択という三つのファクターが組み合わさって、プライバ に対する認識・社会の考え方を変えて行くと指摘する］
.
（
142）但し、ｅ
─メールの監視等については、近時、ＦＢＩのガイドラインにおいて一定の制約が課される等、自由と安全の間で
一定のバランスが図られている。ティム・ワイナー［山田侑平
　
訳］ ・前掲書『ＦＢＩ秘録
　
下』三四一頁など。
（
143）
533 U
.S. 27 （
2001 ）.
（
144）例えば、名和小太郎・前掲書『個人データ保護』一三四頁、一八四─五頁は、
K
yllo
判決によれば、捜査技術が公衆の利
一二〇
用するもの（公知）であれば、プライヴァシーは期待出来ない、新しい捜査方法であっても、それを政府がテレビや新聞で公表してしまえばその時点でそれは公衆の知るところとなり、従って公衆利用と解釈されるところとなると述べる。
（
145）
K
atz
の基準の下では、被告人が第三者に入手可能な情報を発していた場合は、当該被告人はプライヴァシーの期待を失
うことになり、この延長戦上で、科学技術が監視手段の高度化を見越して る以上、人のプライヴァシーに対する期待は徐々に減ることにな が、家に関する限り、
K
yllo
は
K
atz
の樹立した流れを覆したとも指摘される。
See e.g., P
aul M
cB
ride, 
“B
eyond O
rw
ell : T
he A
pplication O
f U
nm
anned A
ircraft System
s In D
om
estic Surveillance O
perations
”, supra at 641
─
2.
（
146）
K
yllo
事件においては、住居に関する科学機器・技術を用いた監視・証拠収集一般に適用される基準が示されていると評
するものとして、柳川重規「科学機器・技術を用いた捜索・差押え」 『現代刑事法』第五巻第五号（平成一五年）五一頁。
（
147）
第二款をも参照。
（
148）
468 U
.S. 705 （
1984 ）.  渥美東洋編・前掲書『米国刑事判例の動向Ⅳ』三二三頁以下［香川喜八朗］ 、鈴木義男編『アメリカ
刑事判例研究
　
第三巻』 （平成元年
　
成文堂）三六頁［大塚裕史］ 、檀上弘文「科学機器・技術を用いた行動監視の適法性と
プライヴァシー」 『法学新報』第一一二巻第一・二号（平成一七年）一九三頁以下など。
（
149）
460 U
.S. 276 （
1983 ）.  渥美東洋編・前掲書『米国刑事判例の動向Ⅳ』三一三頁以下［香川喜八朗］ 、 檀上弘文・前掲「科学機器・
技術を用いた行動監視の適法性 プライヴァシー」一九〇頁以下など。
（
150）ダニエル・Ｊ・ソローヴ［大谷卓史
　
訳］ ・前掲書『プライバシーの新理論』一五三─五頁、一九九頁、二一五頁。
D
aniel J. 
Solove, N
othing to H
ide, 2011, Y
ale U
niversity P
ress, U
nited States of A
m
erica, 99
─ も、連邦最高裁がプライヴァシーを完
全な秘密と同視して るため、捜査機関による情報収集の多くの形態が修正第四条の保護の外に置かれてしまい、プライヴァシーの合理的な期待という基準が修正第四条 範囲を拡げ 結果と っていない旨指摘する。
これに対して、
Stephen J. Schulhofer, M
ore E
ssential T
han E
ver, supra at7 は、最高裁はプライヴァシーを私事と同視
してはいない （同視すると、 他者に開示したいと思う情 を修正第四条は 切保護すべき ないということになる） とする （私事のみでなく、捜査機関による平穏侵害からも保護されるべきとする） 。
（
151）
See e.g., B
enjam
in J. P
riester, 
“F
ive A
nsw
ers and T
hree Q
uestions A
fter U
nited States v. Jones （
2012 ）, the F
ourth 
A
m
endm
ent “G
P
S case
””
 65O
kla. L
. R
ev. 491, 494 （
2013 ）.
一二一
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
（
152）
K
notts
の事案においては、警察は物理的に追跡している間に被疑者が逃げてしまわないようにビーパーを用いたのに対
して、
Jones
の事案においては、ＧＰＳ追跡装置によって、監視の間積極的に捜査官などが関与することなしに、約一ヶ月
の長きに亘って被疑者の行動一切を調査・記録したという点に両事案の違いがあるとされる。
See e.g., B
enjam
in J. P
riester,
“F
ive A
nsw
ers and T
hree Q
uestions A
fter U
nited States v. Jones （
2012 ）, the F
ourth A
m
endm
ent “G
P
S case
””, supra at 
517
─
8. See also, M
arc M
cA
llister, 
“T
he F
ourth A
m
endm
ent A
nd N
ew
 T
echnologies : T
he M
isapplication O
f A
nalogical 
R
easoning
”, supra at 492
─
3.
（
153）後述する
Jones
以前にＧＰＳ追跡を扱った裁判例の多数は、公然と移動する自動車の動きを監視する目的でＧＰＳ装置が
用いられる場合には、 被告人は当該移動においてプライヴァシーの合理的期待を持つことは出来ない 判示していた。
See e.g., 
M
arc M
cA
llister, “T
he F
ourth A
m
endm
ent A
nd N
ew
 T
echnologies : T
he M
isapplication O
f A
nalogical R
easoning
”, supra 
at 484, 485, 489.  我が国における研究として、 指宿信「ハイテク機器を利用した追尾監視型捜査」三井誠・中森喜彦・吉岡一男・
井上正仁・堀江慎司『鈴木茂嗣先生古稀祝賀論文集［下巻］ 』 （平成一九年
　
成文堂）一七七頁以下、松前恵環「ＧＰＳ技術
と公共の場におけるプライバシー」 『法とコンピュータ』
N
o. 27 （平成二一年）一〇三頁以下、清水真「自動車の位置情報把
握による捜査手法についての考察」 『法学新報』第一一七巻第七・八号（平成二三年）四五一頁以下、眞島知子・前掲「アメリカ合衆国におけるＧＰＳを使用した犯罪捜査」二二三頁以下、眞島知子「海外法律事情
 アメリカ刑事法の調査研究（
135 ）
U
nited States v. Jones 565 U
.S._, 132 S. C
t. 945 （
2012 ） 」 『比較法雑誌』 第四七巻第一号 （平成二五年） 二三二─三頁、 清水真 「捜
査手法としてのＧＰＳ端末の装着と監視・再論」 『明治大学法科大学院論集』第一三号（平成二五年） 七一頁以下など。
（
154）
565U
.S._, 132S. C
t. 945 （
2012 ）.
（
155）
Jones
判決については、
R
ichard M
. T
hom
pson
Ⅱ
“U
nited States v. Jones : G
P
S M
onitoring, P
roperty, A
nd P
rivacy
”
L
E
G
A
L
IT
IE
S O
F
 G
P
S A
N
D
 C
E
L
L
 P
H
O
N
E
 SU
R
V
E
IL
L
A
N
C
E
 edited by M
. Johnson,M
ichael J. R
odriguez, 2012, N
ova 
Science P
ublishers, Inc., N
ew
 Y
ork, pp. 51
─ など。
（
156）多数意見はコモンローにおける侵襲理論に依拠して、被告人の権利は、その合理的に期待されたプライヴァシーの領域が侵害されたか否かに厳密に依拠する ではなく、財産権も、被告人が捜査機関から自由でいる権利の範囲を定めるものであるとした。この財産権を基底としたアプローチの起源は、一八世紀イギリス 裁判例である、
E
ntick v. C
arrington, 95 E
ng.
一二二
R
ep. 807 （
C
. P
. 1765.  捜査機関員は一般令状を取得してはいたが、当該令状には捜索対象場所等の特定の記述が記載されて
いなかったという事案で、損害がなかったとしても許可なく官憲等が他者の所有地に入ることは許されない旨判示した）などに遡ることが出来、この理論がアメリカ合衆国に渡り、権利章典起草の際に参照されたのである。
See e.g., R
ichard M
. 
T
hom
pson
Ⅱ
“U
nited States v. Jones : G
P
S M
onitoring, P
roperty, A
nd P
rivacy
”, supra at 56.
（
157）
See e.g., B
enjam
in J. P
riester, “F
ive A
nsw
ers and T
hree Q
uestions A
fter U
nited States v. Jones （
2012 ）, the F
ourth 
A
m
endm
ent “G
P
S case
””, supra at 500.
（
158）
Scalia
判事は、連邦最高裁は、今日迄のところ、単なる視覚的な観察は捜索に該当しないという理解から逸脱してはいな
いと述べている。
Jones
判決の判示は、
K
atz
判決以降約四五年間の一連の捜索理論に初めて変化を与えたものである点は極めて興味深い
が、捜索理論に付加した範囲が狭い（現在、法執行機関は物理的侵襲がなくと 驚く程広く且つ深く捜査が出来る）ため、実務的な拡がりは極めて小さいと指摘する見解として、
See e.g., B
enjam
in J. P
riester, “F
ive A
nsw
ers and T
hree Q
uestions 
A
fter U
nited States v. Jones （
2012 ）, the F
ourth A
m
endm
ent “G
P
S case
””, supra at 497, 501.
（
159）また、どの程度長期間の監視だと捜索に該当するかについての基準が明確でない（ケース・バイ・ケースの判断となってしまうため捜索か否かの明確な線引きが難しい）とも指摘されている。
See e.g., M
arc Jonathan B
litz, 
“T
he F
ourth 
A
m
endm
ent F
uture of P
ublic Surveillance : R
em
ote R
ecording and O
ther Searches in P
ublic Space
”, supra at 34, 45
─
6.
（
160）また、既に触れた点と重なるが、ＧＰＳがナビゲーションシステムに予めインストールされている場合等、ＧＰＳ機器を捜査機関が取り付ける必要 い事例の場合は結論が違って来得るなど、判決の射程には一定の限定が存するであろう。
（
161）公衆に見える物を観察することに修正第四条の保護を及ぼさないというアプローチは捜索・押収に関する古典的な考え方と馴染むし、単純・明快である点 長所と評されている。他方、道端のカメラや無人機は 対象者の移動につい の証拠を取得するだけでなく、個人的な考えについての証拠をも取得し得るものであるこ から、かかるアプローチには批判も存するが、しかし、だからと言って公共の視認出来る領域に修正第四条の保護を及ぼそう するならば、どの程度迄及ぼすべきかの限界がはっきり ない いうディレンマがある点も指摘され いる（公共の視認出来る領域か否かという基準によらないアプローチとしては、科学技術による監視 程度、当該技術 焦点を当てるアプローチなどが近時主張されて る。こ
一二三
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
の見解は、例えば、監視手段の潜行性・侵襲性・継続性・無差別性などを判断ファクターとして掲げる） 。
See e.g., M
arc 
Jonathan B
litz, “T
he F
ourth A
m
endm
ent F
uture of P
ublic Surveillance : R
em
ote R
ecording and O
ther Searches in P
ublic 
Space
”, supra at 40
─
1, 77
─
79, 84
─
.
（
162）コモンローの侵襲・不法侵入理論とプライヴァシーの合理的期待基準とは、排他的な関係ではなく、重畳的な関係にあると捉える見解として、
See e.g., A
joke O
yegunle, “D
rones in the H
om
eland : A
 P
otential P
rivacy O
bstruction U
nder the 
F
ourth A
m
endm
ent A
nd the C
om
m
on L
aw
 T
respass D
octrine
”, supra at 384
─
5.
（
163）緑大輔・前掲「無令状捜索押収と適法性判断
 ⑴」一七五頁以下。
（
164）辻雄一郎「電子機器を用いた捜査についての憲法学からの若干の考察」 『駿河台法学』第二六巻第一号（平成二四年）六九─七〇頁。
（
165）湯淺墾道「位置情報の法的性質─
U
nited States v. Jones
判決を手がかりに─」 『情報セキュリティ総合科学』第四号（平
成二四年）一七九頁。
 
（
166）修正第四条の下で財産とプライヴァシーが共存し得るのかという疑問について、例えば、
Soldal v. C
ounty of C
ook, 506 
U
.S. 56 （
1992 ）を踏まえて、
K
atz
なども財産が修正第四条違反の唯一の基準ではないと解しただけであり、修正第四条がプ
ライヴァシーと財産両方を保護しているという考え方は
Jones
多数意見全体に浸透しているとも主張されている。
See e.g., 
R
ichard M
. T
hom
pson
Ⅱ
“U
nited States v. Jones : G
P
S M
onitoring, P
roperty, A
nd P
rivacy
”, supra at 57.
K
atz
の多数意見を執筆したのは
Stew
art
判事であって、
H
arlan
判事でない点はしばしば看過されており、連邦最高裁
は修正第四条をプライヴァシー乃至財産単一と結び付けた訳ではなく 両概念と関連付けてきた点を
Stew
art
は正当にも
指摘していたと論ずる見解として、
See e.g.,
 D
arien A
. M
cW
hirter, Search, Seizure, and P
rivacy, 1994, O
ryx P
ress, U
nited 
States
＆
C
anada, p. 19. 他方、
K
atz
において連邦最高裁は財産に対する侵襲の観念を分析外に置いたとする見解は多く見ら
れる。例えば、
T
hom
as J. Joyce, “T
he E
P
A
’s U
se of A
erial P
hotography V
iolates the F
ourth A
m
endm
ent: D
ow
 C
hem
ical 
C
o. v. U
nited States
”
 15C
onnecticut L
.R
ev. 327, 337 （
1983 ）.
（
167）プライヴァシーの期待は、科学技術の進展によって、極めて速く変化し得るし、社会的規範は年々変化すると指摘される。
See e.g., M
arc Jonathan B
litz, “T
he F
ourth A
m
endm
ent F
uture of P
ublic Surveillance ：
R
em
ote R
ecording and O
ther 
一二四
Searches in P
ublic Space
”, supra at 51.
（
168）高橋義人・前掲「パブリック・フォーラムとしての公共空間における位置情報と匿名性」一八〇─一頁は、
Jones
判決の
ような位置情報の追跡事件においては、情報内容よりも物理的・抽象的な領域若しくは空間の二分論を優先して来た従前の修正第四条に関する審査ではグレーゾーンに対応することが難しく、街のカフェや繁華街にいる人の位置情報は完全に「秘密」
=
私的とは言えないが、公共の場所でも人はある程度匿名性を期待することはあり得る（公共の場所で位置を開示して
いることだけでは、第三者が位置履歴［それに付随する人間関係など］に自由にアクセスすることを許可していることにならな ）ので、位置情報の開示 レヴェルには様々な差異があり得る点を留意しておくべきである 述べる。
（
169）宮下紘「プライバシー・個人情報保護の新世代」 『駿河台法学』第二五巻第一号（平成二三年）一一一─二頁、一二三頁以下、宮下紘「 『忘れられる権利』をめぐる攻防」 『比較法雑誌』第四七巻第四号（平成二六年）六〇頁。
（
170）宮下紘「ビッグデータの活用とプライバシー保護」 『法学セミナ 』七〇七号（平成二五年）一一─一二頁。背景事情として、サイバースペースの出現で電子商取引・個人データの経済取引利用が急速に進展した（ここに いては、多くの人がプライヴァシーを失うことを心配しつつ、他方で、 情報と交換で得られる利益に価値があると考え いるために消費者として情報をデータベースに進んで提供し、クレジットカード会社 よる買物履歴の記録等には然程注意を向け いという現象が見られる）という点が指摘されていた。船越一幸『情報とプライバシーの権利─サイバースペース時代の人格権─』 （平成一三年
　
北樹出版）一二〇─一頁、一五二─三頁、高橋義人・前掲「パブリック・フォーラムとしての公共空間における
位置情報と匿名性」一六九頁など参照。
（
171）阪本昌成『表現権理論』 （平成二三年
　
信山社）第二章。また、現在は社会的費用となっているものを企業が内部化出来、
企業は収集し、提供するデータが何であるかを知り、無駄な収集・利用を止め、より良き投資判断をすること 出来るようになると共に、国家による公法規制を最小化出来るといった利点があるとされる。同書八三─四頁。
（
172）但し、そもそも、二一世紀のグローバルな情報社会においては、殆どの情報基盤は経済的チャンスを専ら強調しており、社会的影響とか法的影響は軽視されていると主張されていた。
See e.g., Sim
one F
ischer-H
übner 
“P
rivacy and security 
at risk in the global inform
ation society
” C
Y
B
E
R
C
R
IM
E
 edited by D
ouglas T
hom
as &
 B
rian D
. L
oader, 2000, R
outledge, 
U
SA
, C
anada, p. 191.
一二五
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
（
173）阪本昌成・前掲書『表現権理論』八五頁以下など。個人情報は公共財としての性格を持っているため、個人情報取引を内部化することは容易ではなく、また、個人情報が取引過程の下流へと流れて行く程、情報主体がその個人情報を統制することは困難になり、財産権モデルは個人情報の無断利用を促進することにもなりかねないから、自己情報コントロール権の財産権モデルは、当初の目論見を達成出来ないとも説かれる。アメリカ合衆国において個人情報の財産権化に対して警戒的である点、また、我が国の情況と異なる点については、前掲「日本国憲法研究
　
第一〇回・プライバシー［座談会］ 」九五頁以
下［阪本昌成］など。
（
174）安富潔・前掲書『ハイテク犯罪と刑事手続』二八頁、 檀上弘文・前掲「科学機器・技術を用いた行動監視の適法性とプライヴァシー」一九〇頁、 清水真「捜査方法としての遮蔽空間の探知に関する考察」 『明治大学法科大学院論集』第八号（平成二二年）三五頁など。
D
aniel T
. P
esciotta , 
“I ’m
 N
ot D
ead Y
et: K
atz, Jones, and the F
ourth A
m
endm
ent in the 21st C
entury
” 63 
C
ase W
. R
es. 187, 189
─
, 213
─
, 243
─
4, 254 は、多くの批判にもかかわらず、
K
atz
判決は科学技術の発達が続いている今日に
おいても修正第四条の権利を保護する機能を維持していると述べる（高度科学技術について扱う連邦最高裁判例は、
Jones ・
K
yllo 、そして以降検討する一九八〇年代の航空機からの監視に関する裁判例など限られており、合理的期待に対する学説の
批判にもかかわらず、連邦最高裁や下級審は 合理的期待基準が修正第四条の権利に適合しないとの懸念を示す理由は殆ど提示していな とする） 。
これに対して、
O
liver
判決（一九八四年）が、
K
atz
判決が縮減した
O
pen F
ields
法理を
K
atz
以前に戻し、また、物理的
侵入説への回帰と 取れる解釈を行った等の点で
K
atz
の基準を事実上捨て去り、
二
の
C
iraolo
判決が更に個人のプライヴァ
シー領域を限定するなど、
K
atz
の基準は後の裁判例に必ずしも受容されていないという指摘も見られる。例えば、松岡武彦
「
C
alifornia v. C
iraolo, 54 U
. S. L
. W
. 4471 （
M
ay 19, 1986 ）フェンスによって外界から隔絶された家屋隣接地を空中から捜索
することは、 第四修正違反とはならないとされた事例。 」 『同志社法学』第三七巻第六号（昭和六一年）一二七頁以下など。猶、例えば、
“T
he F
ourth A
m
endm
ent in the A
ge of A
erial Surveillance: C
urtains for the C
urtilage?
”
 60N
.Y
.U
.L
.R
ev. 725, 742
─
（
1985 ）は、
C
iraolo
判決等の直前の一九八五年の時点において、裁判所は
K
atz
の基準に従っているものの、航空機による監
視の事例において
K
atz
の基準をどのように当て嵌めるべきかについては争いがあり、
K
atz
の主観的期待・客観的期待とい
う二つ ファクターをどのように捉えるか ついて共通の枠組みは形成されてい いと述べていた（①主観的期待について
一二六
は、ⅰ
 居住者が地上からの監視を防ぐために如何なる努力を払っていたかを重視するアプローチと、ⅱ
 空中からの監視に
焦点を当てるアプローチがあり
 ［ⅱ
 は、居住者に家屋隣接地を保護するために過度な努力を強いて問題ありとする］ 、②客
観的期待については、ⅰ
 居住者がプライヴァシーの期待を示した時、当該期待の合理性を、航空機による監視の性質・行為
と、周辺の一般人の通常の航行の範囲とを比較することによって判断するアプローチ、ⅱ
 居住者がプライヴァシーの期待を
示せば 航空機による監視については直ちに合理的と考えるアプローチがある［ⅰ
 が通常のアプローチである］とする） 。
（
175）
466 U
.S. 170 （
1984 ）.  渥美東洋編・前掲書『米国刑事判例の動向Ⅳ』四三五頁以下［安富潔］ 、鈴木義男編・前掲書『アメ
リカ刑事判例研究
　
第三巻』二六頁以下［高橋則夫］など参照。
（
176）連邦最高裁は、大要、 「
open fields
に対するプライヴァシーの期待は社会にとって合理的なものとは言えず、コモン・ロー
によれば
curtilage
のみが修正第四条の保護を受け得る。
curtilage
は、家という聖域と生活のプライヴァシーを連想させる
私的な活動が及ぶ領域であり、修正第四条の趣旨からは住居の一部と考えられて来ている」と述べた。
（
177）
480U
.S.294 （
1987 ）. 大野正博・前掲「プライヴァシーの合理的期待」八三─四頁、 渥美東洋編・前掲書『米国刑事判例の動向Ⅳ』
四四四頁以下［安富潔］など。
（
178）
476 U
.S. 207 （
1986 ）, supra.
アメリカ合衆国において警察が航空機（ヘリコプター）を用いて監視を始めたのは一九二九年頃と言われるが、少なくと
も一九八〇年代半ばには、国レヴェルでも地方レヴェルでも、大麻栽培発見・被疑者車両追跡・大規模な公共イヴェント監視など様々な警察機能を遂行するために、空からの法執行が重要で効果的な手段となっていたという。
See e.g., M
ark L
loyd 
Sm
ith. 
“W
arrantless A
erial Surveillance : Searching for C
onstitutional Standards
”
 52 Journal of A
ir L
aw
 and C
om
m
erce 
257 （
1986 ）
; “T
he F
ourth A
m
endm
ent in the A
ge of A
erial Surveillance : C
urtains for the C
urtilage?
”, supra at 725 （
1985 ）.
（
179）
488 U
.S. 445 （
1989 ）.  酒巻匡『アメリカ法
1992 』一五四頁以下など参照。
（
180）裏庭で大麻を栽培しているとの匿名電話を受けて、警察官が被告人宅へ赴いたところ、高い二重の塀に囲まれていて地上から裏庭を見ることが出来なかったため、警察官が自家用飛行機を用いて、上空から被告人宅の大麻栽培を裸眼で確認、35m
m
の標準カメラで写真撮影して、疎明資料として令状を入手したという事案である。連邦最高裁は、大要、 「裏庭とそこ
での大麻栽培が
curtilage （囲繞地）に含まれるということで、凡そ警察官による観察が禁止されるという訳ではない。第四
一二七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
修正における家の保護は、 誰でもが通行出来る場所に対する侵入を阻止するものではなく、 本件における捜査官による観察は、誰でもが飛行出来る空から行われたもので、物理的侵入を伴うものではない。捜査官は飛行機から一般公衆が見ることが出来たものを見たに過ぎず、飛行機が普及した今日、一〇〇〇フィートの上空から肉眼で大麻栽培が観察されることに対して、憲法上保護されるという期待は合理的とは言えない。 」と判示した。渥美東洋編・前掲書『米国刑事判例の動向Ⅳ』四三九頁以下［安富潔］ 、鈴木義男編『アメリカ刑事判例研究
　
第四巻』 （平成六年
　
成文堂）三四頁以下［高橋則夫］ 、松岡武彦・前
掲「
C
alifornia v. C
iraolo, 54 U
. S. L
. W
. 4471 （
M
ay 19, 1986 ）フェンスによって外界から隔絶された家屋隣接地を空中から捜
索することは、第四修正違反 はならないとされた 例。 」一二三頁以下など
（
181）
O
liver
判決で擁護され、
D
ow
 C
hem
ical C
o. v. U
nited States （
476 U
.S. 227 （
1986 ）. C
iraolo
判決と同日）で再び認められた。
（
182）被告人が大麻を栽培しているとの内報を得た捜査官が、被告人の住宅の隣接地・囲繞地内の温室を観察しようとしたが、周囲を遮蔽物・樹木・可動住宅に遮られ、路上から内部を観察することが出来なかった。そこで、捜査官は、ヘリコプターを用いて、住宅隣接地上空四〇〇フィートで旋回飛行をしつつ 肉眼で温室の遮蔽されていない部分から内部を観察したところ、大麻が栽培されているのを確認したという事案であった。
（
183）本件事案と
C
iraolo
の事案とでは、ⅰ
 捜査官がヘリコプターを使用し、ⅱ（
C
iraolo
では高度一〇〇〇フィートであったの
に対して）相対的に低空の四〇〇フィートから観察した点で異なるものの 公共空域におけるヘリコプターの使用が日常的になっている点は飛行機の場合と異ならず、通常の飛行機の飛行が許されている空域を航行するヘリコプターから 観察から、被告人の温室が保護されていると合理的に期待するこ は出来 い旨述べている。
猶、フロリダ州最高裁は、ヘリコプターの性能と固定翼の航空機（
C
iraolo
の事案）の性能を区別し、ヘリコプターには
無限定の機動力と監視機能があり、プライヴァシーにとって重大なリスクがあ と捉え ヘリコプターからの監視は修正第四条の捜索に該当すると述べていた。
R
iley v. State, 511 So. 2d. 282 （
F
la. 1987 ）.  因みに、既に、
Sabo
事件において、連邦
最高裁は、サーシオレーライを認めな 形で、ヘリコプター 固定翼の航空機 の差異 黙示的に認めてい 。
C
alifornia v. 
Sabo, 481 U
.S. 1058 （
1987 ）.
（
184）
O
’C
onnor
の同意意見は、連邦航空局の規則は空の安全に関するものであって人のプライヴァシーの合理的期待とは関係が
ないことを踏まえ、相対多数意見の理由付け 航空の安全確保を目 とした航行空域規制 関す 法規違反 なかっ 点
一二八
に過度に依拠していると批判した。
（
185）修正第四条の不合理な捜索・押収から保護されるべき範囲の画定に当たっては、ヘリコプターが適法な空域にあったか否かではなく、公共の空域内の当該高度におけるヘリコプターの使用に当たって、上空からの観察に対する被告人のプライヴァシーの期待が、社会におい 合理的と認められるものでないとするに足りる程度に充分に日常的なものであったか否かをこそ問うべきである旨述べた。
（
186）
O
’C
onnor
同意意見は、被告人によるプライヴァシーの期待が合理的であった点の挙証責任は被告人が負うべきとしていた
のに対して、
B
rennan
反対意見・
B
lackm
un
反対意見は、当該高度の空域におけるヘリコプター利用頻度についての挙証責
任は訴追側にあるとした。
（
187）無人機の事例への当て嵌めについての詳細は、四及び第三款参照。
（
188）
T
roy R
oberts, 
“O
n T
he R
adar : G
overnm
ent U
nm
anned A
erial V
ehicles and their E
ffect on P
ublic P
rivacy Interests 
from
 F
ourth A
m
endm
ent Jurisprudence and L
egislative P
olicy P
erspectives
”, supra at 507.
（
189）
D
ow
 C
hem
ical 判決は、①コモン・ローの
curtilage
理論が、巨大な工業施設をも射程に収めるかという点、及び②航空写
真用のカメラによる撮影が当該事案の情況において許されるかという点の二点において、
C
iraolo
判決が判断していない論点
に取り組んだと評することが出来よう。
See e.g., P
hilip J. H
iltner, “C
om
m
ent : T
he D
rones A
re C
om
ing : U
se O
f U
nm
anned 
A
erial V
ehicles F
or P
olice Surveillance A
nd Its F
ourth A
m
endm
ent Im
plications
”, supra at 406.
（
190）詳細は、四及び第三款参照。
（
191）
D
ow
判決について、鈴木義男編・前掲書『アメリカ刑事判例研究
　
第四巻』三四頁以下［高橋則夫］ 、佐伯
 彰洋「航空行
政調査と修正
4条─
D
ow
 C
hem
ical C
o.v. U
nited States, 106 S.C
t. 1819 （
1986 ） 」 『判例タイムズ』第六四二号（昭和六二年）
四六頁以下、曾和俊文「
D
ow
 C
hem
ical C
o.v. U
nited States, 476 U
.S. 227,106, S.C
t. 1819 （
1986 ）─令状なしに上空から化学
工場を精密カメラで調査・撮影する行為が、第四修正で禁止された不合理な捜索 該当しな とされた事例」 『アメリカ法』一九八八年─一号一五六頁以下など参照。
（
192）最高裁判示においては、
C
iraolo
の事案では、監視対象となったのは住居の隣接地であったが、本件対象はそれとは異なり、
open fields
法理が適用されるという形で、
C
iraolo
と情況が大きく異なるとされた。
See e.g., P
aul M
cB
ride, “B
eyond O
rw
ell :  
一二九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
T
he A
pplication O
f U
nm
anned A
ircraft System
s In D
om
estic Surveillance O
perations
”, supra at 644
─
5.
（
193）二〇〇〇エーカーの化学工場施設の中で開かれている地点は、住居の隣接地よりも
open field
に似ていると考えた。
（
194）
751F
. 2d875 （
7th C
ir. 1984 ）. 一九六八年総合的犯罪防止及び街路の安全に関する法律の下で要求されるマジストレイトの
許可を得て、連邦法執行機関がプエル・トリコの暴力組織の一員との嫌疑のある数人の部屋にテレビカメラを設置し、当該カメラによっ その部屋で爆弾が組み立てられていることが明らかになったという事案である。第七巡回区控訴審は当該ヴィデオ監視自体は認めたが、ヴィデオ監視と伝統的な監視形態との差異を指摘した。指宿信・前掲「ハイテク機器を利用した追尾監視型捜査」一七〇─一頁をも参照。猶、星周一郎『防犯カメラと刑事手続』 （平成二四年
　
弘文堂）一三〇頁以下
は、ヴィデオカメラによる撮影について、連邦控訴審の判断は一見分かれているが、当該撮影が侵襲的な可能性を伴っていることについての共通認識は存する旨を指摘する。
（
195）
K
yllo
判決は、一般的に人々が使用しない／一般人が使用しないという意味について実質的な説明をしておらず、赤外線
画像化装置が一般に普及するとい た情況が生じた場合に結論が変化し得 もの につ て必ずしも明確にしておらず、また、ズーム機能や追跡機能等の科学技術を組み入れた街頭防犯カメラによる公共空間の撮影の適否に関 ても殆ど手掛かりを提供していないとも言えると論ずる見解として、星周一郎・前掲書『防犯カメラと刑事手続』一三四頁・一三六頁。
Scalia
判事による多数意見 見すると、法執行機関に対して、一般に人々が用いるセンサー増幅装置を使用すること
を無令状で認めているように見えるが、判示の解釈に際しては 一般の人々に用いられていない科学技術であったという当該特定事案における事実関係に、その射程を狭く限定す ことも可能とも言えよう。ただ、
K
yllo
判決においては、秘密情
報を明らかにしてしまう科学技術を の人々が使うことが出来たかどうかという点 捜査機関による監視が許されるか否かの外枠を画するであろうと うコメントは、しばしば指摘される ころである。
See e.g., P
aul M
cB
ride, “B
eyond O
rw
ell : 
T
he A
pplication O
f U
nm
anned A
ircraft System
s In D
om
estic Surveillance O
perations
”, supra at 656
─
7.
（
196）
T
roy R
oberts, “O
n T
he R
adar : G
overnm
ent U
nm
anned A
erial V
ehicles and their E
ffect on P
ublic P
rivacy Interests 
from
 F
ourth A
m
endm
ent Jurisprudence and L
egislative P
olicy P
erspectives
”, supra at 512.
（
197）無人機自体が、一般の人々が用いない知覚機能増幅装置であると捉えれば、無人機による監視は一般的に
K
yllo
判決が
禁じる監視に当たると解せなくもないが、無人機を合衆国内で捜査目的等に使用す 例が増大してい 点に鑑みると、裁
一三〇
判所がかかる考え方を長期間説得力を持つアプローチと考えることは疑わしいとも評せられている。
See e.g., Jonathan 
O
livito, “B
eyond the F
ourth A
m
endm
ent : L
im
iting D
rone Surveillance T
hrough the C
onstitutional R
ight to Inform
ational 
P
rivacy
”, supra at 687, 682.
（
198）
K
yllo
判決の下では、無人機が、ⅰ
 物理的侵襲がなければ入手出来ない、住居の内部に関する情報を明らかにするために、
ⅱ
 一般の人々に一般的には販売されていない赤外線画像化カメラやスキャナーを用いた場合にのみ、当該無人機による監
視が恐らく捜索に該当するとも評されるが、ⅰ
 且つ
 ⅱ
 なのか、ⅰ
 または
 ⅱ
 なのかが問題となり、対象物が公に見える地
点に位置している場合には、一般人が用いない知覚機能増幅装置を無人機が用い 禁じられないと解する見解も存する。
See e.g., Jonathan O
livito, “B
eyond the F
ourth A
m
endm
ent : L
im
iting D
rone Surveillance T
hrough the C
onstitutional 
R
ight to Inform
ational P
rivacy
”, supra at 687. See also, John V
illasenor, 
“P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he 
D
igital A
ge ：
O
bservations F
rom
 A
bove : U
nm
anned A
ircraft System
s A
nd P
rivacy ”
,supra at489 ［
K
yllo
判決は、捜査機
関等が珍しい技術を使用することを一般的に禁じたのでは く かかる技術を、物理的侵襲がなければ知悉し得なかったような家の内部の事実を探索するために使用するこ に焦点が当てられたとする］
.
（
199）
fly-over の法理とも言われる。 辻雄一郎・前掲「電子機器を用いた捜査についての憲法学からの若干の考察」六二─三頁など。
警察がそこにいる権利がある空域から対象物を監視する場合には、当該対象物にはプライヴァシーの合理的期待はない
と言うことも可能である。そして、ここにお ては、連邦航空局の規制の程度如何に負うところが大きいが、個々の判断は必ずしも明確ではないと言えよう。
See e.g., P
hilip J. H
iltner, “C
om
m
ent : T
he D
rones A
re C
om
ing : U
se O
f U
nm
anned 
A
erial V
ehicles F
or P
olice Surveillance A
nd Its F
ourth A
m
endm
ent Im
plications
”, supra at408 ; Jonathan O
livito, “B
eyond 
the F
ourth A
m
endm
ent : L
im
iting D
rone Surveillance T
hrough the C
onstitutional R
ight to Inform
ational P
rivacy
”, supra  
at 686, 682
─
5 ［
D
ow
・
C
iraolo ・
R
iley
の三判例を総括すれば、当該地域が空から見ることが出来ない場合にのみ、対象者は、
当該地域は無人機による監視を受け （
C
iraolo
判決の理由付けを無人機の事例に適用するならば、家屋や隣接地に対す
る修正第四条による保護は、家屋の裏庭を目標とした無人機によ 監視には恐らく及ばない あろう）という、プライヴァシーの合理的期待を明らかにする が出来（
C
iraolo ・
D
ow
） 、修正第四条による保護を避けるためには、無人機の操縦者
は、監視を行う間は無人機が許可された空域に止まっていることを確保する必要がある（
R
iley ）ということになるとする］
; 
一三一
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
P
aul M
cB
ride, 
“B
eyond O
rw
ell : T
he A
pplication O
f U
nm
anned A
ircraft System
s In D
om
estic Surveillance O
perations
”, 
supra at 642 ［一九八〇年代の
C
iraolo ・
D
ow
・
R
iley
の三判例とも、連邦最高裁は、社会が合理的と認めることに異議がない
プライヴァシーの主観的期待は存在しないと判示したと評する］
.
（
200）尤も、
C
iralo ・
D
ow
 C
hem
ical ・
R
iley
の三判決において未解決の問題は依然残っているとも指摘されている。例えば、ⅰ
 
三つの事例で、連邦最高裁は、公に航行可能な空域で民間機や商用機が航行する通常の性質に焦点を当てたが、日常的でない類型の航行にどのように対応するか ついては最高裁はペンディングとしている、ⅱ
 家屋の隣接地の画像を捉えるため
の写真の使用に最高裁がどのように取り組むかがペンディングとなっている、ⅲ
 プライヴァシーの合理的期待に反する程
度に侵襲的な監視とは何かについて、連邦最高裁 ペンディングであるという点である。
See e.g., P
aul M
cB
ride, 
“B
eyond 
O
rw
ell : T
he A
pplication O
f U
nm
anned A
ircraft System
s In D
om
estic Surveillance O
perations
”, supra at 646
─
.
（
201）
D
ow
 C
hem
ical 判決・
R
iley
判決などから、高機能の強化された科学技術によって、法執行機関が対象資産を単に観察す
るだけでなく、個人 活動 か、個人の過去や人間性を示す財物等迄観察出来 場合であれば、修正第四条で保護され 捜索に該当することがあり得る（家屋 隣接地─場合 よっては
open fields
であっても─にある個人的な事項の詳
細［
intim
ate details ］が、公空から見える場合、増強された科学技術によって明らかになるのであれば、捜索が行われたと
認定し得る場合がある）という点が導かれるとする見解として、
See e.g., M
arc Jonathan B
litz, 
“T
he F
ourth A
m
endm
ent 
F
uture of P
ublic Surveillance : R
em
ote R
ecording and O
ther Searches in P
ublic Space
”, supra at 44
─
5.
（
202）そもそも、
C
iraolo
と
R
iley
の事案は家屋の隣接地を航空機 肉眼で監視したものであったの 対し
D
ow
 C
hem
ical
の事案においては、肉眼で見ることが可能な範囲より遥かに多い対象を捕捉出来るカメラが使用されたにもかかわらず、当該監視は憲法違反と なかった。この点の理由付けが っきりしないため 無人機に搭載 た解像度の高い（但し、広く使用されている）カメラを用いて被疑者の家屋 隣接地を無令状で監視することが合憲であることの意味・理由が、最高裁判例において明らかでないとも指摘されてい 。
See e.g., John V
illasenor, 
“P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In 
T
he D
igital A
ge : O
bservations F
rom
 A
bove : U
nm
anned A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 493
─
. 一方、
C
iraolo ・
D
ow
 C
hem
ical ・
R
iley
判決は、無人機を想定していた訳ではなく、無人機がより一般化すると、連邦最高裁は、監視航空
機の物理的位置に法的面でウェイトを置く
R
iley
における実務を継続することが出来ないか、少なくとも消極的になる可
一三二
能性があると指摘する見解として、
J. T
yler B
lack, 
“O
ver Y
our H
ead, U
nder the R
adar : A
n E
xam
ination of C
hanging 
L
egislation, A
ging C
ase L
aw
, and P
ossible Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, supra at 1878.
（
203）但し、無人機と在来型の航空機の主たる差異をパイロット・乗組員がいないか否かという点にあると捉えるならば、無人機による監視の特徴・在来型との違いとして、ⅰ
 監視する者の場所、ⅱ
 監視のために（肉眼でなく）カメラを用いる、ⅲ
 
継続的運行が出来る、ⅳ
 在来型のように、固定翼・回転翼などがないため、監視の際にノイズなど迷惑な要素が発生せずに、
小型な機種が多く、航行が静かなこ もあって秘密裏に監視出来る点などを掲げることが出来よう。
See e.g., P
aul M
cB
ride, 
“B
eyond O
rw
ell : T
he A
pplication O
f U
nm
anned A
ircraft System
s In D
om
estic Surveillance O
perations
”, supra at 651
─
4.
（
204）
C
iraolo
判決・
R
iley
判決・
D
ow
 C
hem
ical 判決（及び
K
yllo
判決）から、ⅰ
 当該技術が一般の人々が使うようなものか
否か、ⅱ
 監視は航行可能な空域から行われたか（当該空域からなされた監視が全て合憲になる訳ではない［例えば、適法
な空域で監視していても、過度の騒音・風等を出した場合は、憲法違反となり得る］が、当該空域外からなされた監視はほぼ違憲となる） 、ⅲ
 画像（乃至他の情報収集）システムの性質という主要な判断基準が導かれるとする見解として、
See 
e.g., John V
illasenor, “P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations F
rom
 A
bove: U
nm
anned 
A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 486
─
.  これに対して、
J. T
yler B
lack, “O
ver Y
our H
ead, U
nder the R
adar ：
A
n 
E
xam
ination of C
hanging　
L
egislation, A
ging C
ase L
aw
, and P
ossible Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, 
supra at 1856
─
7
は、
C
iraolo
判決・
R
iley
判決・
D
ow
 C
hem
ical 判決などは、殆どの無人機の事例に該当するような画像化機
能を高めるカメラを用いて航空機から監視を行う事案には該当しない可能性が る 述べる（プライヴァシー分析を根本的に変える科学技術が出現する場合は、変化が相当であるが、無人機は境界ラインということになるかも知れない。航空機からの監視についての裁判例が一般的な無人機運行に適用され としても、先行裁判例自体がクリア 解決のためには曖昧に過ぎ、如何なるファクターによって規律されるのか、裁判所 如何なるアプローチを採りたいのかもはっきりせず、いずれにせよ、下級審の混乱によって、最高裁への異論が更に唱えられ 可能性もあると論じる） 。
（
205）洲見光男「
K
yllo v. U
nited States, 533 U
.S. 27, 121 S. C
t. 2038 （
2001 ） ─令状によらない熱画像器（温度感知器）の使用が
第
4修正に違反するとされた事例」 『アメリカ法』二〇〇三─一号二〇七─八頁は、
K
yllo
の一般の人々に使用されていない
技術の使用 対してのみ修正第四条の保護を認め 立場
C
iraolo
判決（日常的である科学技術の使用はプライヴァシーの
一三三
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
合理的な期待を侵害しない） ・
D
ow
 C
hem
ical C
o. 判決（一般の人々にとって通常入手可能でない科学技術を使用することは、
プライヴァシーの合理的期待を侵害するものである点を示唆） ・
R
iley
判決（飛行は稀有でないとして、上空からの観察は修
正第四条による規制を受けない）に従ったものであると位置付ける。
尤も、 「無人機が一般に用いられていない（
not in general public use ） 」という点については、差し当たりそれを肯定する
にしても、無人機や、搭載品である高画像カメラ・赤外線カメラ・赤外線画像化装置等は比較的容易に購入出来、また、人々は無人機の軍事面におけ 活用 拡大は明確 認識しているから、真に肯定出来るかははっきりしないという問題点も指摘されている。
See e.g., C
hris Schlag, “T
he N
ew
 P
rivacy B
attle : H
ow
 the E
xpanding U
se of D
rones C
ontinues to E
rode O
ur 
C
oncept of P
rivacy and P
rivacy R
ights
”, supra at 15
─
6.
（
206）
K
yllo
判決を前提とするならば、少なくとも家屋の隣接地に対して、カメラを搭載した無人機を用いて無令状で監視した
場合には、修正第四条の捜索に該当し、違憲となると思われるとす 見解として、
See e.g., P
aul M
cB
ride, “B
eyond O
rw
ell :  
T
he A
pplication O
f U
nm
anned A
ircraft System
s In D
om
estic Surveillance O
perations
”, supra at 655
─
6 ［無人機のプラット
フォームは一般には連邦政府に限定されて り 無人機の一般的 市場はまだ出現してはいないので、近い将来においては無人機は一般の人々が用い ない技術と解するのが合理的 とし、家屋隣接地に対す 無人機による監視 令状がない限り憲法違反であり、無人機の日常 定期的航行でない以上、かか 判断は、
C
iraolo ・
D
ow
 C
hem
ical ・
R
iley
の判示と矛
盾しないと論じる。
Id., at 657, 661. ］.
（
207）対象地所の一〇フィート上空を航空し、壁を通過して覗き見、高度のセンサー認識装置を用いる警察の無人機は、現時点の判例法においては、明確に修正第四条違反となろうが、他方、現行法においては、家屋内部に入り込まずに、適法な高度で飛んでいる航空機から無令状で行われた監視は、修 禁じられ 可能性があると指摘す 見解 して、
J. 
T
yler B
lack, “O
ver Y
our H
ead,U
nder the R
adar : A
n E
xam
ination of C
hanging L
egislation, A
ging C
ase L
aw
, and P
ossible 
Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, supra at 1832
─
4.
（
208）判断のためのファクターについては第三款など参照。
（
209）
K
yllo ・
C
iraolo ・
D
ow
 C
hem
ical ・
R
iley
判決は裁判官の間でも意見が割れており、連邦最高裁の構成に変化があれば、無
令状の無人機による監視が違憲とな 事例はあり得る以上 最高裁 判断がこれ迄の航空機の事例 ど 逆になる可能性
一三四
があると指摘されている（
See e.g., P
aul M
cB
ride, 
“B
eyond O
rw
ell : T
he A
pplication O
f U
nm
anned A
ircraft System
s In 
D
om
estic Surveillance O
perations
”, supra at 662 ）.  裁判例におけるかかる不安定性を懸念するならば、立法によるアプロー
チにもメリットが認められよう。
（
210）猶、
John V
illasenor, “P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations F
rom
 A
bove : U
nm
anned 
A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 516 は、
C
iraolo ・
R
iley （裸眼による監視） 、
D
ow
 C
hem
ical （広く普及し、当時と
しては精巧であったカメラを搭載していたが、家屋や隣接地を監視した事案ではなかった） 、
K
yllo （日常的ではない赤外線
画像化装置を使用） 、
Jones （画像化処理でなくＧＰＳによる）の諸判決いずれも、捜査機関が、精巧であるが一般に用いら
れている画像化技術を用いて家屋や隣接地を監視することが合憲かどうかについて解決してはいないが、これら判決を組み合わせると、修正第四条は、一般に想定されているよりも遥かに捜査機関等による無人機監視 ら対象者を保護する可能性が高いことが示唆されるとする。
（
211）一方、
K
yllo
の基準は、ⅰ
 改良された科学技術が存在し、ⅱ
 他の手段では家屋内の情況が確認出来ず、ⅲ
 科学技術が、
個人のプライヴァシーの期待を挫く程広く行われてはいな 場合に当て嵌まるが、無人機が本来的に（搭載しているカメラとは別に）画像増幅機能を有する科学技術かは問題で、無人機は、恐らく使用者の知覚に基づく情報収集能力を増大させるけれども、裁判所はかかる理屈を採用しないであろうとも論じられ る（赤外線画像化装置など特別な装置が い以上、無人機は独自のセンサー増進装置を提供する訳ではないというのがその理由で 無人機に搭載された航行カメラ 捉える画像と、対象に直接意図的に向けられた画像と 裁判所が区別するのかははっきりしないもの 、特定の技術を用いることの許容性は時がたつにつれて変化し得 という可能性について
K
yllo
の基準はオープンにしており、無人機の使用が普及すれ
ばプライヴァシーの合理的期待という社会的観念に影響を与える可能性がある。その場合、当該無人機 適法且つ
R
iley
判決等における高度よりずっと高い地点で監視出来る機能を持つので、航空機による監視につい の現行裁判例が憲法による保護を与える余地は少ないであろう 評する） 。
J. T
yler B
lack, 
“O
ver Y
our H
ead,U
nder the R
adar : A
n E
xam
ination of 
C
hanging L
egislation, A
ging C
ase L
aw
, and P
ossible Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, supra at 1859
─
60.
（
212）無人機の規制について、仮に立法化するとなった場合、法執行機関をどの程度規律すべきかについては、
第二節
で若干の
検討を行うこととしたい。
一三五
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
（
213）
C
oolidge v. N
ew
 H
am
pshire, 403 U
.S. 443 （
1971 ）.  
捜索に該当しない
plain view
の要件として、
U
nited States v. K
im
, 415F
. Supp. 1252 （
D
. H
aw
. 1976 ）は、ⅰ
 裸眼視或い
はせいぜい公衆に使用可能な機器を用いた増幅視によること、ⅱ
 かかる増幅視の限界として、人の生活を過度に詳らかにし
ないことの二つを課したが、
D
ow
 C
hem
ical C
o.  判決もこれと重なり、ⅰ
 当該事案は一般に利用可能な機器による増幅視ど
まりであって、これが人が私領域において場所的保護を放棄している場合のプライヴァシー喪失の限度であること、及び、ⅱ
 本件撮影においては憲法上の関心を惹起するような私事詳細の開披はなく、 より深刻なプライヴァシーの利益を含む形で、
識別可能な人の顔・秘密書類が出された訳ではなかったと述べる点で、ⅰ
 の場所的保護とは別個に人的保護による制約があ
り得ることの二点を示唆していたと評するものとし 、松代剛枝「捜査における人の写真撮影」 『光藤景皎先生古稀祝賀論文集
　
上巻』 （平成一三年
　
成文堂）一二六─七頁。
（
214）
U
nited States v. D
unn.
（
215）既に触れたように、
C
iraolo
判決においては、大要、 「修正第四条の住居に対する保護は、公路上の住居の側を通過する時に、
法執行機関員に目を覆え 要求するところ迄拡張されては来なかったし、人が自己の行動を見られないように制限する手段を採ったからと言って、法執行機関員がいる権利があり、またそ 人の行動が良く見える見晴らしの良い地点から、法執行機関員が観察することが禁じられる訳 はない」と述べら いる。
この点、渥美東洋編・前掲書『米国刑事判例の動向Ⅳ』四五二頁［安富潔］は、
C
iraolo
の法廷意見が、住居の裏庭を
curtilage
に当たるとしつつ、空からの観察は物理的侵入がある訳でないから修正第四条の保護を受けないとして空からの侵
入を許容したことについて、ⅰ
 curtilage
の法理が修正第四条の保護を求めるに当たって充分機能しないのではないか、また、
ⅱ
 K
atz
が単に場所に対する物理的侵入の阻止を目的とするものではなく、人の活動を保護するものであった以上、やや論
理的整合性を欠く憾みがある旨を指摘する。また、
J. T
yler B
lack, “O
ver Y
our H
ead, U
nder the R
adar : A
n E
xam
ination of 
C
hanging L
egislation, A
ging C
ase L
aw
, and P
ossible Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, supra at 1852
─
3 は、
K
atz
判決における
H
arlan
判事同意意見におけるプライヴァシーの合理的期待の要点は、憲法は、個人に向けられた手段の
如何にかかわらず、個人を保護する いうものである 、
C
iraolo
判決は、侵襲に用いられた技術の違いのために、
H
arlan
のこの趣旨を、少なくとも部分的に看過したと評する。
一三六
（
216）連邦最高裁は、
open fields
理論を、警察が広場等（
field ）で見える物を自由に観察することが出来る点だけでなく、公道
などで自ら見ることが出来る物も自由に観察することが出来るアプローチと把握しているとも評されている。
See e.g., M
arc 
Jonathan B
litz, “T
he F
ourth A
m
endm
ent F
uture of P
ublic Surveillance : R
em
ote R
ecording and O
ther Searches in P
ublic 
Space
”, supra at 39.
（
217）
M
aisano v. W
elcher, 940F
. 2d499 （
9
th C
ir. 1991 ）.
（
218）
See e.g., P
hilip J. H
iltner, “C
om
m
ent : T
he D
rones A
re C
om
ing : U
se O
f U
nm
anned A
erial V
ehicles F
or P
olice Surveillance 
A
nd Its F
ourth A
m
endm
ent Im
plications
”, supra at 412.
（
219）
See e.g., John V
illasenor, “P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations F
rom
 A
bove : U
nm
anned 
A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 496.
（
220）高い地点において長期間航行出来る耐久性を持つ無人機による監視はＧＰＳによる追跡に類似する面もあるが、ＧＰＳ追跡においては特定の車両やそこに付属している物を特定するだけであるが、多数のカメラを搭載している上記無人機であれば、都市全体の全車両 移動の画像を容易に捕捉す という点では大きな差異 あるとされる。
See e.g., John 
V
illasenor, “P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations F
rom
 A
bove : U
nm
anned A
ircraft 
System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 496
─
7  ［但し、既に公道など地上にカメラ網を設置して交通情況を監視している点が合憲
とされているのであれば、無人機による上空からの監視への反論も鎮められ べきであるとする］
.
（
221）
Jones
の事案では、不法な侵入によってＧＰＳを設置したところから追跡が始まったが、自動車の移動を捕捉する公道の
カメラとか、上空を飛ぶ無人機から捕捉するなど、ヴィデォ の多くの形態等の場合は、動きを監視 ために、警察が車に触れる必要はないと論じる見解として、
See e.g., M
arc Jonathan B
litz, 
“T
he F
ourth A
m
endm
ent F
uture of P
ublic 
Surveillance : R
em
ote R
ecording and O
ther Searches in P
ublic Space
”, supra at27 ; T
im
othy T
. T
akahashi, 
“D
R
O
N
E
S 
A
N
D
 P
R
IV
A
C
Y
”, supra at 110
─
1 ; Jonathan O
livito, 
“B
eyond the F
ourth A
m
endm
ent : L
im
iting D
rone Surveillance 
T
hrough the C
onstitutional R
ight to Inform
ational P
rivacy
”, supra at 688
─
9  ［無人機は対象物に物理的接触をすることなく
監視を開始出来るため、
Jones
の多数意見によっては、 無人機による監視に対しては殆ど保護にならない。また同意見の場合、
無人機による長期間の監視に対して 保護 なるが、長期間の程度ははっきりしないとす ］
.
一三七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
これに対して、無人機が個人の土地の上に着陸したような場合には、当該無人機にはＧＰＳが内蔵されていることが通
常であるから、最初の土地等への不法侵入が完了した後にも継続的に監視・情報の移転がなされるという意味で、
Jones
判決と同様の情況が生じることが考え得る。
See e.g., A
joke O
yegunle, 
“D
rones in the H
om
eland : A
 P
otential P
rivacy 
O
bstruction U
nder the F
ourth A
m
endm
ent A
nd the C
om
m
on L
aw
 T
respass D
octrine
”, supra at 385
─
6.
（
222）二つの同意意見は、拘束力のある先例を構成する訳ではないが、下級審には両意見を纏めて、ＧＰＳの事例に適用し得る判断であると解してい ものもあると指摘される。
R
ichard M
. T
hom
pson
Ⅱ
“D
R
O
N
E
S IN
 D
O
M
E
ST
IC
 SU
R
V
E
IL
L
A
N
C
E
 
O
P
E
R
A
T
IO
N
S : F
O
U
R
T
H
 A
M
E
N
D
M
E
N
T
 IM
P
L
IC
A
T
IO
N
S A
N
D
 L
E
G
ISL
A
T
IV
E
 R
E
SP
O
N
SE
S
”, P
rivacy : Select Issues 
and L
aw
s for the 21
st C
entury, edited by D
oris B
. D
elrio, 2013, N
ova Science P
ublishers, Inc, N
ew
 Y
ork, p. 65.
その他、
A
lito
の同意意見と
Sotom
ayor
の同意意見を組み合わせると、連邦最高裁の多数派は長期に亘る無人機による
監視を修正第四条の捜索に該当すると判断するであろうと強く示唆されるとする見解として、
See e.g., B
enjam
in K
apnik, 
“U
nm
anned B
ut A
ccelerating : N
avigating T
he R
egulatory A
nd P
rivacy C
hallenges O
f Introducing U
nm
anned A
ircraft 
Into T
he N
ational A
irspace System
”
 77J. A
ir L
. &
 C
om
. 439
─
458 （
2012 ） ［また、住居の上空の一定高度を維持して無人機で
監視する場合には、一八世紀 不法行為法が代替的な正当化理由を提供することもあるし、更に、
Sotom
ayor
の同意意見は、
無人機によ 監視の合憲的活用の範囲を狭める方向に連邦最高裁が移行する準備作業の意義をも果たす旨評する。 但し、 一方、公共の場における個人に対する無人機によ 短期間の監視であれば、裁判所は修正第四条に抵触すると考える可能性は低くなるであろうし、また、せいぜい、家の上空を低い高さ 無令状で航行するこ が（
Jones
の物理的侵襲に類似して）侵襲
理論で証拠排除に成功する程度であ （しかも、
open-fields
理論などで限定される）旨評する。
Id., at 158
─
160 ］
.
（
223）長期間の監視という点に関しては、
Jones
判決が最も無人機と関連があると指摘する見解として、
See e.g., John V
illasenor, 
“P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations F
rom
 A
bove : U
nm
anned A
ircraft System
s 
A
nd P
rivacy
”, supra at 486.
（
224）
See e.g., P
aul M
cB
ride, 
“B
eyond O
rw
ell : T
he A
pplication O
f U
nm
anned A
ircraft System
s In D
om
estic Surveillance 
O
perations
”, supra at 635.
（
225）例えば、移民及び国籍法は、合衆国に外国人が違法入国して来ることを防ぐために国境を巡視することを目的として、移
一三八
民局員に合衆国国境から合理的な距離の範囲内において船舶の無令状捜索等をすることを認めているし、また、合衆国に製品を違法に運搬していると信じる合理的理由がある場合に、税関職員が車両や人 捜索することも法によって認められている。
（
226）
U
nited States v. F
lores-M
ontano, 541 U
.S. 149 （
2004 ）.
（
227）渥美東洋編・前掲書『米国刑事判例の動向Ⅳ』四九五頁以下［中野目善則］ 。
（
228）
473 U
.S. 531 （
1985 ）.   渥美東洋編・前掲書『米国刑事判例の動向Ⅳ』四八七頁以下［山口努・中野目善則］ 、成田秀樹「国
境に於ける捜索とプライヴァシー」 『法学新報』第一一二巻第一・二号（平成一七年）一七四頁以下。
（
229）武器や密輸品があるか、手を当てて確認すること（
pat dow
n ） （
U
nited States v. B
eras, 183F
. 3d22 （
1
st C
ir. 1999 ） ） 、麻薬
探知犬の使用（
U
nited States v. K
elly, 302F
. 3d291 （
5
th C
ir. 2002 ） ） 、鞄の調査（
U
nited States v. O
kafor, 285F
. 3d842 （
9
th 
C
ir. 2002 ） ）等がこれに該当する。
（
230）裸にして捜索すること（
U
nited States v. A
sbury, 586F
. 2d973 （
1978 ） ） 、体腔の捜索（
U
nited States v. O
gberaha, 771F
. 
2d655 （
2d C
ir. 1985 ） ）等がこれに含まれる。渥美東洋編・前掲書『米国刑事判例の動向Ⅳ』四九九頁［中野目善則］など参照。
（
231）
413 U
.S. 266 （
1973 ）.
（
232）
M
incey v. A
rizona, 437 U
.S. 385 （
1978 ）.  渥美東洋編・前掲書『米国刑事判例の動向Ⅳ』一六九頁以下［小木曽綾］ 。
（
233）他方、
Jones
判決に関しての議論であるが、プライヴァシーの合理的期待基準によれば、捜査機関等が無人機をもっと
頻繁に用いるようになれば、長期間に亘る監視に晒されないという個人の期待は不合理なものとなるであろうと指摘する見解として、
See e.g., Jonathan O
livito, 
“B
eyond the F
ourth A
m
endm
ent : L
im
iting D
rone Surveillance T
hrough the 
C
onstitutional R
ight to Inform
ational P
rivacy
”, supra at 689.
（
234）「監視技術が一般的に人々の使用に供せられていれば、対象者のプライヴァシーの期待は減じられることになり得る」という、
K
yllo
判決の考え方については、連邦最高裁の意図は明確でなく、必ずしも周知されている訳ではないが、例えば、赤
外線熱送信機がウォルマートで売られていれば、無人機で当該送信機が用いられた場 に対象者のプライヴァシー 期待は保護されないかも知れない旨指摘されている。
また、窓を通じての無人機による監視が修正第四条の定めるところの捜索に該当するかという問題については、家屋の容
一三九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
易に観察出来ない地点か否かが論点となるが、窓を通して見える物は、道をたまたま通り過ぎた人からも観察出来る可能性があるとも指摘される。
See e.g., P
hilip J. H
iltner, 
“C
om
m
ent : T
he D
rones A
re C
om
ing : U
se O
f U
nm
anned A
erial V
ehicles F
or P
olice 
Surveillance A
nd Its F
ourth A
m
endm
ent Im
plications
”, supra at 412
─
3.
（
235）
See e.g., P
hilip J. H
iltner, “C
om
m
ent : T
he D
rones A
re C
om
ing : U
se O
f U
nm
anned A
erial V
ehicles F
or P
olice Surveillance 
A
nd Its F
ourth A
m
endm
ent Im
plications
”, supra at 409.
更に、
K
yllo
判決においては、非常に高額で使用者が限定された赤外線画像化装置については社会は入手しにくいとなろ
うが、ヘリコプターや飛行機の私的運航は、まだ珍しいにせよ、全く許されないものではないとする見解として、
See e.g., 
B
rian Stern, “C
om
ing H
om
e to R
oost-D
om
estic U
se of U
nm
anned A
erial V
ehicles
”
 62 R
I B
ar Jnl. 5, 8 （
2013 ） ［
K
yllo
の判示
に基づけば、無人機を無令状で発動することは、当面は社会のプライヴァシーの期待に反するであろうが、無人機が空を舞う光景が通常の姿になれば、無人機が裏庭の上空等を飛んでいても社会は気にしないよう なるし、無人機による探索も、プライヴァシーの合理的期待を侵害しないようになり得ると指摘する］
.
（
236）
R
ichard M
. T
hom
pson
Ⅱ
“D
R
O
N
E
S IN
 D
O
M
E
ST
IC
 SU
R
V
E
ILLA
N
C
E
 O
PE
R
A
T
IO
N
S : F
O
U
R
T
H
 A
M
E
N
D
M
E
N
T
 IM
PLIC
A
-
T
IO
N
S A
N
D
 L
E
G
ISL
A
T
IV
E
 R
E
SP
O
N
SE
S
”, supra at 56.
（
237）
R
iley
判決において
W
hite
判事は、温室が高所から観察されることはないだろうと合理的に期待していたとの被告人の主
張に対して、四〇〇フィートの高さで飛んでいるヘリコプターがアメリカ合衆国で稀少ということを示す記録等はない旨述べていた。
（
238）今日、
G
oogle E
arth
は世界の至る所から衛星や航空写真によって画像を収集・保管・転送・加工処理をする能力を高め
続けており、これによって法執行機関 監視対象の写真・画像を入手することが可能になっている。
M
ary G
. L
eary, 
“T
he 
M
issed O
pportunity of U
nited States v. Jones: C
om
m
ercial E
rosion of F
ourth A
m
endm
ent P
rotection in a P
ost-G
oogle 
E
arth W
orld
” 15 U
. P
a. J. C
onst. L
. 331, 347
─
8 （
2012 ）.
更に、無人機による一定程度の低空からの監視が仮に可能であるとして、どの程度高度な機能のカメラによることが許容
出来るのかが、次に問題となる
一四〇
（
239）
422 U
.S. 873 （
1975 ）.
（
240）
第一章第二節参照。
（
241）
R
ichard M
. T
hom
pson
Ⅱ
“D
R
O
N
E
S IN
 D
O
M
E
ST
IC
 SU
R
V
E
ILLA
N
C
E
 O
PE
R
A
T
IO
N
S : F
O
U
R
T
H
 A
M
E
N
D
M
E
N
T
 IM
PLIC
A
-
T
IO
N
S A
N
D
 L
E
G
ISL
A
T
IV
E
 R
E
SP
O
N
SE
S
”, supra at 58.
（
242）
See e.g., M
ich.D
ep
’t of State P
olice v. Sitz, 496 U
.S. 444 （
1990 ）.
（
243）その他、
Jonathan O
livito, 
“B
eyond the F
ourth A
m
endm
ent : L
im
iting D
rone Surveillance T
hrough the C
onstitutional 
R
ight to Inform
ational P
rivacy
”, supra at 694
─
.  は、無人機による監視に対する規律においては、修正第四条ではなく、情
報保護の観点からのプライヴァシー保護を根拠とし、 （公共の地域ではプライヴァシーへの侵襲は修正第四条によって禁じられていないように、プライヴァシーの期待の合理性を判断する場合には一般に衡量テストは導入されていないが、無人機による監視につ てプライヴァシー侵害を判断する場合は、少し異なるとした上で）無人機による監視が対象者についての憲法上のプライヴァシーの権利（連邦最高裁は、
W
halen v. R
oe, 429 U
.S. 589 （
1977 ）などにおいて、修正第四条以外の文脈で、
憲法がプライヴァシーを保護している点を認め［当該事案で憲法違反を認めてはいないので、プライヴァシーに対する憲法的権利の存在の認定、その限界の画定に正面から取り組んだ訳 ない］ており、これは情報プライヴァシー［個人情報が開示されることを妨げる権利］と自己決 を通じたプライヴァシー［干渉されずに、自己の重要な生に関する決定を行う権利］に分けることも可能とする。そして こ 基に連邦下級審は、例えば、①捜査の必要性など政府の利益と、対象となる個人の利益との衡量を行う中間的審査ア ローチ［第二・三・五・九巡回区やコネチカット州最高裁など］ 、②争点となっている権利が規律ある自由の観念において基本的乃至絶対的となっている場合にのみ情報プライヴァシーに対する違憲の侵襲となるとするアプローチ［第六巡回区］ 、③憲法上の権利の存在につ て疑問を表明するアプローチ［Ｄ． Ｃ． 巡回区］といった対応に分かれている 分類する。そし 巡回区の多数は、 に対する 上の権利を認めており、ヴァシーに対する憲法違反に該当するか否かの判断に際しては、衡量による基準を用いているとする。
Id., at 689
─
. 裁判例
の分析については、大林啓吾「アメリカにおける情報プライバシー権の法理」 『千葉大学法学論集』第二七巻第四号［平成二五年］二四四頁以下などをも参照）を侵害したか否かを検討する場合の判断方法として まず、①捜査機関等政府の行為がプライヴァシーの利益 関与し ことを、被告人など政府 行為 異議 唱える側が立証 （連邦最高裁は、個人的
一四一
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
事項を暴露されることを回避する利益と一定の重要事項の自律的決定を行う利益を含む広汎なプライヴァシーの観念を認めており、無人機によって、個人の公的活動を写真やヴィデオで記録し、編集することは、ウォレン・ブランダイス 主張した「放っておいて貰う権利」や公共の場で匿名を享受するという、それに付随する理解に抵触するとする） 、次に、②
　
①の
バーを超えた場合、裁判所は、ⅰ
 監視の期間（無人機による監視が長引けば、裁判所が当該監視によって収集された情報の
記録・蓄積を認める可能性は低くなるが、裁判所は、最低限 監視期間を命じるなど明確な線引きは避けて、期間分析に際しては柔軟な態度を取 筈であるので、無人機は相対的に短期の間に、相当量の写真・ヴィデオ・センサーによる情報を収集することが可能となる）ⅱ
 用いられた技術の侵襲性（伝統的な監視術と高度に侵襲的なスキャナー・検査技術を裁判所が
区別するのに寄与する。例えば、高度の拡大レンズ付き カメラ 搭載していたり、解像度の高い録画装置 用いる無人機は、拡大機能が限定されているカメラを搭載していたり 写真装置しか備えていない無人機に比べればプライヴァシ 侵害の可能性が高いということになる） ⅲ
 監視の周到性（長期間無人機が個人を追跡するが、その間、多くの情報を記録した
り蓄積したりしな 場合がある点 どにおいて、本ファクターと
 ⅰ
 は区分され、当該期間に無人機が収集するデータが多
ければ多い程 裁判所は当該監視を周到・徹底的と捉えるべきことになる。そ て、捜査機関等による監視 度合いが徹底される程、裁判所は当該監視を制約する可能性が高くなる） 、ⅳ
 監視が特定個人にフォーカスされたか（捜査機関が、令状
も相当理由もなく、特定個人に焦点を当ててい 場合 裁判所は 捜査機関が当該無人機によっ 収集した情報の蓄積・移転等の権能を制約する可能性が高い。本ファクターは、ⅲ
 と同様の機能を持つが、特定個人にフォーカスした無人機による
監視は、必ずしも情報 周到・徹底した収集を伴うものではないという点で大きく異な ） 、ⅴ
 令状乃至相当理由の存在（プ
ライヴァシーに対す 憲法上の権利におけ 衡量テストは修正第四条に適切に関わる筈の主張を退けるから、かかるプライヴァシーに対する憲法上の権利は 修正第四条を包含しない し かかる結論 無人 よ 監視において、令状乃至相当理由の存在を捜査機関側に有利に織り込んで ［監視の際に捜査機関に令状乃至相当理由があ ならば、裁判所は 通常は捜査機関側の利益が対象者のプライヴァシーの利益に勝り、従っ 、令状や相当理由の基礎にある嫌疑に則って、無人機による監視によって収集された情報の記録・集積・移転等を捜査機関側は行うことが出来 と認定する］点からも導 れるとする）といったファクターを勘案し、対象者のプライヴァシーの利益が政府の利益に勝 場合は 裁判所は、救済 して、政府が、当該監視によって集積される情報（政府が既 積 た情報 及び当該無人機 よ 将来の監視 よって政府
一四二
が観測収集する情報）を蓄積・移転・流通等することを禁じることになるというフローを掲げる。
この見解は、修正第四条の下では、社会が合理的と認めようとするプライヴァシーについての主観的期待を当事者が示し
たか否かが基準となるが、かかる合理性要件では、個人が無人機の監視から自由になる領域が、住居、特に人々から見えない住居の領域に縮減され という難点があるとし、情報プライヴァシーは、無人機が対象とする個人のプライヴァシーの利益が捜査機関等の利益に勝るのであれば当該監視により認められた情報の蓄積・利用を裁判所が規律するという意味で、遍在する無人機による監視に対して、 修正第四条単独よりも遥かに安全弁の機能を果たすと捉え （
Id., at 701
─
2. ） 。本アプロー
チは、無人機によるリアル・タイムでの観察と情報の蓄積・集積・移動・分配等を区別し、裁判所が無人機によるリアル・タイムでの観察・監視は修正第四条における捜索に該当しないとして許容し しても、当該観察によって得た情報 蓄積等は許さないとすることがあり得るとするも （
Id., at 700. ） 、無人機の必要性とプライヴァシーの保護との調和を図る一
つの試みとして興味深 と言え う。
（
244）合衆国において、無人機とプライヴァシーについての議論は盛んであり、新たな法を制定する必要はないと論じる見解がある一方で、無人機は、二一世紀の社会がプライヴァシー法を導入しなければならない程に事態 根底から揺さぶ ものと捉える論者もいる。
See e.g., John V
illasenor, 
“P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations 
F
rom
 A
bove : U
nm
anned A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 516.
（
245）発動に際して令状が必要か、どの程度の嫌疑が必要かなど、要件の検討は議会の方が適しているとの考え方もあろう。
また、立法の方が司法的解決よりも、迅速で、包括的規律・プライヴァシー保護についての首尾一貫した規律が出来
る点で優れているとも指摘されている。
See e.g., J. T
yler B
lack, 
“O
ver Y
our H
ead,U
nder the R
adar : A
n E
xam
ination of 
C
hanging L
egislation, A
ging C
ase L
aw
, and P
ossible Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, supra at 1873
─
4.
（
246）他方、法規による保護に関しては、少数のばらばらの州が無人機によるプライヴァシー侵襲を規律する法を制定しているだけで、関連連邦法規にも乏しい情況では 近い将来の話に限定するならば、無人機によ プライヴァシーの侵襲に対する保護には不充分であるとも評されている。
See e.g., Jonathan O
livito, 
“B
eyond the F
ourth A
m
endm
ent : L
im
iting D
rone 
Surveillance T
hrough the C
onstitutional R
ight to Inform
ational P
rivacy
”, supra at 681. 合衆国において、ＧＰＳのような科
学技術を含む電子的監視に関する連邦の立法は包括的でもなく一貫してもいない（そして、法規や裁判所による審査は、科
一四三
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
学技術の発達に追い付いていない）点を指摘するものとして、
See e.g., C
olin Shaff , 
“N
O
T
E
: IS T
H
E
 C
O
U
R
T
 A
L
L
E
R
G
IC
 
T
O
 K
A
T
Z
? P
R
O
B
L
E
M
S P
O
SE
D
 B
Y
 N
E
W
 M
E
T
H
O
D
S O
F
 E
L
E
C
T
R
O
N
IC
 SU
R
V
E
IL
L
A
N
C
E
 T
O
 T
H
E
 “R
E
A
SO
N
A
B
L
E
-
E
X
P
E
C
T
A
T
IO
N
-O
F
-P
R
IV
A
C
Y
” T
E
ST
” 23 S. C
al. Interdis. L
.J. 409, 410 （
2014 ）.
（
247）
T
roy R
oberts, “O
n T
he R
adar : G
overnm
ent U
nm
anned A
erial V
ehicles and their E
ffect on P
ublic P
rivacy Interests from
 
F
ourth A
m
endm
ent Jurisprudence and L
egislative P
olicy P
erspectives
”, supra at 517.
（
248）将来の科学技術の変化に応じて法の一部が実務上機能しなくなるような場合が生じるかも知れないが、かかる場合に適応するために随時法改正が要求されよう。この点でも、判例による規律よりも立法による規律の方が、無人機からのプライヴァシーの保護の論点では適しているとも論じられて る。他方、立法は憲法解釈 永続性を規定するものではないので、長い年月の間に憲法による保護が蝕まれ 可能性があり、この点が立法 対応のメリットと裏腹のデメリットともなり得るとも指摘され 。
See e.g., P
hilip J. H
iltner, 
“C
om
m
ent : T
he D
rones A
re C
om
ing : U
se O
f U
nm
anned A
erial V
ehicles F
or P
olice 
Surveillance A
nd Its F
ourth A
m
endm
ent Im
plications
”, supra at 414.
（
249）その他、連邦航空局（ＦＡＡ）規則による規律（国家航空システム［
national airspace system
］に入る無人機は連邦航空
局の承認を受けることが必要である。尤も、連邦航空局は無人機使用の承認を誰に与えるのか、許可された無人機の類型、許可される無人機を限定するのか等について明確に 来てはおらず、注意深く評価を行った上でケース・バイ・ケースに判断しており、この点は課題とされている［二〇一四年に承認対象の特定について明確にされる予定 あ ］ 。そして、連邦航空局による無人機運行許可は、公共目的と私的目的とで分かれており、現状、議会は無人機の商業利用目的 拡大や行政府による活用を支持し、連邦航空局に対して、承認手続の簡素化などを始めとして手続規制の見直し 要請している。この結果、連邦航空局はかかる圧力のもと、許可手続の緩和を行う 至っている［
はじめに
　
等で触れた点と重なるが、オバ
マ大統領は二〇一二年二月一四日、現代化及び改革法（
the F
A
A
 M
odernization and R
eform
 A
ct of 2012 ）に署名し、これ
によって連邦航空局は、二〇一五年九月三〇日迄 、無人機を国家領空システムに組み入れるための総合的計画を展開する必要 迫られることとなった］ 。これにより無人機市場は拡がろうが、ただ、議会の関心は主 安全面に置かれていて、連邦航空局は、無人機の国内領空への安全且つ迅速な統合を要求されているが 修正第四条の趣旨に取り組む枠組み 最初
一四四
存在した訳ではなく、プライヴァシーの問題は議会にとって特段関心を集めていなかった。再許可におけるプライヴァシー保護条項について 、別の法律が考えられているのかも知れないが、連邦法・州法・司法解釈などでどのように対応して行くべきかが懸案となっている。
See e.g., B
rian Stern, “C
om
ing H
om
e to R
oost-D
om
estic U
se of U
nm
anned A
erial V
ehicles
”, 
supra at 8
─ ; A
joke O
yegunle, “D
rones in the H
om
eland : A
 P
otential P
rivacy O
bstruction U
nder the F
ourth A
m
endm
ent 
A
nd the C
om
m
on L
aw
 T
respass D
octrine
”, supra at 368
─
70, 372
─
4 : Jonathan O
livito, “B
eyond the F
ourth A
m
endm
ent : 
L
im
iting D
rone Surveillance T
hrough the C
onstitutional R
ight to Inform
ational P
rivacy
”, supra at674 ; SJohn V
illasenor, 
“P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations F
rom
 A
bove : U
nm
anned A
ircraft System
s 
A
nd P
rivacy
”, supra at470
─
; J. T
yler B
lack, “O
ver Y
our H
ead, U
nder the R
adar : A
n E
xam
ination of C
hanging L
egislation, 
A
ging C
ase L
aw
, and P
ossible Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, supra at 1842
─
. ）や、警察のポリシーによ
る規律も考えられ、一定の意義があると評される。前者の主関心は航行 安全にあり、プライヴァシーにはないこと、議会が無人機システムへの連邦航空局による門戸開放をプッシュしていること、警察による利便性等の理由から、連邦航空局が無人機の航路等について過度な制限はしないと思われるものの 連邦航空局規則による規律に ー保護の観点から意味がない訳ではないと論じられてい 。
See e.g., P
hilip J. H
iltner, 
“C
om
m
ent : T
he D
rones A
re C
om
ing : U
se O
f 
U
nm
anned A
erial V
ehicles F
or P
olice Surveillance A
nd Its F
ourth A
m
endm
ent Im
plications
”, supra at 414
─
.
警察関連の自主的規律としては、例えば、国際警察署長協会（
International A
ssociation of C
hiefs of P
olice ［
IA
C
P
］ ）の
無人機使用に関する推奨ガイドライン（
R
ecom
m
ended G
uidelines for the use of U
nm
anned A
ircraft. http://w
w
w
.theiacp.
org/portals/0/pdfs/IA
C
P
_U
A
G
uidelines.pdf . 平成二六年二月一日確認。ＩＡＣＰのガイドラインには法的拘束力はない
が、アメリカ合衆国の多くの法執行機関員 、より広範なガイドライン策定の出発点としているとされる）があり、無人機が犯罪の証拠を収集すると確信出来る具体的で明確な理由を要求し、また、無人機がプライヴァシーの合理的期待を侵害しそうであれば、無人機飛行の前に捜索令状を取得することを推奨 て 。このように対象者のプライヴァシーの尊重を求めるガイドラインには、他に、例えば、国際無人機システム協会（
the A
ssociation for U
nm
anned V
ehicle System
s 
International ）の行動規範（
http://w
w
w
.auvsi.org/conduct . 平成二六年二月一日最終確認）がある。
かかる自主的規律に委ねるアプローチは、直接 には、責任を持った無人機の使用を法執行機関員に促し、また、間接
一四五
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
的には、法執行機関員とコミュニティとの対話を活性化させるという両面で、無人機におけるプライヴァシー問題に対する取り組みに重要な役割を果たすと評する論者もいる。
See e.g., John V
illasenor, 
“P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In 
T
he D
igital A
ge : O
bservations F
rom
 A
bove : U
nm
anned A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 509.
（
250）これら法案がすぐに可決されなかったとしても（プライバシーの新たな脅威に関する法案は多く提出されるが、 実際に通過・法律制定に至る例は必ずしも多くない。
See e.g., C
olin Shaff, “N
O
T
E
: IS T
H
E
 C
O
U
R
T
 A
L
L
E
R
G
IC
 T
O
 K
A
T
Z
? P
R
O
B
L
E
M
S 
P
O
SE
D
 B
Y
 N
E
W
 M
E
T
H
O
D
S O
F
 E
L
E
C
T
R
O
N
IC
 SU
R
V
E
IL
L
A
N
C
E
 T
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 T
H
E
 "R
E
A
SO
N
A
B
L
E
-E
X
P
E
C
T
A
T
IO
N
-O
F
-
P
R
IV
A
C
Y
" T
E
ST
”, supra at 448. ） 、立法・政策に一定の影響を与え、余り遠くない将来でのアメリカ合衆国における無人機
の役割の具体化に寄与す であろうと評されている。
See e.g., B
enjam
in K
apnik, “U
nm
anned B
ut A
ccelerating : N
avigating 
T
he R
egulatory A
nd P
rivacy C
hallenges O
f Introducing U
nm
anned A
ircraft Into T
he N
ational A
irspace System
”, supra at 
461
─
2.
（
251）
See e.g., C
hris Schlag, “T
he N
ew
 P
rivacy B
attle : H
ow
 the E
xpanding U
se of D
rones C
ontinues to E
rode O
ur C
oncept of 
P
rivacy and P
rivacy R
ights
”, supra at 17.
（
252）特に、二〇一二年現代化及び改革法制定後、市民団体が国内用無人機のもたらすプライヴァシーに対する影響に関心を提起し、それを承けて連邦議会において多くの立法提案がなされるに至った これら法案には、監視や国境監督などのために無人機を従前よりも容易に活用出来るよう 規制を緩和するものや、後に触れる法案の多くのように、特定の機関等が無人機を活用することを制約・統制することを目的としたもの等 ある。
（
253）第一一二議会においては法律制定に至らなかったが、第一一三議会においてもこれら法案の多くは修正を施すなどして提出されており（第一一三議会では、より包括的な 案が提出されてい ） 、その後も新たな法案が引き続き提出されることが予想されている。
（
254）
H
. R
. 5925, S. 3287, 112
th C
ong. 2d Sess. （
2012 ）.  P
reserving F
reedom
 from
 U
nw
arranted Surveillance A
ct of 2013, H
. R
.  
972, S. 1016, 113
th C
ong. 1st Sess. （
2013 ）も（上院法案について、無人機の定義の規定ぶりが異なることなどを除いて）ほぼ
同内容で提出されている。
See, http://w
w
w
.paul.senate.gov/?p=
press_release&
id=
545 ［二〇一四年一月三日確認］
（
255）猶、
S. 3287
は、本法に違反して収集された証拠については、合衆国の裁判所において刑事訴追のための証拠能力は認めら
一四六
れない旨定めている（
H
.R
. 5925
には、同種規定はない） 。
（
256）
H
. R
. 6199, 112
th C
ong. 2d Sess. （
2012 ）.
（
257）
P
reserving A
m
erican P
rivacy A
ct of 2013, H
. R
. 637, 113th C
ong. （
2013 ）では、公的な無人機システムの運用についての
法的枠組に関する規 も企図されている（ⅰ
 偶発的な無令状監視に晒される個人から書面による同意の取得、ⅱ
 緊急情況
での、無令状監視に対する広汎な例外、ⅲ
 無人機運行と令状についての連邦・州・地方の検察による報告、ⅳ
 行政懲戒手
続等についての規定が特徴とされる） 。
See e.g., J. T
yler B
lack, 
“O
ver Y
our H
ead, U
nder the R
adar : A
n E
xam
ination of C
hanging L
egislation, A
ging C
ase 
L
aw
,and P
ossible Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, supra at 1872
─
4.
（
258）
H
. R
. 5961, 112
th C
ong. 2d Sess. （
2012 ）.
（
259）
H
. R
. 6676, 112
th C
ong （
2012 ）. 1st Sess.
（
260）また、 「二〇一三年無人航空機のプライヴァシー及び透明性に関する法律（
D
rone A
ircraft P
rivacy and T
ransparency 
A
ct of 2013 ） 」 （
H
. R
. 1262, 113
th C
ong. ［
2013 ］ ）は、プライヴァシーに関する重大な欠陥を埋めるべく提案されたもので、
連邦航空局の二〇一二年現代化及び改革法を改正して、無人機の国家領空システム組み入れに関して指針と制約を提供する等の目的を有しており、無人機システムの技術が、適切なプライヴァシーへの保護なく、広汎に侵害的な監視を行うことが出来る可能性 持っ いる点を認めた。法案は、法執行機関が証拠収集のために無人機を活用する際の権能を制限するための詳細な要件を課し、また、緊急事態における例外（例外を正当化する陳述書を運輸省長官に提出 必要があり、また、緊急事態中に獲得する情報は最小化するようにし、緊急情況と関係 い のは削除され ことになる）は格別、一般的な監視を禁じている（同法案は 無令状での、直接乃至間接 な証拠収集を認めておらず、この点、法執行機関に時間と費用面でコストを課すことになり、結果として無人機の発動回数が減る可能性が高いた 、法案の最も重要なポイントとも評されている） 。更に、同法案は救済として衡平法上の救済や三倍賠償も している。
See e.g., J. T
yler B
lack, “O
ver Y
our H
ead, U
nder the R
adar : A
n E
xam
ination of C
hanging L
egislation, A
ging C
ase L
aw
, 
and P
ossible Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, supra at 1868
─
.
（
261）
See e.g., D
avid G
ray and D
anielle C
itron, “T
he R
ight to Q
uantitative P
rivacy
”, supra at 111 ［特定の被疑者や犯罪の監視
一四七
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
が無人機に適合的であるという点で、無人機には通信傍受の事例が参考となり、法執行やプライヴァシーの利益について、憲法に関する裁判においてよりも、議会や行政の過程で、より多角的で時宜を得た形で検証する方が望ましく、また、法執行機関の関心を充たしつつ、法執行機関に過度の自由を与えないというバランス判断の観点からは、捜査機関には捜査の特定性と傍受装置等によって証拠を取得することが出来るという相当理由の存在という要件を要求するのが良く、更 、裁判所が令状内容を事案に応じて変え、相応し 監督を行うことで、発動時期・場所・期間への制約等を行い、法執行の必要性と被疑者、広く社会の利益との 理的なバランスを図ることになると述べる。
Id., at 107
─
. ］ 。
（
262）例えば、ロードアイランド州議会においても、二〇一三年二月に、無人機の活用を規律する二つの法案が提出された。一つは、航空機におけるプライヴァシー保護に関す 法案で、ロードアイランドの法執行機関が無人機を用いる場合には事前に相当理由に基づく の発付が必要 なり、当該令状が発付されなければ、無人機によって収集された証拠は、ロードアイランドの裁判所においては証拠能力を認められないと規定 。第二は、無人機に関す 法案で、法執行機関による無人機の取得には公的審査と行政機関による承認が必要とされ、無人機の発動に 法務長官（
A
ttorney G
eneral ）による監督を
要し、所定目的以外の無人 よるデータ収集は不可である旨 また、 動期間の限定等が定められて る。二〇一三年前半に州・地方レヴェルで 関連の立法活動が活発化し よそ二〇一三年後半時点で、このような国内における無人機規制を定める法案 二四州で提出され、六州で立法とし 制定された
See e.g., B
rian Stern, 
“C
om
ing H
om
e to 
R
oost-D
om
estic U
se of U
nm
anned A
erial V
ehicles
”, supra at 31
─
.  そして、州法案については、その多くが、
plain view
や
開かれた空間において法執行機関が無人機を用いて情報 入手 場合は無令状で良いとす ど、個人 プライヴァシーの利益を保護する観点からは不充分なものが多いと 評価も存する ころである。
See e.g., C
hris Schlag, “T
he N
ew
 P
rivacy 
B
attle : H
ow
 the E
xpanding U
se of D
rones C
ontinues to E
rode O
ur C
oncept of P
rivacy and P
rivacy R
ights
”, supra at 20.
猶、州法や地方の規則は、一種の専占の問題があり、航空機の安全に関する規則については、連邦控訴裁判所など上級の
裁判所において連邦法規が優先すると考えられているものの、だからと言って、州が航空法規を制定することが妨げられている訳ではないし、規制の趣旨が州法と連邦 で異 る場合（例えば 州法 刑事罰を定め、連邦法が民事罰 定めている場合） などにお ては州法 定め 否定されないこともある。 そし 、 航行の安全を減じるような についてのプライヴァシー法規を制定する権能 になく、例えば、最低限の速度を命じることで 無人機 家屋の上空を長時間航 を
一四八
防止しようと企図する州法は航行の安全の問題を惹起し、法理的な反論に堪えられないであろうと評される。また、政府機関の無人機運行の場所・態様を制約しようとする州法には専占の主張がなされることが多 ので、この点からは、州法は非政府機関による無人機運行におけるプライヴァシー侵害を最小化する局面で無人機のプライヴァシー問題を規律するのが望ましいとも説かれる。
See e.g., John V
illasenor, “P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations 
F
rom
 A
bove : U
nm
anned A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 514.  連邦議会による立法は、法執行を含む様々な局面
における個人のプライヴァシー保護に重要であるが、当該立法の直接のコントロール下にない法執行機関を効果的に統制することが出来な 可能性があ （例えば、州の 執行機関員に連邦 プログラムを強制することは出来ない。この問題の解決のためには、州の立法部は、連邦法規を州法に編入する必要がある。他方、州法が連邦政府の無人機活用に影響を及ぼす余地は小さいが、州・地方の法執行 関を 律することによって、プライヴァシー侵害の可能性を摘むことへの寄与は大きいものがあろう され ）ため、無人機の長所を効果的に保持し、且つ を保護するため は多様なレヴェルの行政機関の法規（更に裁判例等も）を全般的に用いて解決を図 べきであるとも論じられている。議論情況について、
J. 
T
yler B
lack, “O
ver Y
our H
ead,U
nder the R
adar : A
n E
xam
ination of C
hanging L
egislation, A
ging C
ase L
aw
, and P
ossible 
Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, supra at 1864
─
, 1875
─
7, 1883.
（
263）但し、監視のために無人機を使用する前に、法執行機関が地域令状や令状の基礎となる個別の相当理由を得ることを要件とする見解に対しては、収集しようとす 情報が裁判の手続か刑事起訴に用いられ 時にのみ令状を必要とするということであれば、かかる要求は、証拠が刑事手続・裁判手続に用いられる時でないと無人機による監視を禁じることが出来ず、証拠能力 る証拠を求めない無人機によ 監視の場合や私人が る無人機による監視の場合には個人は監視され得ることとなって、そのプライヴァシー保護には不充分であり 収集された情報の証拠能力の如何 かかわらず 長期間に亘る空からの監視に際して令状を要件と なければならな の異論も存する。
See e.g., C
hris Schlag, “
T
he N
ew
 P
rivacy B
attle ：
H
ow
 the E
xpanding U
se of D
rones C
ontinues to E
rode O
ur C
oncept of P
rivacy and P
rivacy R
ights
”, supra at 20
─
1.
（
264）議論情況について、
See e.g., R
ichard M
. T
hom
pson
Ⅱ
“D
R
O
N
E
S IN
 D
O
M
E
ST
IC
 SU
R
V
E
IL
L
A
N
C
E
 O
P
E
R
A
T
IO
N
S : 
F
O
U
R
T
H
 A
M
E
N
D
M
E
N
T
 IM
P
L
IC
A
T
IO
N
S A
N
D
 L
E
G
ISL
A
T
IV
E
 R
E
SP
O
N
SE
S
”, supra at 61
─
2.
J. T
yler B
lack, “
O
ver Y
our H
ead,U
nder the R
adar : A
n E
xam
ination of C
hanging L
egislation, A
ging C
ase L
aw
,and 
一四九
無人機（
unm
anned aerial vehicle ）の研究（二）
（鈴木）
P
ossible Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, supra at 1867
─
8
は、市民が通常の修正第四条の捜索違反の対象と
ならないように担保するための最良の解決法は、無人機が収集した証拠の証拠能力を公判で制限することにより、警察・検察官に修正第四条遵守の意欲付けを与えることであるとし、本アプローチは立法によって達成されるのが恐らくベストであるが、裁判所も手続 おいて重要な役割を果たし得ると述べる。
（
265）
 See e.g., John V
illasenor, “P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations F
rom
 A
bove : U
nm
anned 
A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 511.
（
266）かかる観点からは、法執行機関員が無人機を使用する場合に、航行の日時・場所・操縦主体・収集データの種類その他詳細が分かるような記録を付けなければならない旨法定し、航行活動をチェック出来るように担保する規律の仕方も合理的と言えよう。
See e.g., John V
illasenor, “P
rivacy, Security, A
nd H
um
an D
ignity In T
he D
igital A
ge : O
bservations F
rom
 
A
bove : U
nm
anned A
ircraft System
s A
nd P
rivacy
”, supra at 512.
（
267）
See e.g., J. T
yler B
lack, “O
ver Y
our H
ead,U
nder the R
adar : A
n E
xam
ination of C
hanging L
egislation, A
ging C
ase L
aw
, 
and P
ossible Solutions to the D
om
estic P
olice D
rone P
uzzle
”, supra at 1866
─
. ［法執行の必要性とプライヴァシーの利益と
のバランスを実際的な形で取って行くためのファクターとして、ⅰ
 無人機による監視が偶然か故意によるものであったか、
ⅱ
 警察は前もって監視のため令状を却下されていたか、ⅲ
 画像強化装置が監視の際に使用されたか、ⅳ
 航空機が、監視中
に危険な高度で運用されていたか、ⅴ
 家屋隣接地に物理的侵襲が存したか、ⅵ
 監視期間が不合理な位長期に亘っていたか、
ⅶ
 監視客体が、自己の行為が内密のものであるという合理的期待を示すような防衛的行動を取ったか等を掲げ、また、⒜
 
監視対象、⒝
 監視主体、⒞
 監視態様という整理をも示す。
Id., at 1881
─
2, 1884. ］.
（日本比較法研究所嘱託研究員）

